
番号 ご意⾒の概要 ご意⾒に対する考え⽅

1

2030年までに再⽣可能エネルギー100%を⽬指すという国策が⽰されている状態で、太陽光発電のFIT買取単価がさらに下がり11円となるのは国策に反している。部材価
格の低下を前提としてFIT買取単価が設定されているが、既に部材価格は下げ⽌まりの傾向が⾒えており、太陽光発電事業が継続的に拡⼤していることを前提に部材の価
格が下がるが、買取価格の低下は事業者数を減少させ、部材価格の低下を抑制し、再⽣可能エネルギーの普及を阻害するものである。今回の価格案だと、投資に⾒合うリ
ターンが得られないため新規に計画する事業者は激減すると思われる。再⽣可能エネルギーの導⼊を推進するため、また、再エネ⽬標を達成できないため、単価を⾒直すべ
き。

経済産業省では、2030年のエネルギーミックスを策定しており、電源構成における再⽣可能エネルギーの⽐率22〜24％を⽬指すこととしています。
また、国⺠負担を抑制しつつ、再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊を進めることが、政府の基本⽅針です。
FIT制度における調達価格は、再エネ特措法第３条第４項において、再エネ電気の供給が効率的に実施される場合に通常要すると認められる費⽤等を基礎とし、価格⽬標その他の事情を勘案して定めることとされていま
す。2020年度の調達価格等算定委員会では、FIT制度の定期報告に基づくコストデータを分析した上で、価格⽬標を意識し、「2025年に運転開始する案件の平均的な発電コストで7円/kWh」という価格⽬標の達成に向
けた道筋が⾒えるかたちで調達価格を設定すること、具体的には、2021年度の事業⽤太陽光発電（50kW以上250kW未満）の調達価格を11円/kWh+消費税、事業⽤太陽光発電（10kW以上50kW未満）の
調達価格を12円/kWh+消費税、などとする意⾒が取りまとめられました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。

2
太陽光のFIT買取価格が下り続け、もうこれ以上事業拡⼤が難しいと感じる。再⽣可能エネルギーの普及を考えるなら、FIT価格の⼀⽅的な低下を中⽌してほしい。架台や
パネルの価格が⾼騰している現状において、太陽光の買取単価の低下は、以前のようなIRRを維持することが不可能になり、太陽光発電の拡⼤を⾏う事業者は急激に減少
すると思う。せめて買取単価は現状維持にしてほしい。

3 すでに現在の買い取り単価では⾦融機関が融資できないレベルになっている。また昨年より材料価格は下げ⽌まり、更には値上げされていると認識されている状態で更には脱
炭素で拡⼤が必要なこの現状で価格を下げる意味がわからない。政府⽅針が変化した今、投資として⾦融機関が納得する収⽀が描ける価格設定を希望する。

4
チャレンジゼロを掲げている中、売電単価11円/kWhでは⺠間を活⽤した再⽣可能エネルギーの拡⼤は⾒込まれない。また、⼟地・設備購⼊にはそれなりの資⾦が必要で、
台⾵・盗難などのリスクに備えなければならない事業者にとって、新規の太陽光発電は設置する価値がない価格。売電価格のUPは必須であり、適正な⾦額とは考えられな
い。単に2025年の⽬標単価に向けて⼀直線で引いただけの単価であり、費⽤と事業性は全く評価されていない。

5 買取価格も、機械的に下げているがコロナの影響でむしろ調達価格が上がっている。原材料が2割ほど⾼騰しているが、既定路線通りに単価を下げる合理的な理由が分から
ない。現状を鑑みて単価を決めないと極端に太陽光市場が縮⼩し、将来の太陽光事業を⾏う上で不安しかなくなってしまう。

6 2025年度の⽬標単価に向けて、直線的に単価を決めており、調達コストの下げ⽌まりなど事業性を考慮しているとは到底思えない。
このような制度設計に対する姿勢で、再エネ普及が本当にできるのか甚だ疑問である。世界のトレンド、政府が掲げる⽅針に沿うような形で物事を進めてほしい。

経済産業省では、2030年のエネルギーミックスを策定しており、電源構成における再⽣可能エネルギーの⽐率22〜24％を⽬指すこととしています。
また、国⺠負担を抑制しつつ、再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊を進めることが、政府の基本⽅針です。
FIT制度における調達価格は、再エネ特措法第３条第４項において、再エネ電気の供給が効率的に実施される場合に通常要すると認められる費⽤等を基礎とし、価格⽬標その他の事情を勘案して定めることとされていま
す。2020年度の調達価格等算定委員会では、FIT制度の定期報告に基づくコストデータを分析した上で、価格⽬標を意識し、「2025年に運転開始する案件の平均的な発電コストで7円/kWh」という価格⽬標の達成に向
けた道筋が⾒えるかたちで調達価格を設定すること、具体的には、2021年度の事業⽤太陽光発電（50kW以上250kW未満）の調達価格を11円/kWh+消費税、事業⽤太陽光発電（10kW以上50kW未満）の
調達価格を12円/kWh+消費税、などとする意⾒が取りまとめられました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。

7
突然の推進機関の関与や設備に掛かる費⽤に準じてFITを決めると⾔っておきながら設備費が⾼騰している現在でも買取価格を下げ続ける等、昨今の後出しルール変更で
快く思っている⼈は少ないと思う。私も東⽇本⼤震災で被災し、それをきっかけに再エネに取り組んできた。再エネ普及の為にはルール変更も必要だと思う。ただやはり納得のい
く形でお願いしたい。全体的に制度への信⽤が低下している事が今後、再エネ普及の⾜かせにならないことを切に願う。

FIT制度における調達価格は、2017年4⽉に施⾏された改正再エネ特措法第３条第４項において、再エネ電気の供給が効率的に実施される場合に通常要すると認められる費⽤等を基礎とし、価格⽬標その他の事情を勘
案して定めることとされています。
引き続き、国⺠負担を抑制しつつ、再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊を進めていきます。

8 2021年度売電単価について、蓄電池設備の割り増しを検討すべき。

出⼒の変動する再⽣可能エネルギーの更なる導⼊を図るためには、蓄電池の活⽤促進は重要であると考えています。
⼀⽅で、FIT制度に伴う国⺠負担が年間２兆円を超えている中で、再⽣可能エネルギーの主⼒電源化に向けて国⺠負担の抑制が待ったなしの課題となっています。こうした中、コストの⾼い案件に配慮し、区分を細分化する
ことについては、細分化すればするほど、買取費⽤の総額が上がり、国⺠負担が増⼤する傾向にある点に留意が必要です。したがって、なるべく区分を⼤括り化した上で、その区分の中で、より効率的な案件からの導⼊を促し、
国⺠負担を抑制しつつ、再エネの最⼤限の導⼊を進めることが重要と考えています。
2020年度の調達価格等算定委員会では、FIT制度の定期報告に基づくコストデータを分析した上で、蓄電池を併設するものであるかどうかにかかわらず、価格⽬標を意識し、「2025年に運転開始する案件の平均的な発電
コストで7円/kWh」という価格⽬標の達成に向けた道筋が⾒えるかたちで調達価格を設定すること、具体的には、2021年度の事業⽤太陽光発電（50kW以上250kW未満）の調達価格を11円/kWh+消費税、事業
⽤太陽光発電（10kW以上50kW未満）の調達価格を12円/kWh+消費税、などとする意⾒が取りまとめられました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。

「電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施⾏規則の⼀部を改正する省令案等の概要」
に関する意⾒公募の実施結果について（別紙）

１．区分・調達価格・価格⽬標に関する御意⾒

国⺠負担を抑制しつつ、再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊を進めることが、政府の基本⽅針です。
FIT制度における調達価格は、再エネ特措法第３条第４項において、再エネ電気の供給が効率的に実施される場合に通常要すると認められる費⽤等を基礎とし、価格⽬標その他の事情を勘案して定めることとされていま
す。2020年度の調達価格等算定委員会では、FIT制度の定期報告に基づくコストデータを分析した上で、価格⽬標を意識し、「2025年に運転開始する案件の平均的な発電コストで7円/kWh」という価格⽬標の達成に向
けた道筋が⾒えるかたちで調達価格を設定すること、具体的には、2021年度の事業⽤太陽光発電（50kW以上250kW未満）の調達価格を11円/kWh+消費税、事業⽤太陽光発電（10kW以上50kW未満）の
調達価格を12円/kWh+消費税、などとする意⾒が取りまとめられました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。



9
菅内閣になり2050年カーボンニュートラルを掲げ、それに向かって再⽣可能エネルギーを増やしていかなければならない状況で現在の売電単価はそれに逆⾏しているように思
う。2020年の申請数の少なさから明らかである。FITという制度は再エネ拡⼤には⼤成功した施策だと思いますが、昨今はその逆を進んでいるようで⾮常に残念。新しく2050
年の⽬標が変化したのだから2025年の単価8円の⽬標ももう少し延期してもいいのではないか。

10
⾜下の調達価格・基準価格について、「2025年に運転開始する案件の平均的な発電コストで７円/kWh」という価格⽬標の達成に向け、その道筋が⾒える形で価格設定
を⾏うとした点を評価したい。⼀⽅で、⽇本の発電コストは、⼊札制が広く活⽤されている海外諸国に⽐べ、相対的に⾼く、その低減傾向も鈍化している。世界では、今後もコ
スト低減が進むことが⾒込まれるところ、上記価格⽬標で⽴ち⽌まることなく、コスト動向を注視しながら、間断なく、より意欲的な⽬標設定を⾏うべきである。

11
バイオマス発電における新規燃料の取扱いについて、安易にFIT制度の対象とすることに強く反対する。「⾷料競合」・「ライフサイクルGHG」等の持続可能性基準については、
FIT制度の⽬的を⼗分に考慮したうえで厳格に定義されるべきである。ライフサイクルGHG排出量の確認にあたっては、新規燃料のみならず、既に買取り対象となっている燃
料も対象とすべきである。

バイオマス発電の新規燃料の取扱いについて、2019年度の調達価格等算定委員会では、「⾷料競合については、本委員会とは別の場において専⾨的・技術的な検討を⾏った上で、その判断のための基準を策定し、当該基
準に照らして、⾷料競合への懸念が認められる燃料については、そのおそれがないことが確認されるまでの間は、FIT制度の対象としない。⾷料競合への懸念が認められない燃料については、ライフサイクルGHG排出量の論点を
本委員会とは別の場において専⾨的・技術的な検討を継続した上で、ライフサイクルGHG排出量を含めた持続可能性基準を満たしたものは、FIT制度の対象とする。なお、既に買取りの対象となっている燃料についても、本委
員会とは別の場において、ライフサイクルGHG排出量の論点について専⾨的・技術的な検討を⾏う。」とする意⾒が取りまとめられました。また、2020年度の調達価格等算定委員会では、「今年度、バイオマス持続可能性ワー
キンググループでは、「⾷料競合」・「ライフサイクルGHG」、「第三者認証スキームの追加等」について、その内容を専⾨的・技術的に検討」し、「⾷料競合の考え⽅については整理が進んだものの、ライフサイクルGHG等の観点に
ついて引き続き検討中であることをふまえ、2021年度については、バイオマス発電の新規燃料を認めない」とする意⾒が取りまとめられました。引き続き、これらの意⾒を尊重して検討を進める考えです。

12

2020年度より、⾃家消費型の地域活⽤要件を設定している10kW以上50kW未満の太陽光発電については、当該規模の2020年度の認定件数が激減していることを鑑
み、2022年度に向けては、実状を踏まえた地域活⽤要件の⾒直しを検討いただくよう要望する。具体的には、⾃家消費の重点化は調達価格の設定で誘導しつつ、⾃家消
費⽐率の設定を撤廃し、災害時の⾃⽴運転機能のみを要件とすることが適当。当該規模は、狭⼩な設置場所が多い⽇本にあっては、今後も太陽光発電システムの導⼊拡
⼤に重要な容量帯。⼩規模太陽光発電について⾃家消費を重点化する⽅針は、FIT制度だけでなく、需給⼀体型の普及に向けた環境整備とのセットで進める必要があり、
FIP制度の対象化に向けて、蓄電池等の分散型エネルギーリソースと組み合わせた実証事業における検証なども効果的である。特に、⼩規模太陽光発電がFIP制度の対象
となる環境整備が整うまでは、これまでに形成された太陽光発電市場を縮⼩させることがないよう、FIT制度の地域活⽤要件はできるだけシンプルな制度とすることが望まし
い。

2020年度の調達価格等算定委員会では、「⾃家消費型の地域活⽤要件が設定された事業⽤太陽光（10-50kW）については、昨年度の本委員会で、⾃家消費型への⽀援重点化を含めて整理したところであり、かかる
事業の定期報告データが出てきていない現時点においては、2020年度の地域活⽤要件を維持して様⼦を⾒ること」とする意⾒が取りまとめられました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。

13 太陽光発電(10-50kW)の⾃家消費型地域活⽤要件について、2021年度は現⾏要件を維持する⽅針であるが、需要地における⾃家消費を促すため、地域活⽤要件に
おける⾃家消費⽐率の引き上げを検討すべき。

2020年度の調達価格等算定委員会では、「⾃家消費型の地域活⽤要件が設定された事業⽤太陽光（10-50kW）については、昨年度の本委員会で、⾃家消費型への⽀援重点化を含めて整理したところであり、かかる
事業の定期報告データが出てきていない現時点においては、2020年度の地域活⽤要件を維持して様⼦を⾒ること」とする意⾒が取りまとめられました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。

14
太陽光パネルを中⼼に、簡易な設備での発電所が⽬⽴つようになっており、造成⼯事の不良や、反射⽇光の問題等環境に多⼤な影響を及ぼしている発電所も⾒受けられ
る。調達価格の算定について、許可後においても、設備（造成、周辺環境を含む）に関して、不良がある場合には是正を求められるようにし、⼀定期間内にこれに応じない
場合には、買取の停⽌もしくは、買取価格の⾒直しができるように改定するべきである。

いただいた御意⾒は、今回の意⾒公募の対象ではないと考えますが、ご意⾒として承り、今後の執務の参考とさせていただきます。

15
後付け過積載について、既設発電所へパネルを増設することにより、既に確保している系統枠の中で太陽光による電⼒を最⼤化するもの。現状、DCの追加過積載は3kW
以上、もしくは3%以上の追加の場合は、現状のFIT価格に変更になる。追加過積載分は新規FIP価格とし、2本⽴ての価格で切り分ける前提でパネルを追加できるように
したい。

いただいた御意⾒は、今回の意⾒公募の対象ではないと考えますが、ご意⾒として承り、今後の執務の参考とさせていただきます。

16

無制限無補償ルールが全国適⽤されるとあるが10kW以上50kW未満は、現省令の附則に基づき、2021年4⽉1⽇以降も無制限無補償ルールの対象外でよいか。
（現省令）
附則第7条の2
特定契約事業者（第⼗四条第⼀項第⼗⼀号により太陽光発電設備に係る指定を受けている電気事業者を除く。）に対して、認定事業者（太陽光発電設備であってそ
の出⼒が五⼗キロワット未満のものを⽤いる者に限る。）が⾏う特定契約の申し込みについては、当分の間、第⼗四条第⼀項第⼋号イ及びチの規定は、適⽤しない。

省令案等の概要のⅠ．趣旨に記載のあるとおり、今回の省令改正の趣旨を踏まえ、附則第７条の2は削除いたします。
これにより、2021年4⽉１⽇以降は、東京、中部、関⻄エリアにおいても、出⼒が５０kW未満の太陽光発電設備に対して、無制限・無補償の出⼒制御ルールが適⽤されます。
なお、資源エネルギー庁が作成する「出⼒制御の公平性の確保に係る指針」において、１０ｋＷ未満（主に⾮住宅⽤）太陽光発電の出⼒制御については、まず、10ｋW以上の制御を⾏った上で、それでもなお必要な場
合において、10ｋW未満の案件に対して出⼒制御を⾏うものとされています。

17 無制限無保証ルールの適⽤について、このルールを適⽤するなら、FITルール下で蓄電設備の設置を認めてほしい。折⾓、太陽光などの再⽣可能エネルギーがあるにも関わら
ず、北海道地震の停電や2020年12⽉からの電⼒不⾜に対応できていない現状、対策はされないのか。なぜ、供給過多・供給不⾜のバランスを取ろうとしないか。

現⾏FIT制度においては、これまでPCSによってカットされていた電気を、事後的に設置した蓄電池を⽤いて売電するといった取組を、認定時点の調達価格のままで⾏うと、認定時点で想定されていなかった国⺠負担の増加が
後から⽣じることになります。このため、再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊と国⺠負担の抑制の両⽴を図る観点から、FIT認定を受けた事業について、事後的に併設した蓄電池から逆潮流させる電気を区分計量してFIT外
で売電することができない場合には、最新の調達価格に変更することとしています。なお、FIT認定を新規に申請する段階で、最初から蓄電池を併設する計画とすることは、現⾏制度においても可能です。

３．無制限無保証ルールの適⽤についての御意⾒

経済産業省では、2030年のエネルギーミックスを策定しており、電源構成における再⽣可能エネルギーの⽐率22〜24％を⽬指すこととしています。
また、国⺠負担を抑制しつつ、再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊を進めることが、政府の基本⽅針です。
FIT制度における調達価格は、再エネ特措法第３条第４項において、再エネ電気の供給が効率的に実施される場合に通常要すると認められる費⽤等を基礎とし、価格⽬標その他の事情を勘案して定めることとされていま
す。2020年度の調達価格等算定委員会では、FIT制度の定期報告に基づくコストデータを分析した上で、価格⽬標を意識し、「2025年に運転開始する案件の平均的な発電コストで7円/kWh」という価格⽬標の達成に向
けた道筋が⾒えるかたちで調達価格を設定すること、具体的には、2021年度の事業⽤太陽光発電（50kW以上250kW未満）の調達価格を11円/kWh+消費税、事業⽤太陽光発電（10kW以上50kW未満）の
調達価格を12円/kWh+消費税、などとする意⾒が取りまとめられました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。

２．認定基準に関する御意⾒（地域活⽤要件に関するものを含む）



18 第14条第8号イの条⽂と号の削除は、現在の再⽣可能エネルギー発電の出⼒制御の旧ルール上限30⽇間、新ルール上限360時間／720時間ルールの法令の根拠をな
くすということか。それにより、これまで認められていた上限⽇数または時間を廃⽌し、全て再⽣可能エネルギー発電設備の出⼒制御を無制限無補償にするということか。

2021年4⽉１⽇以降は、東京、中部、関⻄エリアを含む全エリアにおいて、無制限・無補償の出⼒制御ルールが適⽤されます。
なお、3⽉31⽇までに、特定契約申込者と特定契約電気事業者の間で、本省令改正前の出⼒制御ルールにて接続契約を締結(接続契約申し込み含む）している場合は、従前のルールが適⽤されます。

19 本条の省令改正がこれまでの出⼒制御のルールを廃⽌し、⼀律に無制限無保証ルールを適⽤するということであれば、再⽣可能エネルギー発電事業者としては事業上の⼤
きな損失を被るため、改正に反対する。

2021年4⽉１⽇以降は、東京、中部、関⻄エリアを含む全エリアにおいて、無制限・無補償の出⼒制御ルールが適⽤されます。
なお、3⽉31⽇までに、特定契約申込者と特定契約電気事業者の間で、本省令改正前の出⼒制御ルールにて接続契約を締結(接続契約申し込み含む）している場合は、従前のルールが適⽤されます。

20

陸上⾵⼒の過去４年間の年間FIT認定量は1〜２GW。
また、2050カーボンニュートラルの達成に向け、再エネの⼤量導⼊、主⼒電源化が必要である中、陸上⾵⼒についても今後導⼊ペースを加速していく必要がある。
加えて、2020年10⽉30⽇開催の第62回調達価格等算定委における業界団体からのヒアリングにおいて、JWPAからは、「各年度導⼊量を1〜2GWに設定すべき（5年
程度で10GWを達成できる⾒込み）」との資料が提出されている。ここで⽰されている数値はあくまで「導⼊量」であり、このレベルの導⼊量を確実に確保するためには「募集
量」1GWでは不⾜。また、5年で10GWを⽬指すのであれば、尚更不⼗分と考えられる。
以上を踏まえ、落札後に認定・着⼯に⾄らない案件も⼀定割合で出現することにも鑑みれば、2021年度の陸上⾵⼒⼊札募集量1GWは過少ではないか。上⽅修正すべ
きではないか。

2020年度の調達価格算定委員会において、2021年度以降の陸上⾵⼒発電の⼊札の取扱いについて、上限価格を公表とした場合に競争性が確保できるよう、募集量に対して応札量が⼤きくなるように設定することが重
要とした上で、業界ヒアリングにおける要望も踏まえて、年間募集容量を１GWとすることを決定されました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。なお、2022年度以降の募集容量については、2021年
度の募集量に対する応札量の状況など今後の動向をふまえて、必要に応じて⾒直すこととしています。

21

太陽光発電の⼊札制度では、第⼆次保証⾦没収の免除を受けるための要件は「激甚災害⼜は戦争等の武⼒⾏使により、落札に係る再⽣可能エネルギー発電事業を⾏
う事業者の本社、当該落札に係る再⽣可能エネルギー発電設備を運営する⽀社若しくは事務所⼜は当該発電設備若しくはその設置場所に、当該再⽣可能エネルギー発
電事業について第⼆次保証⾦没収事由に該当せざるを得ない程度の直接かつ物理的な損害が⽣じていること」とされている。
⼀⽅で、⾵⼒発電設備は、峻険な尾根上に設置されることが多く、⾵⾞と⾵⾞をつなぐ尾根上の道路は発電所を構成する⼀体不可分の要素であり、地震や台⾵、豪⾬に
よる⼟砂崩れも起きやすいことが想定される。また、⾵⼒発電の発電設備は、ブレードは数⼗メートルの⼤きさ、ナセルは約100トンの重量物であり、事業の検討においては、
発電設備を⽔揚げする港湾設備から、発電設備設置予定場所までの輸送路、橋梁が確保されることが⼤前提であり、代替ルートの検討なども事実上不可能な可能性も
考えられる。
発電所全体に占める発電設備の⾯積が⼤きい太陽光発電所においては、発電設備⼜は発電設備設置予定地の被災は事業の継続を危うくするものであるが、⾵⼒発電
所においては、発電設備設置場所はもちろんのこと、発電設備を⽔揚げ、運搬するための港湾施設や道路、橋梁、発電所が⽴地する尾根等における激甚災害等による被
害の発⽣も事業の継続に甚⼤な影響を被ることが予想される。
したがって、⾵⼒発電においては、発電設備部分に限らず、こうした範囲での激甚災害の被災も第⼆次保証⾦の没収免除とすべきである。このように、電源ごとの特性を踏ま
えた⼊札制度の設計を⾏うべきである。

2018年度調達価格等算定委意⾒を踏まえて、2019年度より⼊札実施指針において、事業者の予⾒性を確保し、より多くの事業者の⼊札参加を促すため、不可抗⼒事由を保証⾦没収の例外として位置付けることとして
います。不可抗⼒事由については、発電所⽴地地域等が激甚災害指定を受けるだけでは不⼗分であり、発電事業の継続等が困難になるだけの直接の被災を厳格に確認することが適⽤の条件となっています。そのため、落札
に係る再⽣可能エネルギー発電設備に対する直接の損害だけでなく、その周辺地域が被った損害についても、落札に係る再⽣可能エネルギー発電事業への影響に関わらず⼀律に適⽤することは、不可抗⼒事由を例外的扱
いとしている趣旨を踏まえれば、適切でないと考えております。

22
国⺠負担を軽減するため、事業者は20年間の調達期間を⼤前提として⼊札価格を算出する想定であることから、調達期間の短縮は事業遂⾏が不可能となることを意味す
る。また確実な運転開始を促す仕組みとして、すでに事業認定失効要件が定められており、更には⼊札保証⾦も課されることから、⼊札対象案件に対する調達期間の短縮
は不要と考える。

運転開始期限については、電源毎の通常事業実施までの必要なプロセスに要する期間に⼗分な猶予を踏まえて、個別の事情によらず⼀律に設定しており、⼊札対象のみ取扱いを変更することは考えていません。なお、来年
度より事業実施に向けた準備が整ってから、時間を空けずに⼊札に参加できるよう、来年度より太陽光の⼊札実施回数を年度４回に増加させることとしました。

23 迅速な審査を実施頂くことは歓迎。ただし、審査期間が短いゆえに⼗分な審査が⾏えずに不適合となる事業が発⽣しないよう、⼗分な審査体制を構築願いたい。
2020年度までの⼊札制度においては、⼊札参加資格の付与にあたり、FITの認定要件を充⾜しているかどうかを厳格に審査してきましたが、2020年度の調達価格等算定委員会において、個々の案件の事業熟度に関わら
ず、⼀律の審査期間を設けることが、適時の投資判断を⾏うためのハードルとなっている可能性に鑑みて、必要書類が充⾜されているかどうかを確認して、審査期間を短縮することとしました。
今後の⼊札資格審査が効率的かつ適切に⾏われるよう、審査体制の構築および事業計画提出⼿続きを検討してまいります。

24 ⼊札参加資格要件の追加項⽬については異論ないが、審査の結果、参加不可の判断を下す際には、申込者に対してその理由を明確にフィードバックすることも制度としても
取り⼊れて頂きたい。

現⾏制度においても、指定⼊札機関が⼊札参加資格審査の結果、⼊札に参加できない旨を事業者に対して通知する場合には、その理由を付すとともに、通知を⾏った⽇から起算して５⽇以内に当該理由について書⾯によ
り説明を求めることができる旨を明記することとなっております。

25 ⼀括検討プロセスに参加している案件については、⼯事費負担⾦の上振れだけではなく、⾃社の責によらない⼀括検討中⽌などの際も⼊札保証⾦没収免除として頂きた
い。また、その他事項も含めた⼊札における⼀括募集プロセス案件の取扱いについて明確にして頂きたい。

2020年度の調達価格等算定委員会において、⼊札活性化を⽬的に、落札後に⼯事費負担⾦の額が⼊札参加時点で提⽰された予定額を上回った場合には、そのことを理由に当該案件が中⽌されたとしても、⼊札保証
⾦の没収を免除することとしています。なお、2021年度の⼊札⼿続きにおいて⼀括検討プロセスに限定した取扱いは予定しておりません。

26
落札後の接続契約申込を前提として認定取得期限が設定されていると理解するが、期限設定の前提条件について明確にして頂きたい。
また上記理解が正しい場合、契約申込から認定要件となる契約成⽴まで7か⽉で確実に完了するよう担保頂くか、契約申込み済み案件については契約成⽴まで認定期限
を猶予する等の規定を適⽤頂きたい。

2020年度までの⼊札制度においては、速やかな事業実施を促すことと、⾮⼊札案件との公平性を保つ観点から、年度内の認定取得を求めていましたが、令和２年度の調達価格等算定委員会において、⼊札活性化を⽬
的に、落札後に接続契約の申込みを⾏った場合でも認定取得に⾄ることができるように配慮し、⼊札結果公表後７ヶ⽉が経過した期⽇を認定取得期限に設定することとしました。

27 ⼀括検討プロセスに参加している案件については認定取得期限をプロセス完了まで猶予するなど、その取扱いについて明確にして頂きたい。 2021年度の⼊札⼿続きにおいて⼀括検討プロセスに限定した取扱いは予定しておりません。

28 2020年度より事業⽤太陽光の⼊札範囲が「250kW以上」へ拡⼤されたことにより、競争が進んでいることが確認されている。⼊札制度の運⽤体制を早期に整え、定期的
なレビューのもと、「100kW以上」への対象拡⼤を検討すべきである。

現在の⽇本の太陽光発電のコストは欧州と⽐べて⾼い⽔準にあり、価格⽬標の実現に向け、コスト低減を加速化していく必要があります。2020年度の調達価格等算定委員会において、規模別のコスト動向やFIT認定量及
び導⼊量について議論がなされ、今年度と同様、2021年度の⼊札対象範囲は250kW以上とする意⾒が取りまとめられました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。

29
⼊札容量が募集容量を下回っている現状に鑑み、⼊札上限価格を公表し⼊札１回当たりの募集容量を減らして募集回数を増やすことで、事業者による効率的な案件組
成を促し、競争を活性化させるという考えは⾸肯できる。⼀⽅、⼊札⾦額が上限価格周辺に微差で張りついていないかどうか等について、⼊札実施後に適宜モニタリングを⾏
い、確実なコスト低減に努めていただきたい。

2020年度の調達価格算定委員会では、2021年度の太陽光⼊札の募集容量について、上限価格公表にあたり、最⼤限の導⼊を⽬指しつつも、競争が働く仕組みとする観点から応札が上限価格に張り付くことを回避でき
るように募集容量の設定を⼯夫することとしました。具体的には、2019〜2020年度⼊札における事業計画の提出実績や、2021年度の⼊札実施回数を踏まえて、各回の募集容量の下限を208MWと設定することとしまし
た。

30
陸上⾵⼒発電について、コスト効率的な案件の導⼊を加速させるため、2021年度から⼊札制を適⽤することとした点を⽀持したい。他⽅、着床式洋上⾵⼒発電に関し、
2021年度以降は⼊札対象範囲外とする考えについては、⼊札参加申込件数が限定的であり、コスト低減効果が⾒込めない状況に鑑み、やむを得ないものと考える。ただ
し、今後の電源状況・事業環境を踏まえ、⼊札制再導⼊に向けた不断の⾒直しを⾏い、事業者間競争を通じた、経済効率的な案件の導⼊を促進すべきである。

2020年度の調達価格等算定委員会において、陸上⾵⼒発電について導⼊量及び認定量、コスト低減の状況を踏まえ、2021年度から⼊札対象とした⼀⽅で、着床式洋上⾵⼒は2020年度⼊札の結果と2021年度以
降の⾒通しを鑑みて、2021年度から⼊札対象外としました。今後の⼊札対象については、電源区分ごとの導⼊量やコストの状況を踏まえて検討してまいります。

31 太陽光発電の⼊札実施回数について、2020年度の２回から、2021年度は４回と増加させる点を評価したい。2021年度において、太陽光発電４回、陸上⾵⼒発電１
回、バイオマス発電１回の⼊札がそれぞれ予定どおり⾏われることを期待する。 ご意⾒を踏まえ、確実な執⾏に努めてまいります。

４．⼊札に関する御意⾒



32 太陽光発電の２回⽬以降の⼊札において、直近の⼊札回における応札容量を踏まえ、募集容量を機動的に⾒直すとしているが、募集容量の拡⼤を⾏う場合、応札容量
が拡⼤し確実に競争原理が働く場合に限るべき。

2020年度の調達価格等算定委員会において、2021年度の太陽光⼊札の募集容量について、上限価格公表にあたり、最⼤限の導⼊を⽬指しつつも競争が働く仕組みとする観点から応札が上限価格に張り付くことを回避
できるよう、募集容量の設定を⼯夫することとしました。具体的には、2021年度初回⼊札の募集容量を208MWととした上で、応札容量が募集容量を上回った場合には、過去実績を踏まえて⾮落札となった容量の40％を、
前回⼊札の募集容量に加えた量を次回⼊札の募集容量とすることとし、競争性が確保される仕組みとなるように設定しています。

33

「附則第2条第2項に規定するみなし認定事業者」とありますが、同附則第2条第2項の「みなし認定事業者」の定義には以下の誤記があるため、併せて訂正すべきと考え
る。

＜訂正前＞
平成⼆⼗九年三⽉三⼗⼀⽇以前に電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法等の⼀部を改正する法律（平成⼆⼗⼋年法律第五⼗九
号）附則第四条第⼀項、第五条第三項⼜は第六条第三項の規定により同法による【改正前】の電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法
（以下この条において「旧法」という。）第九条第三項の認定を受けたものとみなされる旧特定供給者（以下「みなし認定事業者」という。）

＜訂正後＞
平成⼆⼗九年三⽉三⼗⼀⽇以前に電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法等の⼀部を改正する法律（平成⼆⼗⼋年法律第五⼗九
号）附則第四条第⼀項、第五条第三項⼜は第六条第三項の規定により同法による【改正後】の電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法
（以下この条において「旧法」という。）第九条第三項の認定を受けたものとみなされる旧特定供給者（以下「みなし認定事業者」という。）

ご指摘のとおり修正致します。

34
再エネ予測誤差に対応するための調整⼒の確保費⽤に関して、2021年度以降、変動電源の買取電⼒量の実績に応じてエリア毎に⼀定額を FIT 交付⾦から⽀払うこと
は、事後的な費⽤負担の増加に繋がるため反対。太陽光発電所はFIT制度の設計上、パネル交換や蓄電池設置などの売上向上措置を取る事が出来ず、後からのルール
変更による価格転嫁余地がない。

電気事業者に対して交付される交付⾦算定について、2021年度以降、特定契約電気事業者が周波数制御、需給調整その他の系統安定化業務に必要となる電源等の能⼒を確保するための費⽤を追加的に負担する費
⽤を加えることとしましたが、買取義務者から認定事業者に対して⽀払われる買取価格に影響するものではありません。

35 系統交付⾦について、費⽤の増加は事業者の収益悪化になりかねないし、遡及して改悪されると事業が予⾒しづらくなる。
また、⽀払済の費⽤をさらに請求するのは⼆重請求以外のなにものでもなく、系統設置交付⾦という概念は導⼊せず、これまで通りの連系費⽤の運⽤が正しい姿である。

2012年のFIT制度導⼊以降、急速に再⽣可能エネルギーの導⼊が進みましたが、従来の系統運⽤の下で系統制約が顕在化してきています。仮に、系統の増強が⾏われなければ、再⽣可能エネルギーを需要地に送ることが
できず、安価な再⽣可能エネルギーの開発が可能なポテンシャルのある地域でも導⼊が進まないおそれが⽣じ、脱炭素化の要請が強まり、⼤規模災害も⾒込まれる中、全国の送電ネットワークを再エネ⼤量導⼊に対応しつ
つ、レジリエンスを抜本的に強化した次世代型ネットワークに転換していくことが重要です。こうした背景を踏まえ、2020年6⽉に成⽴したエネルギー供給強靱化法において、系統増強に係る全国⼤での費⽤負担調整の⽅法の
⼀つとして、賦課⾦⽅式を活⽤して費⽤を確保・交付する制度が新たに創設されることになっており、今回の省令改正では、具体的な対象費⽤や交付期間等を定めることとしております。

36

電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成２４年経済産業省令第４６号）の⼀部改正（第⼆条関
係） （解体等の積み⽴て関連）について、2020年10⽉19⽇の総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会新エネルギー⼩委員会太陽光発電設備
の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにて議論された内容が適切に反映されており、ご提案の内容に賛成する。
太陽光発電の地域共⽣、⻑期安定発電を実現するため、外部積⽴ての制度とともに、内部積⽴てに関しても適切に運⽤されることを期待する。

　いただいたご意⾒を踏まえ、適切な制度の運⽤に努めてまいります。

37

太陽光発電所は、⾃分の住む市にも多く建設されている。設置する事業者により、建設⽅法は様々で、しっかりと作ってあるものもある⼀⽅で、⼭の斜⾯に設置されているもの
や⽔⽥をそのまま利⽤して⾬が降ると地⾯が⽔没しているもの、柵や標識がなく維持管理がされていないもの等、疑問が残る発電所も多数⾒受けられる。事業者の顔が⾒え
ない状況のものもあるなか、建設について、地元へ説明せずに着⼯したり、維持管理を適切に⾏わず、地元と揉めたという話もある。
こうした事業者の存在から不信が募り、事業終了後に適切に設備が撤去されるのか正直なところ不安な気持ちがあるなか、解体等積⽴⾦制度が法律で決まり、今回、施⾏
規則で認定基準や⽅法等を確認し、不安な気持ちが少し和らいだ。この解体積⽴⾦の制度を適切に運営し、太陽光発電所の撤去が将来社会問題化しないようにお願い
したい。

　いただいたご意⾒を踏まえ、適切な制度の運⽤に努めてまいります。

38
解体等積⽴制度について、FIT制度開始時には議論すら存在していなかったと認識しており、参⼊済みである業者に対してこの制度を後から実施する場合、法の不遡及の原
則に反する。また、事業者の収⽀予⾒を阻害し、マイナスのインセンティブを働かせ、国への不信感も⾼まることから、再⽣可能エネルギーの導⼊推進を妨げることになるため、
反対である。

　太陽光発電設備の廃棄等は、稼働・未稼働を問わず、発電事業者の責任の下、廃棄物処理法等に基づき⾏われることが⼤前提です。事業者にとって公正かつ公平な制度とするという観点や、確実な資⾦確保を促すとい
う本制度の⽬的を踏まえ、稼働・未稼働を問わずに対象とすることとしています。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会におけ
る審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
　本制度は、本制度の導⼊以降に⾏われる再エネ電気の供給について、その電気供給量に解体等積⽴基準額を乗じた額の積⽴てを求めるものです。これは、過去に⽣じた事実に対して、事後に成⽴した法を適⽤するもので
はなく、法の遡及適⽤に該当するものではないと考えております。
　また、本制度において積⽴てを義務付ける廃棄等費⽤は、FIT制度の開始当初から、調達価格を算定する際に考慮されてきている廃棄等費⽤となっております。
　加えて、本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考
慮されてきている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律を確保しながら⻑期安定的に
事業実施される主⼒電源となるよう導⼊促進を図ってまいります。

39 後から制度を変更、追加する場合は、法令が決まった年度以降に始めた案件から適⽤すべき。

　太陽光発電設備の廃棄等は、稼働・未稼働を問わず、発電事業者の責任の下、廃棄物処理法等に基づき⾏われることが⼤前提です。事業者にとって公正かつ公平な制度とするという観点や、確実な資⾦確保を促すとい
う本制度の⽬的を踏まえ、稼働・未稼働を問わずに対象とすることとしています。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会におけ
る審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
　なお、本制度は、本制度の導⼊以降に⾏われる再エネ電気の供給について、その電気供給量に解体等積⽴基準額を乗じた額の積⽴てを求めるものであり、法令の施⾏後の事実関係を基礎とする積⽴てを求めるものです。
また、本制度において積⽴てを義務付ける廃棄等費⽤は、FIT制度の開始当初から、調達価格を算定する際に考慮されてきている廃棄等費⽤となっております。

40 固定買取制度として予めIRRを⽰しているにもかかわらず、収益は固定され⼀⽅で原価を増加することで収益圧迫となる。つまり想定していたIRRを後付け制度によって下げら
れるものになる。この⾏為は制度の遡及適⽤の原則を破っており、制度としてありえない。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　また、本制度は、本制度の導⼊以降に⾏われる再エネ電気の供給について、その電気供給量に解体等積⽴基準額を乗じた額の積⽴てを求めるものです。これは、過去に⽣じた事実に対して、事後に成⽴した法を適⽤する
ものではなく、法の遡及適⽤に該当するものではないと考えております。

６－１．廃棄費⽤に関する御意⾒（全体に関するもの）

５．その他に関する御意⾒



41 事業計画をたてて融資を受け、事業化しているなかで、それらの費⽤を国家がいきなり搾取し、それが正当なものとして扱われる根拠が不明である。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　なお、本制度は、各認定事業者に対し、当該認定事業者が認定を受けた事業に関する廃棄等費⽤の積⽴てを求めるものであって、ある認定事業者に対して、他の認定事業者が認定を受けた事業に関する廃棄等費⽤の
責任を負わせる制度ではありませんので、国が搾取するというものではありません。

42 まだFIT制度が終了しておらず太陽光発電所のパネルの不法廃棄が社会問題化していないのにも関わらず事業者が悪意を持って不法投棄をすることを前提に廃棄費⽤の積
み⽴てを強制させるのはいかがなことか。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律を確保しながら⻑期安定的に事業実施され、地域の信頼を獲得し、主⼒電源となるよう導⼊促進を図ってまいります。

43 資源エネルギー庁はFIT制度に関連する本件のような後出し制度を乱⽴しすぎであり、再⽣可能エネルギー⽐率の向上を⽬指している国の施策とは思えずたいへん遺憾であ
る。

　FIT 制度は、再⽣可能エネルギーの拡⼤を国⺠負担により⽀える制度であり、国⺠の理解を得ることが重要です。これまでFIT制度により再⽣可能エネルギーが導⼊拡⼤した⼀⽅で、課題も顕在化してきました。そうした課
題の解決に向けて、国⺠の理解を得て、コスト効率的に適切な事業規律を確保しながら再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤を進めていくため、審議会等で関係者や有識者に審議いただき、必要に応じてその内容を改めて制度
の改善を図ってきました。
　本制度は、太陽光発電設備について、発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念を解消し、責任ある⻑期安定的な事業運営が確保される環境を
構築するためのものであり、国⺠の理解を得つつ、再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤を促していく上で必要なものと考えています。

44 ⾦額を留保させることは、事業者にとって当初FIT法になかった⼤きな制約となる内容であり、毎年の定期報告の意味を無視する内容となっているのではないか。 　ご意⾒いただいたように毎年の定期報告で廃棄等費⽤の確保状況等を確認するのみでは、様々な事業者が取り組み事業主体の変更が⾏われやすくなっている太陽光発電について、廃棄等費⽤の⼯⾯がされずに設備が放
置・不法投棄されるという事態を未然に防⽌することは困難と考えられます。そのため、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。

45
強制徴収というのも憲法の国⺠の財産を守る権利に違反していないか。
⼩規模共済のように、⾃由にまた運⽤益がプラスになるような制度であればいいと思うが、ただ強制徴収するというのは⾮常に残念な制度に思う。だれもFITが終了しても事業
はやめない。電気を販売できる以上、皆必ず続る。とにかくこういった制度や規制を設ける際は納得できるエビデンスを出してから決めていただきたい。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算
定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドラインにより、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求
めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパ
ブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　また、本制度は、各認定事業者に対し、当該認定事業者が認定を受けた事業に関する廃棄等費⽤の積⽴てを求めるものであって、ある認定事業者に対して、他の認定事業者が認定を受けた事業に関する廃棄等費⽤の
責任を負わせる制度ではありません。
　加えて、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換
して発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。
　以上を踏まえると、本制度は、廃棄等費⽤の積⽴てを確実に担保することによる再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進という政策⽬的達成のための必要最⼩限度のものであり、財産権を不当に侵害するものではないと考
えております。
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解体等準備積み⽴て⾦の徴収制度は、菅政権の掲げた政府のゼロカーボンという⽬標に逆⾏するよう制度だと考える。

また後だしじゃんけんルールにもほどがあり財産権の侵害に当たると考える。

今回の積み⽴て⾦を徴収⽅式でそのまま実⾏する事は財産権を侵害する形で新しい太陽光発電所の開発を抑⽌する結果にしかならず、本来しなければならない、管理能
⼒の無い事業者による乱開発を防⽌する事には有効に働かない。下⼿をしたら、むしろこの無茶な後だしルールのせいで採算が合わなくなり、倒産する会社がでてきて、当然
ながらそういった倒産事業者は廃棄コストが捻出できない状態になる可能があるのは⾃明の理かだと思う。
⽬的のために短絡的な発想をすれば正反対の結果になることはよくある。
もっと⻑期的な⽬線で社会のなりたち、市場経済の成り⽴ちを俯瞰して、思慮深く政策を作っていかなければならないと思う。
なにとぞ、この国の将来のためにも、こんな無茶な制度を実施するのは⽌めていただきたい。
またこんな財産権の侵害に近い政策を推し進めると外国⼈投資家から国家的な投資詐欺と⾔われても訴えられかねないと思う。もし外国⼈投資家に訴えられて負けたら誰が
責任をとるのか。
実質的にFITで約束した売電価格を下げると⾔ってるのに等しく、実際、他の国でFITの約束を反古にして訴えられて敗訴した国があったかと思う。正直、今までも太陽光発電
に関しては特に⾔える話だが、後出しじゃんけんルールが多すぎる。ゼロカーボン⽬指すんじゃないのか。
太陽光発電事業者をこれ以上締め上げたらゼロカーボンどころか、プラスカーボンになる。
政府⽅針のゼロカーボンと⾔う⽬標と逆⾏するような制度は絶対に実施してはならない。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算
定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドラインにより、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求
めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパ
ブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　また、本制度は、各認定事業者に対し、当該認定事業者が認定を受けた事業に関する廃棄等費⽤の積⽴てを求めるものであって、ある認定事業者に対して、他の認定事業者が認定を受けた事業に関する廃棄等費⽤の
責任を負わせる制度ではありません。
　加えて、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換
して発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。
　以上を踏まえると、本制度は、廃棄等費⽤の積⽴てを確実に担保することによる再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進という政策⽬的達成のための必要最⼩限度のものであり、財産権を不当に侵害するものではないと考
えております。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律を確保しながら⻑期安定的に事業実施され、地域の信頼を獲得し、主⼒電源となるよう導⼊促進を図ってまいります。
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太陽光発電パネルの不法投棄等廃棄に関わる問題は、今しがたFIT制度を終えた施設や今後直近10年程度にFITを終える施設は売電価格が市場価格から乖離しており
FIT後も継続することが困難が故に廃棄に⾄っている。
廃棄費⽤を先に準備する制度（今回は積⽴だが）は、⾃動⾞、家電の⼿法をもとにつくろうとしていると思うが、⾃動⾞、家電は「消費」であり廃棄の際の費⽤捻出が困難
な⼀⽅、今回制度対象になる規模の太陽光発電は「事業」である。
FIT後期、FIT後は、パネルの劣化、⼀部故障等により発電量は減少するが、むしろ初期投資回収後（事業開始後15年程度）は、FIT制度後も含めて借⾦の返済がな
く、特にFIT単価が低い後発の事業ほどFIT単価と市場取引価格の差が⼩さいことから、細々と事業継続し収益をあげ、廃棄費⽤、修理費、設備更新費⽤の⼀部を捻出す
ることは可能である。FIT制度に頼らず適正な市場取引で売電され、廃棄費⽤も制度に頼らず準備して設備更新、修理して継続していくことこそが本来あるべき姿である。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　このため、御指摘いただいた、太陽光発電は消費ではなく事業であるため、廃棄等費⽤を先に準備する制度が実施されている⾃動⾞や家電とは差異があるとの点については、そうした差異があるにせよ、上記のとおり、太陽光
発電については、廃棄等費⽤の確実な積⽴てを担保する制度が必要であると考えています。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律を確保しながら⻑期安定的に事業実施され、地域の信頼を獲得し、主⼒電源となるよう導⼊促進を図ってまいります。
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FIT調達期間終了後の発電所の発電所の保守

固定価格買取制度後、つまり10年近く先の話になるため、仮定の話にはなるが、太陽光発電所を廃棄せずに電源として運⽤する場合は除草や部材交換等のメンテナンス
費⽤がかかる。
この費⽤の原資は、実質的にFIT期間中の売電収⼊を充てることになるが、その分を廃棄費⽤として積み⽴てるほどの余裕はないと想定される。
結果として、FIT終了後に発電所を保守することができず廃棄するしかなくなることが想定され、エネルギー基本計画の達成が遠ざかる。

本案は直接・間接的にエネルギー基本計画の妨害をしているものである。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜を理由に太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮さ
れてきている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　本制度は、上記の放置・不法投棄に対する地域の懸念を解消し、責任ある⻑期安定的な事業環境を構築しながら再⽣可能エネルギーを促進することに資すると考えられるため、エネルギー基本計画にも沿うものと考えられ
ます。



49
解体等積⽴⾦の積⽴て（第１５条の６等の規定）の費⽤の増加は既設業者の収益悪化になりかねず、かえって既設業者が倒産すれば、放置太陽光設備が増えかね
ず、周りの環境も悪化するのではないか、と危惧している。
解体等積⽴⾦の積⽴てについては、再⽣エネルギーを主要電源として取り⼊れようとしている国の政策に正反対のもので、⽭盾しているため反対する。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。本制度は、こうした地域の懸念に対応するため、
FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されてきている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギー
が、適正な事業規律を確保しながら⻑期安定的に事業実施される主⼒電源となるよう図っていくことが必要です。
　ただし、廃棄等費⽤を外部機関へ積み⽴てることを義務付けた場合、既存の融資における返済計画等に影響を与える可能性があることから、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確実な確保に関するワーキンググループでは、
⾦融分野の有識者も含む委員を構成し、慎重に御議論いただきました。同ワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上
で、廃棄等費⽤の積⽴てについては、調達価格の算定において廃棄等費⽤として想定されている額を、調達期間終了前の10年間で積み⽴てることとなりました。

50 現在、資源価格が⾼騰しており、主に架台として使われるアルミの価格は国際的にも⾼騰傾向にあり、今後もその傾向は続く。
解体費⽤は解体時の⼈件費を相殺するだけの⾦属資源が得られることから、第三者による積み⽴ては不要と考える。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として推進機関への源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　架台はアルミ製ではなく鉄製の場合もあり、また、多数存在する事業⽤太陽光発電事業について、事業者間の公平性を確保するためには明確な基準により積⽴額を設定することが必要であることといった観点から、⼀律、供
給電気量に解体等積⽴基準額を乗じた額の積⽴てを求めることとしました。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律を確保しながら⻑期安定的に事業実施され、地域の信頼を獲得し、主⼒電源となるよう導⼊促進を図ってまいります。

51
パネル放置は、空き家と同じで、所有者が⾏⽅をくらます⼜は亡くなることによって強制代執⾏すらできない現⾏ルールの下では、増えるのではないか。
また、空き家については、空き家が増えているので家から廃棄費⽤を積み⽴てましょう、ということにはなっていないなかで、本省令案は社会を混乱させ、再エネ普及にも有害で
はないか。

　現⾏でも、太陽光発電設備が放置・不法投棄され、廃棄物に該当する場合等には、⼀定の要件の下、廃棄物処理法等の法律により⾃治体等が⾏政代執⾏によって処理することができます。この際の費⽤は、⾃治体等が
⼀旦負担した上で事後的に事業者に求償することになりますが、本積⽴制度では、こうした他法令に基づき、⾏政代執⾏が実⾏された場合に⾃治体等が積⽴⾦を取り戻せる規定を設けています。
　また、本積⽴制度において積⽴てを義務付ける廃棄等費⽤は、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されてきているものであるため、空き屋とは前提が異なるものと考えています。
　なお、本積⽴制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応し、適正な事業規律の確保しながら⻑期安定的に事業実
施される環境を構築するための制度であり、再エネの導⼊促進に重要であると考えています。

52 事業者側ばかりに責任と義務を負わせる解体費⽤の積⽴制度の設計そのものに問題があるように思う。再考してほしい。

　そもそも、現⾏制度においても、太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。
　他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄される
のではないかといった地域からの懸念があります。廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっ
ていました。このため、事業計画策定ガイドラインにより、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣
可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴
⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。

53 発電事業者にとってインセンティブではない。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。本制度は、こうした地域の懸念に対応するため、
FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されてきている廃棄等費⽤について、FIT制度の下で確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律を確保しながら⻑期安定的に事業実施され、地域の信頼を獲得し、主⼒電源となるよう導⼊促進を図ってまいります。

54 積⽴てを強制する前に事業者の何割が違法投棄するのかその根拠を含めて⽰していただきたい。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっています。このため、将来的な発⽣率は現時点では分かりませんが、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念がありま
す。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　こうした制度の具体化を通じて、再⽣可能エネルギー発電事業者に対する適正な事業規律の確保に努めてまいります。

55 そもそも放置して解体しない所有者が責任を負うべきであり、電気事業者全体で責任を背負うものではないため、こういう話⾃体、⾮常に憤りを感じる。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　本制度は、それぞれの認定事業者に対し、当該認定事業者が認定を受けている事業の発電設備に関する廃棄等のための資⾦確保のために積⽴てを求めるものであって、ある認定事業者に対して、他の認定事業者が認定
を受けている事業の発電設備に関する廃棄等⼜はその費⽤の責任を負わせる制度ではありません。

56 他の電源による発電事業や他の産業では本制度と同様の外部積⽴てが⾏われておらず、太陽光発電事業のみ、認定事業者のみが廃棄等費⽤の積⽴てを求められるのは
不公平である。憲法の法の下の平等に違反するのではないか。

　事業⽤太陽光発電事業は、FIT制度の開始後、急速に増加した⼀⽅で、参⼊障壁が低く、様々な事業者が取り組んでおり、事業主体の変更が⾏われやすいこと、太陽光パネルには鉛・セレン等の有害物質が含まれている
ものがあること、といった特徴があります。また、そうした事情のなかで、廃棄等に必要な費⽤の⼯⾯がされず、将来、放置・不法投棄がされるのではないかという地域からの懸念が特に⼤きくなっています。加えて、本制度において
積⽴てを義務付ける廃棄等費⽤は、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されてきているものであり、FIT制度の適⽤を受ける事業と受けない事業でも、事情が異なります。
　このように、本制度は、事業⽤太陽光発電に固有の事情をふまえた上で事業⽤太陽光発電のみを対象とすることとしております。それゆえ、他の電源による発電事業や他の産業と差異を設けることには合理性があり、法の下
の平等に反するものではないと考えております。

57

例えば原⼦⼒発電所においては「 租税特別措置法 第68条の54の2 特定原⼦⼒施設炉⼼等除去準備⾦」において損⾦算⼊が認められているが、本制度については、そ
ういった税務当局との折衝もなく実施しようとしている。このため、発電事業者に対し著しい不利益があるばかりでなく、同じ発電事業者でありながら原⼦⼒発電事業者と再⽣
可能エネルギー事業者でその扱いに⼤きな差異があり、⽇本国憲法に定められている平等権の侵害にあたる。本改正とあわせ租税特別措置法の改正も⾏われなければ、集
団訴訟に発展する可能性が⾼いことを考慮すべき。

　積⽴⾦は、事業者が将来取り戻すことができる資産として、預⾦と同様に取り扱われるため、毎年度、積⽴額を含む収⼊の全額が課税対象となるのが原則です。また、FIT制度により国⺠負担による価格⽀援を受けている
事業者に税制上の優遇措置を講じることで、⼆重の国⺠負担が発⽣することにも留意が必要です。こうした観点を踏まえ、税制上の優遇措置を講じることなく、FIT制度の⼀環として実施する廃棄等費⽤の積⽴て制度の着
実な実施により、太陽光発電設備の適切な廃棄処理を促していくことが重要であると考えております。
　また、上記のように、FIT制度による価格⽀援を受けていることにより前提条件が異なることなどを踏まえると、他の類似の制度と本制度における取扱いに差異を設けることには合理性があり、御指摘は当たらないものと考えてお
ります。

58

太陽光パネル廃棄課題に、強制的に⾦銭を積⽴てて解決策とする、極めて安易な考えに基づく対処療法であり、根本的解決策となっておらず、発電事業者として⼤反対で
ある。
本来は、太陽光パネル・架台等の再利⽤・リサイクル⽅法を促進させ、根本解決を⾏うべきものであり、再利⽤・リサイクルによって発電事業者も設備売却等の利益を得られ
る仕組みを導⼊する必要がある。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　⼀⽅で、産業廃棄物の最終処分場の逼迫を解消し、資源の有効利⽤を図るといった観点から、引き続き、関係省庁等と連携しながら、リユースやリサイクルによる廃棄等の最⼩限化に向けた取組を推進していきます。

59 個別所有物の処分について国が積⽴⾦を制度化するといった話は、他の事柄についても聞いたことが無く、納得がいかない。 　廃棄物処理法上の維持管理積⽴⾦や⾦属鉱業等鉱害対策特別措置法上の鉱害防⽌積⽴⾦等、必要性等に応じて法令により積⽴制度が設けられている類似の例がございますので、御指摘は当たらないものと考えま
す。

60

FIT⾃体を崩すと思われるため、強制的な積⽴ては不要。
パネルや架台はリサイクル可能であり、⼤きな費⽤がかかるとは思わない。
パネルは20年以上稼働可能。架台は近年の物はアルミが多くリサイクル資源である。
よって撤去時に⼤きな費⽤が必要だとは思わない。
⾃分は修繕⽬的で毎年貯蓄は⾏っており、その貯蓄で廃棄費⽤も補えると判断している。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。なお、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能であり、かつ、確実に資⾦確保できる場合については、例外的に内部積⽴てを認めることとしています。
　積⽴⾦の⾦額⽔準については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいて、太陽光発電設備の廃棄処理を⾏う事業者へのアンケート調査の結果、これまで調達価格の算定において想定し
てきた廃棄等費⽤の⽔準により、実際の費⽤の相当部分がカバーされると考えられるため、あらかじめ調達価格の算定において想定されていた廃棄等費⽤に相当する額の積⽴てを求めることが適切であると整理されました。今
回の意⾒公募を実施している積⽴⾦の⾦額⽔準は、この整理に基づくものになります。

６－２．廃棄費⽤に関する御意⾒（外部積⽴て全般に関するもの）



61 FIT調達期間中における解体費⽤の確保の義務化は必要と考えるが、個別の事情は事業により異なっており、その時期や積⽴ペースについては各事業者に⼀任するべきで
ある。

　積⽴時期や積⽴ペースについては、FIT 制度では太陽光発電（10kW 以上）に対して調達期間 20年間にわたって固定の調達価格で⽀援しており、国内外の多くのパネルメーカーは 20〜25 年程度の性能保証を提
供しているところ、通常は FIT 制度による調達期間 20 年の途中で事業を廃⽌するのではなく20 年を超えて事業が継続されると考えられることを念頭に、運転維持費に対して初期にかかる資本費が⼤きいという電源特性も
ふまえた事業者の負担、⼿続きのタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同
制度による義務的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とすることとしています。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。

62 事業者には施設管理の責任があるため、すでに解体時の責任も当然ある。しかし、最終的にどのようにするかは、事業者の⾃由であるべき。必ずしも積⽴⾦が必要になるケー
スばかりではない。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　こうした制度の具体化を通じて、再⽣可能エネルギー発電事業者に対する適正な事業規律の確保に努めてまいります。

63 解体等積⽴⾦の積⽴ては、事業者毎に⾏うべき。 　本制度は、各認定事業者に対し、当該認定事業者が認定を受けた事業に関する廃棄等費⽤の積⽴てを求めるものであって、ある認定事業者に対して、他の認定事業者が認定を受けた事業に関する廃棄等費⽤の責任
を負わせる制度ではありません。

64

・該当箇所
　〇解体費⽤積⽴
　　・積⽴基準額
　　・積⽴期間

・意⾒内容
　〇解体費⽤積み⽴て徴収の廃⽌
　　・中⾝の変更

・理由
　〇太陽光発電事業が、リスクバランスのなかで、どれほど⾼額な益を出していると思われてしまっているのか疑問。また、再⽣可能エネルギー事業者により税収は増え、荒⼟地
は有効活⽤され、⼟地売買が増え、ＣＯ２は削減され、経済としては良いサイクルがうまれている。
メーカーが⾃社で設置済みのパネルも、20年以上の発電が現に可能であり、設備の利⽤は⻑期に渡り可能。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。そのため、本制度は、再⽣可能エネルギー発電事業者に対する適正な事業規律の確保のため、太陽
光発電事業による収益の多寡やそれによる税収増減等の事情にかかわらず、適⽤されるべきものと考えております。
　また、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換し
て発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律を確保しながら⻑期安定的に事業実施され、地域の信頼を獲得し、主⼒電源となるよう導⼊促進を図ってまいります。

65 納めた解体費⽤積⽴⾦を電気事業者が本当に解体まで確保しているのか。他への流⽤や、資⾦運⽤などで損失を発⽣すれば、解体時に取り戻しが不可能となることも考え
られる。解体費⽤は認定事業者が経営の⼀環として、⾃⼰資⾦で確保すべき。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　外部積⽴てされた解体等積⽴⾦の管理に関する業務は、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法に基づき、既に電気事業法上に基づいて認可法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになって
おります。法律上、電⼒広域的運営推進機関は、解体等積⽴⾦の管理業務の経理を、他の業務の経理と区分しなければならない義務があり、また、解体等積⽴⾦は法令に則った⽅法以外では運⽤してはならないこととなっ
ています。
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該当箇所
　第１３条の５ 積⽴⽅法及び１３条の７ 解体等積⽴⾦の取戻し
意⾒
　法律の⽂案に「明確に反対である」。
　解体が必要な時には迅速に解体すべきなのに、推進機関が預かっているのであれば、そこから引き出す⼿続きが必要となり、処理の遅延に繋がる上、推進機関の運営費と
いう余計なコストに繋がる。
　各事業者が各事業者の判断で⾦融機関に積み⽴てておくのが正しい姿である。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　本制度の円滑な運⽤に向け、準備等に取り組んでまいります。
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⾃⼰管理できる法⼈（個⼈）が⾃⼰責任で⾏っている発電事業であるため、⼤半の⽅は⾃分で費⽤の積み⽴てを⾏うことぐらい容易であると思う。
強制ではなく、管理できない⽅への救済制度として、任意で募集する⽅が役に⽴つものになる。
制度の⾒直しお願いしたい。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。なお、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能であり、かつ、確実に資⾦確保できる場合については、例外的に内部積⽴てを認めることとしています。
　こうした制度の具体化を通じて、再⽣可能エネルギー発電事業者に対する適正な事業規律の確保に努めてまいります。
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積み⽴てていることがわかる書類の提出等による内部積⽴てとしていただきたい。
また、ある程度拘束⼒をもたせるのであれば、積⽴て型の⾦融商品等の残⾼証明を定期的に報告する形などで確認し、それが確認できない場合は強制徴収にするなど、発
電事業者にも選択肢を与えていただきたい。
こうした提出のない事業者は廃⽌できるようにし、先々発電所廃⽌について地元⾃治体などと揉める場合は、その⼝座情報を開⽰する旨を予め事業者に承諾をとってはどう
か。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　ご意⾒いただいたように積⽴てを証する書類の提出がない場合に対処できる制度を導⼊したとしても、様々な事業者が取り組み事業主体の変更が⾏われやすくなっている太陽光発電について、廃棄等費⽤の⼯⾯がされずに
設備が放置・不法投棄されるという事態を未然に防⽌することは困難と考えられます。そのため、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に外部積⽴てする制度を適⽤することとしていま
す。
　ただし、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能であり、かつ、確実に資⾦確保できる場合については、例外的に内部積⽴てを認めることとしています。

69 積⽴⽅法について、独⾃で積⽴機関を作って運⽤するより現⾏の倒産防⽌共済に乗るカタチで制度設計した⽅が事業者は安⼼できる。

　外部積⽴てされた解体等積⽴⾦の管理に関する業務は、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法に基づき、既に電気事業法上に基づいて認可法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになって
おります。法律上、電⼒広域的運営推進機関は、解体等積⽴⾦の管理業務の経理を、他の業務の経理と区分しなければならない義務があり、また、解体等積⽴⾦は法令に則った⽅法以外では運⽤してはならないこととなっ
ています。
　なお、本制度は、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めこととしていますが、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑期安定発電の責任・能⼒
を担うことが可能と認められる場合には、⼀定の条件を満たせば、例外的に保険による内部積⽴てが認められることとしています。
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解体費⽤の積⽴ては、修繕積⽴⾦、もしくは修繕⽬的の任意保険に置き換えるべき。
その理由は、社会に安全・安価な分散電源を普及促進させるためであり、具体的には以下の４つの理由が挙げられる。

１　再エネ普及促進と逆⾏し事業者の利益圧迫になる
　今検討されている制度は、実質的にFITの売電単価を０.５２円〜１.６２円下げるもの。後発的に設けられるため、事業者の利益を想定外に圧迫する。そもそもFITの
売電単価は、次のような概念で決められており、後発ルールで利益が悪化すると今後の普及促進に悪影響を与える。
　「調達価格や調達期間は、各電源ごとに、事業が効率的に⾏われた場合、通常必要となるコストを基礎に適正な利潤などを勘案して定められます。」元︓資源エネルギー
庁HP

２　解体と修繕は線引きが不明確で事業者の不安になる
　解体は更地に戻す「完全解体」と修繕の過程で⽣じる「部材廃棄」の２つがある。事業者からするとこの線引きは曖昧で、不安の元である。「使いにくい積⽴⾦」でしかない。
本来修繕すれば使えた発電所に事業撤退を誘発させ、本来の普及促進の⽬的に逆効果を与える。あるべき姿は、修繕することで、安全・安価で継続的な発電をすることで
ある。

３　解体だけを⽬的にすと市場競争が遅れる
　太陽光パネルの法定耐⽤年数は１７年だが、実質的な発電寿命はもっと⻑く、その終わりはまだ誰も知らない。「解体」という事業⾃体、まだ世の中に存在していない。実
質的な解体費⽤は不明確であり、その市場競争はかなり遅れて発⽣する。あるべき姿は、修繕と保険の市場競争を⾼めることであり、完全撤退を前提とする積⽴⾦制度は
社会のためにならない。

４　修繕を⽬的とした任意保険は既に広く運⽤されている
　修繕⾏為は台⾵の後など、常⽇頃から⾏われている。また、⽕災保険や設備メーカーの出⼒保証など、多くのところで保険も存在する。事業者としては修繕環境を整え、事
業継続することを望んでいる。⼀般的消費者としても、安全・安価な分散電源は本来の⽬的に叶うものである。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　なお、積⽴て開始前の⾃然災害等による発電設備の修繕等に備え、2020年4⽉より、出⼒ 10kW以上の太陽光発電設備の場合、⽕災保険や地震保険等への加⼊について努⼒義務化しています。

１　上記のとおり、本制度は、従前、⾃ら積み⽴てることが期待されていた調達価格の算定の際に勘案されている廃棄等費⽤の積⽴てを求めるものです。また、積み⽴てられた積⽴⾦は、最終的には、その全額を取り戻すこと
ができる制度としています。

２　積⽴⾦の取戻要件については、その⼀部の取戻しが認められるための要件やその際の取戻可能額について、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいて審議された結果を踏まえ、本省令の
様式にも記載することに加え、今後、ガイドラインにおいて明確化することを検討しております。

３　本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換して
発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしています。

４　本制度は、廃棄等に要する費⽤に充てるための⾦銭を積み⽴てるための制度であり、修繕等に要する費⽤に充てるための⾦銭の積⽴てを求めるものではありません。調達期間終了後に発電設備を修繕する過程で、太陽
光パネルを交換して発電事業を継続する場合については、⼀定条件の下で積⽴⾦の取り戻しを認めることとしています。
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○第１３条の５  積⽴⽅法について
そもそもいわゆる源泉徴収⽅式となるが、納税もしくは年⾦、健康保険料といった公益の⼤きいものについて認めらている徴収⽅式ではあるが、廃棄費⽤がそのようなものと同
じぐらいの法益と判断しているのか。今回の⾏政⾏為は、より最⼩限の⾏政⾏為で⾏えるならば、そちらを採⽤するという,いわゆる⽐例の原則を外れていないか。

　外部積⽴てにおける源泉徴収的な積⽴ては、電気事業者の認定事業者に対する買取費⽤の⽀払義務と、認定事業者の電気事業者に対する積⽴⾦交付義務を相殺処理する⽅法により⾏う予定です。このような処理⽅
法は、私⼈間の他の取引における相殺処理と何ら異なるものではなく、⾏政⾏為における⽐例原則等は問題にならないと考えています。
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・該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギーの調達に関する特別措置法施⾏規則の⼀部を改正に伴う施⾏規則(平成２４年経済産業省令第４６号)の⼀部改正（第⼆条
関係）の内、第１３条の４〜７の改正
・意⾒内容
第１３条４〜７の改正は、その運⽤⽅法をまだ詰める必要があると思うため、その改正に反対する。運⽤⽅法を詳細に検討、討議して決めるべき。

・理由
事業計画におちて解体等積⽴も計画し、アセットマネージャーが管理を⾏っている、または⾏う事業者もいる。また、発電事業者として電⼒広域的運営推進機関に登録して
おり、毎年の決算書も提出し、積⽴⾦を報告する事業者もいる。そのような「推進機関」に登録された事業者は、その裁量で運営できるようにすべき。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　また、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能であり、かつ、確実に資⾦確保できる場合については、例外的に内部積⽴てを認めることとしています。ご意⾒をいただいた各場合について、内部積⽴ての要件を満たす場合
には内部積⽴てが許容されますが、認定事業者が電気事業法上の電気事業者として推進機関に登録されていることのみをもって当該要件を満たすものではありません。これについても、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保
に関するワーキンググループ中間整理で取りまとめられた⽅針となっています。

73 放置太陽光の問題は、放置された発電所に関する罰則、罰⾦の強化、罰則や改善命令等の運⽤、発電事業者の情報の厳正な管理等により対応可能と思われる。 　ご意⾒いただいたように対応をしても、様々な事業者が取り組み事業主体の変更が⾏われやすくなっている太陽光発電について、廃棄等費⽤の⼯⾯がされずに設備が放置・不法投棄されるという事態を未然に防⽌すること
は困難と考えられます。そのため、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
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改正法第１５条の７第２項の規定に基づき、以下の表のとおりの解体等基準額を定めると記載されている基準額が⾼すぎるのではないか。
発電所の⼯事業者に確認したが、『現在はＦＩＴ期間なのでまだ完全撤去の引き合いはないが、⾃然災害で産業⽤発電所の⼀部撤去・建て替え⼯事を⾏ったことがある
そうで、損傷のないパネルは中古市場やアジア・アフリカ等への輸出などリサイクルされ、架台の部材についても鉄くずリサイクルとして引き取ってくれるため⼈件費等の⼀部の費⽤
だけ』とのことだった。
⾼くても基準額の６０〜７０パーセントぐらいが相場ではないかとの意⾒であった。
産業⽤は場所にもよるのだろうが、平地での作業になることが多く、家屋⽤の⽅が⾼所作業になり割⾼になるのではないかとの意⾒であった。
今回の基準額がどのようにして算定されたのか、また契約業者にもよるのだろうが、明らかに公共事業相場になっているのではと考える。
よって解体等積⽴基準額の算定基準の⾒直しをしていただきたい。

　解体等積⽴基準額について、太陽光発電設備の廃棄処理を⾏う事業者へのアンケート調査を実施したところ、標準的な太陽光発電設備に係る廃棄等費⽤は、①現在主流のスクリュー基礎の場合は約1.06万円／kW、
②より強靱なコンクリート基礎の場合は約1.37万円／kW、③太陽光パネルのみを廃棄する場合は約0.59万円／kWという結果でした。
　また、現在、事業者に交付されている調達価格には、2012年度の認定案件で1.7万円/kW、2019年度以降の認定案件で1.0万円/kW相当の廃棄等費⽤が考慮されており、これらは、アンケート調査による現状の標準
的な必要額と同⽔準となっています。
　このため、本制度においては、調達価格の算定において廃棄等費⽤として想定されている額の積⽴てを求めることとしています。

75 同じ規模の設備でも⽇射量や地域等が異なれば、積⽴額にも差異が出る。廃棄等に必要な費⽤は発電量によって変わらず、規模や使⽤部材、解体⼯事の難易度等に依
存するため、発電量に応じた積⽴てを求めるのは誤っている。発電量にかかわらず、設備規模に応じた積⽴てを求めるべきである。

　積⽴てについては、調達価格において想定している廃棄等費⽤は最終的にはkWhベースに換算されていること、設備容量に応じて供給電気量も増加するのが通常であること、kW単位での積⽴てのためには買取義務者にお
いて多⼤なシステム改修が必要となり得ること、その他発電量が少ないときの認定事業者の財務状況への影響等を考慮し、供給電⼒量（kWh）ベースでの積⽴てを求めることとしています。このことは、太陽光発電設備の廃
棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
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解体費⽤は、⼀般にはパネル枚数、すなわちｋＷ当たり単価で想定される。ｋＷｈ当たり単価を⽤いた場合、発電規模、地域条件により解体費⽤に⼤きな差異が⽣じる
恐れがある。内部積⽴ての場合は、源泉徴収的な処理は不要であることから、⽐較対象についてｋＷ当たり単価またはｋＷｈ当たり単価を併記して、いずれかを選択できる
ようにしていただきたい。

　内部積⽴てが認められた事業に関しては、計画的かつ適切な⽔準の廃棄等費⽤の積⽴てを促すとともに、積⽴計画を客観的に把握する観点から、外部積⽴てにおいて積み⽴てられるべき⽔準、具体的には、調達価格に
応じて、「調達価格の算定において想定された廃棄等費⽤（円/kW）」に「認定容量（kW）」を乗じた額以上の積⽴てを求める⽅針です。これは、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整
理で取りまとめられたものになります。

77

・該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギーの調達に関する特別措置法の規定に基づき調達価格等を定める件(平成２９年経済産業省令告⽰第３５号)の⼀部改正　Ⅲ、
解体等積⽴基準額の設定について

・意⾒内容
解体等積⽴基準額について、調達価格で２倍以上の相違、調達価格に応じたスライド価格は根拠不明。撤去、廃棄費⽤に調達価格で相違が出る根拠がない。統⼀価
格とするか、別の基準額を設定すべき。

・理由
意⾒内容に記載しました通り、解去法、廃棄費⽤に調達価格で相違が出る根拠がない。令和３年１⽉２７⽇の調達価格等算定委員会の令和３年度以降の調達価格
等に関する意⾒にあります１万円/kWは妥当と思う。これをベースとした解体等積⽴基準額の設定の検討をお願いしたい。

　多数存在する事業⽤太陽光発電事業について、それぞれの廃棄等費⽤の額を正確に予測することは困難であり、事業者間の公平性を確保するためにも、明確な基準により積⽴額を設定することが必要です。
　太陽光発電設備の廃棄等に必要な費⽤は、FIT制度創設当初から、調達価格の算定において想定されています。直近の調達価格で想定される費⽤が、現状で標準的に必要だと⾒込まれる廃棄等費⽤に近い⽔準であ
ると考えられる中で、認定年度によって調達価格やその算定において想定されていた廃棄等費⽤の⾦額⽔準が異なっており、調達価格において考慮されている額の廃棄等費⽤の積⽴てを求めることは、事業者に求める負担の
考え⽅としては公平なものです。
　また、①現時点で廃棄等の実績が少ない中で、廃棄処理の実績が蓄積されることにより、廃棄等費⽤の額が低減していくことが期待されること、②太陽光発電の導⼊初期は、現在主流のスクリュー基礎ではなく、より強固で
あるがために解体コストも⾼いコンクリート基礎の設備が⽐較的多いことなどから、初期の認定案件の⽅が廃棄等費⽤が⾼くなる可能性があります。
　加えて、廃棄等費⽤が少なく積⽴⾦が余った場合には、残額は事業者にお返しすることとなります。
　こうした点を踏まえると、調達価格の算定において想定されている額の廃棄等費⽤の積⽴てを求めることは、適切であると考えられます。

６－３．廃棄費⽤に関する御意⾒（積⽴ての基準額に関するもの）
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の規定に基づき調達価格を定める件（平成２９年経済産業省告⽰第３５号）の⼀部改正
 ・解体等積⽴基準額

○意⾒内容
解体等に通常要する費⽤の設定について、積⽴て基準額を発電規模に関わらず⼀律単価で設定しているが、解体等に通常要するｋＷｈあたり費⽤は、発電規模が⼤き
いほど相対的に低減すると考えられる。したがって、発電規模（2000ｋW以下・10000ｋW以下、10000ｋW超過別または低圧・⾼圧・特別⾼圧の連系電圧別等)に
応じて設定または逓減率を乗ずる⽅法にされたい。

　①多数存在する事業⽤太陽光発電事業について、事業者間の公平性を確保するためには、明確な基準により積⽴額を設定することが必要であること、②調達価格を算定する際に考慮されてきている廃棄等費⽤は、認定
年度による調達価格に対応しており、FIT制度による電気供給の対価は当該調達価格に供給電⼒量を乗じて⽀払われること、また、個別の事業に対応して異なる想定がされているものではないこと、③太陽光発電設備の廃
棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおけるアンケート調査によると標準的な太陽光発電設備に要する廃棄等費⽤の額は、あらかじめ調達価格を算定する際に想定されている廃棄等費⽤と同⽔準であるといった観
点を考慮しています。その結果として、各調達価格における想定設備利⽤率・⾃家消費⽐率に応じて電気供給したときに、調達期間の終了前 10年間で、各調達価格における廃棄等費⽤の想定値を積み⽴てられる kWh
当たりの単価を解体等積⽴基準額として設定し、⼀律、供給電気量に解体等積⽴基準額を乗じた額の積⽴てを求めることとしました。
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解体撤去に関わる費⽤が、買取単価と関係するとは思えない。解体等積⽴基準額の根拠が分からない。解体や撤去に関わる費⽤は導⼊年度に関係なく⼀定だと思われ
る。こうした算定の根拠も⼤きな疑問がある。
解体費⽤は調達期間終了時に⽣ずる費⽤であり、同じ認定年度でも太陽光案件の施⼯条件や⽴地、環境アセスの有無などにより運転開始時期にばらつきが⽣じているこ
とから、解体時期もばらつきが⽣じることになる。したがって、解体等積⽴基準額は認定年度ではなく、実際に解体⼯事が実施される時期が確定される運転開始年度もしくは
調達期間終了年度で定めてもらいたい。

　多数存在する事業⽤太陽光発電事業について、それぞれの廃棄等費⽤の額を正確に予測することは困難であり、事業者間の公平性を確保するためにも、明確な基準により積⽴額を設定することが必要です。
　太陽光発電設備の廃棄等に必要な費⽤は、FIT制度創設当初から、調達価格の算定において想定されています。直近の調達価格で想定される費⽤が、現状で標準的に必要だと⾒込まれる廃棄等費⽤に近い⽔準であ
ると考えられる中で、認定年度によって調達価格やその算定において想定されていた廃棄等費⽤の⾦額⽔準が異なっており、調達価格において考慮されている額の廃棄等費⽤の積⽴てを求めることは、事業者に求める負担の
考え⽅としては公平なものです。
　また、①現時点で廃棄等の実績が少ない中で、廃棄処理の実績が蓄積されることにより、廃棄等費⽤の額が低減していくことが期待されること、②太陽光発電の導⼊初期は、現在主流のスクリュー基礎ではなく、より強固で
あるがために解体コストも⾼いコンクリート基礎の設備が⽐較的多いことなどから、初期の認定案件の⽅が廃棄等費⽤が⾼くなる可能性があります。
　加えて、廃棄等費⽤が少なく積⽴⾦が余った場合には、残額は事業者にお返しすることとなります。
　こうした点を踏まえると、調達価格の算定において想定されている額の廃棄等費⽤の積⽴てを求めることは、適切であると考えられます。
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廃棄費⽤がいくらぐらいかかるのか確定していない。技術発展によりリサイクルの可能性もある。導⼊年度によって廃棄費⽤が違うのはおかしい。いつのものでもリサイクルコストは
同じはずである。

このようなことからFIT出⼝がどのようになっているか、後10年ぐらい市況、技術発展などの様⼦を⾒て、決めた⽅が現実に則していると考えられる。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　多数存在する事業⽤太陽光発電事業について、それぞれの廃棄等費⽤の額を正確に予測することは困難であり、事業者間の公平性を確保するためにも、明確な基準により積⽴額を設定することが必要です。
　太陽光発電設備の廃棄等に必要な費⽤は、FIT制度創設当初から、調達価格の算定において想定されています。直近の調達価格で想定される費⽤が、現状で標準的に必要だと⾒込まれる廃棄等費⽤に近い⽔準であ
ると考えられる中で、認定年度によって調達価格やその算定において想定されていた廃棄等費⽤の⾦額⽔準が異なっており、調達価格において考慮されている額の廃棄等費⽤の積⽴てを求めることは、事業者に求める負担の
考え⽅としては公平なものです。
　また、①現時点で廃棄等の実績が少ない中で、廃棄処理の実績が蓄積されることにより、廃棄等費⽤の額が低減していくことが期待されること、②太陽光発電の導⼊初期は、現在主流のスクリュー基礎ではなく、より強固で
あるがために解体コストも⾼いコンクリート基礎の設備が⽐較的多いことなどから、初期の認定案件の⽅が廃棄等費⽤が⾼くなる可能性があります。
　加えて、廃棄等費⽤が少なく積⽴⾦が余った場合には、残額は事業者にお返しすることとなります。
　こうした点を踏まえると、調達価格の算定において想定されている額の廃棄等費⽤の積⽴てを求めることは、適切であると考えられます。

81 積⽴額を国が決めてしまえば、それが基準となり、解体費⽤も⾼⽌まりする可能性もある。

　国において積⽴⾦の基準額を決めても、実際に積み⽴てる積⽴⾦の額は供給電気量により異なること、実際に廃棄等に要した費⽤が積⽴⾦を下回ればその差額についても取り戻せること、解体等を依頼する事業者を選択
することができることを踏まえると、それが基準となり⾼⽌まりするという御指摘は必ずしも当たらないものと考えます。
　太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいても、コストや廃棄等の最⼩化は、イノベーション等による廃棄等の効率化や、基礎・架台のリユース等による将来の低減ポテンシャルを⾒据えて未来
志向で検討すべきと整理されています。将来、廃棄等費⽤が想定と著しくずれることが明確になった場合には、積⽴⾦の基準額⾒直しも含めた検討をしていきます。

82 廃棄時、廃棄業者に競争原理が働き、積⽴⾦以下で廃棄できる状況を作って欲しい。このままだと廃棄業者に⾜元を⾒られ、廃棄費⽤が下がらないと思う。

　国において積⽴⾦の基準額を決めても、実際に積み⽴てる積⽴⾦の額は供給電気量により異なること、実際に廃棄等に要した費⽤が積⽴⾦を下回ればその差額についても取り戻せること、解体等を依頼する事業者を選択
することができることを踏まえると、⼀定の競争原理が働くと考えられ、このままでは⾼⽌まりするという御指摘は必ずしも当たらないものと考えます。
　太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいても、コストや廃棄等の最⼩化は、イノベーション等による廃棄等の効率化や、基礎・架台のリユース等による将来の低減ポテンシャルを⾒据えて未来
志向で検討すべきと整理されています。将来、廃棄等費⽤が想定と著しくずれることが明確になった場合には、積⽴⾦の基準額⾒直しも含めた検討をしていきます。
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「解体等積⽴基準額」について、2020年度以降の基準額が50kW未満は50kW以上の倍になっており、「解体等」の作業が⼩規模であり、kWhあたりの「解体等」の作業
単価が割⾼になることを考慮したとしても、著しく不合理である。「「令和３年度以降の調達価格等に関する意⾒」を尊重」とあるが、このような不合理なものまで尊重するのは
資源エネルギー庁による責任放棄ではないか。

　2022年4⽉施⾏の改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に関する特別措置法）上、解体等積⽴基準額については、調達価格等算定委員会の意⾒を尊重して決定するものとされています。
　調達価格等算定委員会「令和3年度以降の調達価格等に関する意⾒」では、2020年度から事業⽤太陽光（10-50kW）には⾃家消費型の地域活⽤要件が設定されており、また、解体等積⽴基準額は、改正再エネ
特措法上、電気供給⾒込量を基礎として定めることになっているところ、当該案件については、調達価格の算定における⾃家消費⽐率の想定値で⾃家消費した場合に電気供給すると想定した単価とすることが取りまとめられ
ました。今般の取扱いは、この意⾒を尊重して決定することとしました。
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○積⽴基準額
直近の売電価格と積⽴合計額を基準に考慮すべきである。売電額が異なれば40万は簡単に差が出る。
100万の主もあれば70万の主もいる、この積⽴額によって主により法⼈税事業税もそもそも異なる。
内部留保で積み⽴てようが外部に積み⽴てようが同じである。

　①多数存在する事業⽤太陽光発電事業について、事業者間の公平性を確保するためには、明確な基準により積⽴額を設定することが必要であること、②調達価格を算定する際に考慮されてきている廃棄等費⽤は、認定
年度による調達価格に対応しており、FIT制度による電気供給の対価は当該調達価格に供給電⼒量を乗じて⽀払われること、また、個別の事業に対応して異なる想定がされているものではないことといった観点を考慮していま
す。その結果として、各調達価格における想定設備利⽤率・⾃家消費⽐率に応じて電気供給したときに、調達期間の終了前 10年間で、各調達価格における廃棄等費⽤の想定値を積み⽴てられる kWh 当たりの単価を
解体等積⽴基準額として設定し、⼀律、供給電気量に解体等積⽴基準額を乗じた額の積⽴てを求めることとしました。

85 積⽴期間がFIT後半10年となると、10年後の解体⼯事の値段が不確定となる。そこを明確にしてもらわないと安⼼して積⽴をできない。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。そうしたなかで、本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電
設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されてきている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収
的な外部積⽴てを求めるものです。
　すなわち、本制度は、廃棄等費⽤の確実な確保のための制度であり、積⽴額によって解体⼯事の⾦額が定まるというわけではありません。そのため、積⽴期間が調達期間の終了前10年間であることと、解体⼯事の値段が不
確定になることとは関係がないと考えています。
　なお、実際の廃棄等に要した費⽤が少なく、当該発電事業にかかる積⽴⾦が余った場合には、その残額は当該認定事業者が取り戻せる制度としています。

86 太陽光設備は天候に左右される点を考慮し、売電が低い時期は必然的に融資返済率が⾼くなることから、積⽴額を⾒送るなどの措置も考慮してほしい。 　確実な資⾦確保を実現しつつ、発電量が少ないときの認定事業者の財務状況への影響等に考慮し、⼀律、供給電⼒量に応じた積⽴てを求めることとしています。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に
関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
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○該当箇所︓p.6 「第13条の5　積⽴⽅法」に関して
○意⾒内容︓積⽴額が資本費の5%を越えた時点で積⽴を終了する等の措置を検討してほしい。
○理由
　廃棄費⽤の具体的積⽴⽅法として、FIT認定年度毎に設定される「解体等積⽴基準額」をkWhベースで課⾦していく⽅法が記載されている。
　⼀⽅、この基準額の算定にあたり⼀定の資本費や設備利⽤率が想定されているが、この想定よりも低い資本費であったり、⾼い設備利⽤率となっている事業においては、必
要以上の積⽴が⾏われ、事業の採算性を悪化させる可能性がある。
　例えば協会会員企業におけるシミュレーションでは、下記のとおり影響の⼤きな事例では対資本費で7〜8％を超える積⽴がなされてしまうケースが指摘されており、また、これ
以外にも対資本費5%を超える事例が多く指摘されている。
・事業名A（FIT単価40円、新ルールによる積⽴想定額7.1%）
・事業名B（FIT単価24円、新ルールによる積⽴想定額8.5%）
・事業名C（FIT単価12円、新ルールによる積⽴想定額7.4%）
　※%標記はいずれも対資本費
　資本費の5%相当の積⽴がなされれば制度⽬的は達成しているはずであり、またプロジェクトファイナンス等で借り⼊れを⾏っている場合、⾦融機関側とも5%の積⽴で事業
計画に合意しているケースが多く、過剰な積⽴を⾏い事業の採算性を悪化させてしまうことを回避すべきではないかと考えている。
　以上を踏まえ、積⽴額が資本費の5%を越えた時点で積⽴を終了する等の措置を検討してほしい。
　なお、積⽴終了の⽬安となる資本費については、事業者が運転開始後1か⽉以内に⾏う設置費⽤報告を以て資本費を確認することとしてはどうか。

　解体等積⽴基準額は、①多数存在する事業⽤太陽光発電事業について、事業者間の公平性を確保するためには、明確な基準により積⽴額を設定することが必要であること、②調達価格を算定する際に考慮されてきてい
る廃棄等費⽤は、認定年度による調達価格に対応しており、FIT制度による電気供給の対価は当該調達価格に供給電⼒量を乗じて⽀払われること、また、個別の事業に対応して異なる想定がされているものではないこと、
③現在の買取義務者のシステムは、供給電⼒量に応じた調達価格の⽀払を前提に構築されているため、供給電⼒量に応じた積⽴てとすることにより、システム構築に要するコストの抑制が可能であることといった観点を考慮
し、決定しています。その結果として、各調達価格における想定設備利⽤率・⾃家消費⽐率に応じて電気供給したときに、調達期間の終了前 10年間で、各調達価格における廃棄等費⽤の想定値を積み⽴てられる kWh
当たりの単価を解体等積⽴基準額として設定し、⼀律、供給電気量に解体等積⽴基準額を乗じた額の積⽴てを求めることとています。

88 積⽴⾦の額は適正なのか。
また、今後解体に係るコストについても徐々に低減することが想定されることから年度毎に年間積⽴額を引き下げることも念頭に置くべき。

　太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理において取りまとめられたとおり、現状では、太陽光発電設備の廃棄等の実績が乏しいことから、アンケート結果も踏まえ、廃棄等に必要な費⽤を
確実に確保するため、調達価格の算定において想定してきた廃棄等費⽤の⽔準の積⽴てを求めることが適切であると考えています。
　その上で、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいても、コストや廃棄等の最⼩化は、イノベーション等による廃棄等の効率化や、基礎・架台のリユース等による将来の低減ポテンシャルを⾒据
えて未来志向で検討すべきと整理されています。将来、廃棄等費⽤が想定と著しくずれることが明確になった場合には、積⽴⾦の基準額⾒直しも含めた検討をしていきます。

89
○積⽴期間について
調達期間残り10年間の根拠は何であるか。太陽光パネルの減価償却期間が17年であることや融資期間が15年〜20年が殆どあることや、事業者により財務状況等が異な
ることを考えると、例えば、FIT調達期間の終了前、3年、5年、10年等、様々な選択肢があっても良いのではないか。

　積⽴時期については、FIT 制度では太陽光発電（10kW 以上）に対して調達期間 20年間にわたって固定の調達価格で⽀援しており、国内外の多くのパネルメーカーは 20〜25 年程度の性能保証を提供しているとこ
ろ、通常は FIT 制度による調達期間 20 年の途中で事業を廃⽌するのではなく20 年を超えて事業が継続されると考えられることを念頭に、運転維持費に対して初期にかかる資本費が⼤きいという電源特性もふまえた事業
者の負担、⼿続きのタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同制度による義
務的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とすることとしています。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審
議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
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⾦融機関から１５年や１７年といった⻑期融資を受けているものが多い。このため、PCS交換の時期とも重なり、⼀番収⽀が苦しい時期（１０年⽬〜１５年⽬）に積み
⽴てを⾏う仕組みが、現在融資を⾏っている⾦融機関への悪材料、さらには今後拡⼤すべき再⽣可能エネルギーのブレーキにしかならない。ローン⽀払い終了後からの積⽴て
ができるようにしてほしい。実施するとしても積⽴期間は、５年とし、倍の単価とすることなどが妥当。または、法定耐⽤年数１７年をふまえて最後３年とすることが妥当。

　本制度が、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するためのものであるという観点からは、できるだけ早期に積⽴てを開始
すべきという意⾒もあります。他⽅で、太陽光発電は⼤きな初期投資を⻑期間で回収するビジネスモデルであるため、事業の初期からの積⽴てを求めると事業者への財務的負担が⼤きくなるという憂いがあります。以上のような
点に加え、⼿続のタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同制度による義務
的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とします。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委
員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。

91

FIT調達期間の最後の１年で積⽴可能な⾦額であることから、解体を予定する事業者が、最後の1年ないし半年の売電収⼊で、積み⽴てれば問題ない。

理由
・FIT期間でローンの残債がある時からの積み⽴ては⾏いたくない。
・積み⽴てたお⾦の運⽤⼿数料を証券会社へ⽀払い、お⾦を管理する⼈の給料など、無駄な経費が増える。
・FIT終了時に解体する事業者と、FIT終了後も設備をそのままに売電する事業者とで、不公平となる。

　本制度が、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するためのものであるという観点からは、できるだけ早期に積⽴てを開始
すべきという意⾒もあります。他⽅で、太陽光発電は⼤きな初期投資を⻑期間で回収するビジネスモデルであるため、事業の初期からの積⽴てを求めると事業者への財務的負担が⼤きくなるという憂いがあります。以上のような
点に加え、⼿続のタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同制度による義務
的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とします。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委
員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。

92 解体費⽤の積⽴⾦は初年度からにした⽅が負担が少ない。

　積⽴時期については、FIT 制度では太陽光発電（10kW 以上）に対して調達期間 20年間にわたって固定の調達価格で⽀援しており、国内外の多くのパネルメーカーは 20〜25 年程度の性能保証を提供しているとこ
ろ、通常は FIT 制度による調達期間 20 年の途中で事業を廃⽌するのではなく20 年を超えて事業が継続されると考えられることを念頭に、運転維持費に対して初期にかかる資本費が⼤きいという電源特性もふまえた事業
者の負担、⼿続きのタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同制度による義
務的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とすることとしています。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審
議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。

93 最後の１〜２年で強制徴収することで、インパクトを⼩さくすべき。

　本制度が、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するためのものであるという観点からは、できるだけ早期に積⽴てを開始
すべきという意⾒もあります。他⽅で、太陽光発電は⼤きな初期投資を⻑期間で回収するビジネスモデルであるため、事業の初期からの積⽴てを求めると事業者への財務的負担が⼤きくなるという憂いがあります。以上のような
点に加え、⼿続のタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同制度による義務
的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とします。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委
員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
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・該当箇所
p.5 「第13条の4　積⽴期間」に関して

・意⾒内容
積⽴ては調達期間開始から10年後より開始することを検討してほしい。

・理由
　FIT認定後の運転開始が遅延し、調達期間が20年よりも短くなるケースがあるが、そのような場合であってもFIT終了10年前より外部積⽴が開始されると事業の採算性へ
の影響が⼤きくなってしまう。
　例えば事業開始後10年後より積⽴を開始し、残年数で資本費5%となるよう積⽴単価を調整すること等を検討してほしい。

　太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループでは、同ワーキンググループ中間整理にあるとおり、積⽴時期について、ご指摘のようなケースを想定して「現⾏ FIT 制度では、10kW 以上の太陽光発電に
ついて、原則、認定⽇から 3年間の運転開始期限が設定されており、これを超過した場合は、超過期間分だけ調達期間が⽉単位で短縮されるため、調達期間が 20 年に満たない案件が⽣じ得る。こうした案件についても、
積⽴額が過⼩とならないように留意すべきである。」という観点もふまえた検討が⾏われました。
　その結果、積⽴時期は、FIT 制度では太陽光発電（10kW 以上）に対して調達期間 20年間にわたって固定の調達価格で⽀援しており、国内外の多くのパネルメーカーは 20〜25 年程度の性能保証を提供していると
ころ、通常は FIT 制度による調達期間 20 年の途中で事業を廃⽌するのではなく20 年を超えて事業が継続されると考えられることを念頭に、運転維持費に対して初期にかかる資本費が⼤きいという電源特性も踏まえた事
業者の負担、⼿続のタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同制度による義
務的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とする⽅針がまとめられました。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会にお
ける審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。今般の取扱いは、この⽅針に沿って決定することとしました。

95 太陽光発電事業を２０年で⽌めるつもりはなく、その場合は更なる積み⽴て期間を与えてもいいのではないか。
　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。この源泉徴収的な外部積⽴てを実施するために、再エネ特措法による価格⽀援がされている調達期間
内での積⽴てを求めることとしております。

６－４．廃棄費⽤に関する御意⾒（積⽴ての期間に関するもの）
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○第１３条の４ 積⽴期間
解体積⽴⾦について。⼀律に積み⽴てるのではなく、10年経過時点で調達期間終了時の廃棄の有無の確認を⾏い、廃棄予定の場合のみ積⽴開始とするような⽅法を希
望する。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　積⽴時期については、FIT 制度では太陽光発電（10kW 以上）に対して調達期間 20年間にわたって固定の調達価格で⽀援しており、国内外の多くのパネルメーカーは 20〜25 年程度の性能保証を提供しているとこ
ろ、通常は FIT 制度による調達期間 20 年の途中で事業を廃⽌するのではなく20 年を超えて事業が継続されると考えられることを念頭に、運転維持費に対して初期にかかる資本費が⼤きいという電源特性もふまえた事業
者の負担、⼿続きのタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同制度による義
務的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とすることとしています。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審
議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
　なお、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換し
て発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。

97

○解体等費⽤の広義の解釈について
解体等積⽴⾦の積⽴てについて、「解体等」という⽂⾔の捉え⽅を広義の意味で解釈できるようにしていただきたい。例えば使⽤できなくなった太陽光パネルというを貼り替える
ときにも使⽤することが出来る等の処置がなされなければ、費⽤が掛かるから放置という発電所も増えてくる可能性がある。可能性というよりも費⽤をかけて解体するくらいならそ
のままというのは当たり前のようになるであろう。理由は解体の⼿続が⼿間であること、⼜、積⽴⾦の請求もまた⼿間なプロセスが多いからである。

　本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換して発
電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。

98 第13条の７　解体等積⽴⾦の取戻しについて
「解体」という⾔葉が何を意味しているのか、条⽂からはよくわからないため、そこをはっきりさせていただきたい。

　2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に関する特別措置法）第9条第2項第7号において、「解体及びその解体により⽣ずる廃棄等の撤去その他の処理」を「解体等」と定
義しており、同法第15条の6第2項において、「当該再⽣可能エネルギー発電設備の解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭を解体等積⽴⾦として積み⽴てなければならない。」とされています。

99 積⽴⾦について、FIT終了後は全額返⾦すべきである。
せめて、発電事業を継続する場合には、制度的になんらかのインセンティブを持たせてほしい。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。このため、積⽴⾦の取戻しは、当該発電設備の解体等の実施に要する費⽤に充てる場合⼜は積⽴⾦
を積み⽴てておく必要がない場合に限って認められる必要があり、2022年4⽉施⾏の改正再エネ特措法にその旨が規定されています。
　なお、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換し
て発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。

100 FIT調達期間20年以降も発電する場合、積⽴費⽤は返却されるか。それはいつか。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。このため、積⽴⾦の取戻しは、当該発電設備の解体等の実施に要する費⽤に充てる場合⼜は積⽴⾦
を積み⽴てておく必要がない場合に限って認められる必要があり、2022年4⽉施⾏の改正再エネ特措法にその旨が規定されています。
　なお、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換し
て発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。

101

事業継続する場合、解体等積⽴⾦の全額返⾦を要望する。理由は、事業継続する場合、パネル、パワーコンディショナー、フェンス、防草シートなどの補修が必要だが、その資
⾦として解体等積⽴⾦を使⽤すべき。事業終了⼿続きによる返⾦と同様、事業継続⼿続きによる返⾦ができるように変更してほしい。この変更により、FITを適⽤しない太陽
光発電所と⽐較した場合の公平性が保たれる。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。このため、積⽴⾦の取戻しは、当該発電設備の解体等の実施に要する費⽤に充てる場合⼜は積⽴⾦
を積み⽴てておく必要がない場合に限って認められる必要があり、2022年4⽉施⾏の改正再エネ特措法にその旨が規定されています。
　また、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換し
て発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。
　なお、本制度において積⽴てを義務付ける廃棄等費⽤は、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されてきているものであり、FIT制度の適⽤を受ける事業と受けない事業では事情が異なります。このように、
FIT制度の適⽤有無に応じて差異を設けることには合理性があると考えております。

102

現在市販に出回っているソーラーパネル類は30年以上の耐⽤性があるとされており、廃棄を⾒据えての積み⽴てとなると、⻑期的にかなりの負担となります。特に低単価帯の
FIT群に対しての負担が⼤きすぎるかと思う。
そこで、これは取崩しを可能とする積⽴てとしていただきたい。
例えば、ソーラー機、,関連費の買い替えの投資資⾦とするならば取崩しを可能にする等、かなりの柔軟性を持った案にしていただきたい。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。このため、積⽴⾦の取戻しは、発電設備の解体等の実施に要する費⽤に充てる場合⼜は積⽴⾦を積
み⽴てておく必要がない場合に限って認められる必要があり、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法にその旨が規定されています。
　なお、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換し
て発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。

103
撤去費⽤のために積み⽴てた⾦額は、必ず全額を還付することを保証するべきである。
買取制度を導⼊して事業者は参⼊しているにも関わらず、後からこのような撤去費⽤の制度を設定するのは、そもそも再⽣可能エネルギーを普及させる⽬的に相反するもので
ある。本来なら売上からの徴収も納得いかないものである。にもかかわらず撤去費⽤の積み⽴てを⾏うのであれば、必ず全額の還付の保証を⾏うものである。

　積み⽴てた積⽴⾦は、御指摘のように、最終的には全額を取り戻すことができる制度としております。

104 ○払い戻しについて
積⽴てた⾦額は最後は全額⽀払われるのか。そうでないなら積⽴⾦ではなく単なる税⾦である。 　積み⽴てた積⽴⾦は、最終的には全額を取り戻すことができる制度としております。

105 解体費⽤については、解体確認後ではなく、例えば解体に関わる⾒積もり等、解体予定が客観的に確認できる状態になれば、早期の払戻しに応じるべきである。 　本制度では、認定事業者等が認定発電設備の解体等の実施に要する費⽤に充てる場合には、⼀定の要件及び⼿続の下で、解体等を⾏うことを証する書⾯及びその費⽤の額を証する書⾯を添付して申請することで、推
進機関に積み⽴てられた解体等積⽴⾦の全部⼜は⼀部を取り戻すことができることとしております。

106 実際に廃棄した場合はその不⾜額は当然、事業家が⽀払うものと思うが、逆に超過分は還付されるべきものでなければ訴訟になると思う。 　積み⽴てた積⽴⾦は、御指摘のように、最終的には全額を取り戻すことができる制度としております。

107

・10年間の積⽴総額
・実際に積み⽴てた額
・廃棄にかかった額
これらの中で1番低い⾦額が戻されるのは疑問。積⽴て⾦額より廃棄⾦額の⽅が安ければ事業者に戻すべき。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。このため、調達期間中に発電事業を縮⼩する場合、⼜は、事業の継続過程で太陽光パネルの⼀部を
交換・廃棄するような場合については、取戻し可能な⾦額について、①10年間で積み⽴てられた積⽴⾦の総額（積⽴て期間中の場合は想定される積⽴⾦の総額）のうち認定上の太陽光パネル出⼒に対する廃棄する太陽
光パネル出⼒の割合に相当する額、②取戻し時点での積⽴額、⼜は③実際に廃棄に要した費⽤の最も⼩さい額を限度とすることが、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループで議論され、この議論を
踏まえ、今後、ガイドラインにおいて明確化することを検討しております。
　なお、上記は、あくまで調達期間中に発電事業を縮⼩したり、調達期間終了後に事業の継続過程で太陽光パネルの⼀部を交換・廃棄するような場合に関する規律であり、最終的には、積み⽴てた積⽴⾦の全額を取り戻
すことができる制度としております。

108
パネルだけでなく、架台、パワーコンディショナー、防草シート、検査機器、管理に使⽤する⾞両等、発電事業の維持に必要な費⽤が必要な場合に、積⽴⾦を取戻せる制度
としていただきたい.
FIT期間終了後も、末永く、安い電⼒を供給し続けられる環境を整えて頂けることを希望する。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　ただし、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩する場合だけでなく、太陽光
パネルを交換して発電事業を継続する場合についても、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。

109
○第13条の7　解体等積⽴⾦の取戻しについて
発電事業を続ける（４０年）意向だが、解体等積⽴⾦は、どの時点で取戻しが可能となるのか。
事業計画をてる上で事前に知っておく必要がありますので、制度実施前の公表をお願いする。

　当該認定事業の推進機関への積⽴てが開始された時点以降は、取戻し要件を満たす場合には、当該認定事業にかかる積⽴⾦を取り戻すことができます。なお、取戻し要件の詳細については、太陽光発電設備の廃棄等
費⽤の確保に関するワーキンググループでの議論を踏まえ、今後、ガイドラインにおいて明確化することを検討しております。

６－５．廃棄費⽤に関する御意⾒（積⽴⾦の取戻しに関するもの）



110 買取期間終了後も発電を続けさせた⽅がエネルギー⾃給率が低い我が国にとっては有益だとは思うのだが廃棄費⽤の積⽴⾦払戻し⽬的に買取期間終了後すぐに廃棄して
しまう事業者もでてくるかもしれないが、それでいいのか。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　積⽴期間について、通常は FIT 制度による調達期間 20 年の途中で事業を廃⽌するのではなく20 年を超えて事業が継続されると考えられることを念頭に、運転維持費に対して初期にかかる資本費が⼤きいという電源特
性もふまえた事業者の負担を含めた観点から、同制度による義務的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とすることとしています。また、発電量が少ないときの認定事業者の財務状況への影響等に考慮し、供給電⼒
量に応じた積⽴てを求めることとしています。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律の確保しながら⻑期安定的に事業実施される主⼒電源となるよう、努めてまいります。

111 積⽴⾦が『解体等の〜』と規定されているが、⾃然災害で甚⼤な被害が想定された場合には積⽴⾦を切り崩して補修保全に使えるよう、使途をある程度柔軟に設定してい
ただきたい。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　積⽴完了前の⾃然災害等による発電設備の修繕等については、このような必要が発⽣する事態に備え、2020年4⽉から、事業計画策定ガイドラインにより、⽕災保険や地震保険等への加⼊について努⼒義務化していま
す。なお、調達期間終了後に太陽光パネルを交換して発電事業を継続する場合については、調達期間終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すため、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。

112 積⽴資⾦を保全できるのか。年⾦の管理すら正しくできない国に任せられるのか。公務員の負荷がますます⾼くなり、⼀⽅で公務員も減っている現状で、新たな業務負荷をか
けてまでやることなのか。

　多数の認定事業者の解体等積⽴⾦の管理に関する業務を⾏う主体においては、適正な積⽴⾦の管理、業務運営が確実に実施されることが必要であり、かつ、積⽴⾦管理業務に関する事務費は国⺠負担である賦課⾦
によって⼿当されることが想定されていることも踏まえると効率的に実施されることも必要です。また、積⽴⾦管理業務に加え、FIT制度やFIP制度の納⾦徴収や交付⾦交付等、再⽣可能エネルギーの拡⼤に向けて重要かつ⻑
期的な実施が必要とされる業務について、効率的かつ⼀体的に実施することにより安定的な法執⾏を担保するとともに、多様化する業務の全体に対して⼗分なガバナンスを効かせる観点から、既に電気事業法上において認可
法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関に⼀括して担わせることが適当であるという内容が、再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会中間取りまとめにおいて、パブリックコメントを経た上で取りまとめら
れました。この中間取りまとめの内容を受けて成⽴した、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法により、積⽴⾦管理業務は、電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになっています。
　なお、電⼒広域的運営推進機関には、積⽴⾦管理業務の経理を、他の業務の経理と区別しなければならない義務があり、また、その設⽴、事業計画等の作成・変更等には経済産業⼤⾂の認可や許可等が必要であるほ
か、その業務等に関しては経済産業⼤⾂に監督権限があります。具体的には、再エネ特措法において、電⼒広域的運営推進機関が策定する積⽴⾦管理業務の業務規程について、差別的取扱いの禁⽌や認定事業者の
利益を不当に害するおそれのないことに係る基準を満たすかどうかを国が認可することとしています。
　また、積⽴⾦の運⽤については、適切に使途を限定するため、法律上、国債等の有価証券の保有、銀⾏等の⾦融機関への預⾦⼜は信託業務を営む⾦融機関への⾦銭信託のいずれかの⽅法のみにより⾏うことができるも
のとされています。

113 その積み⽴てした資⾦は真っ当な運⽤ができるのか。仮にその発電所が正常に50年稼働したときにその積み⽴てた資⾦はどうなっているのか。50年後に撤去したときにその資
料等が残っているか。⾊々問題が多くなると思う。

　多数の認定事業者の解体等積⽴⾦の管理に関する業務を⾏う主体においては、適正な積⽴⾦の管理、業務運営が確実に実施されることが必要であり、かつ、積⽴⾦管理業務に関する事務費は国⺠負担である賦課⾦
によって⼿当されることが想定されていることも踏まえると効率的に実施されることも必要です。また、積⽴⾦管理業務に加え、FIT制度やFIP制度の納⾦徴収や交付⾦交付等、再⽣可能エネルギーの拡⼤に向けて重要かつ⻑
期的な実施が必要とされる業務について、効率的かつ⼀体的に実施することにより安定的な法執⾏を担保するとともに、多様化する業務の全体に対して⼗分なガバナンスを効かせる観点から、既に電気事業法上において認可
法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関に⼀括して担わせることが適当であるという内容が、再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会中間取りまとめにおいて、パブリックコメントを経た上で取りまとめら
れました。この中間取りまとめの内容を受けて成⽴した、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法により、積⽴⾦管理業務は、電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになっています。
　なお、電⼒広域的運営推進機関には、積⽴⾦管理業務の経理を、他の業務の経理と区別しなければならない義務があり、また、その設⽴、事業計画等の作成・変更等には経済産業⼤⾂の認可や許可等が必要であるほ
か、その業務等に関しては経済産業⼤⾂に監督権限があります。具体的には、再エネ特措法において、電⼒広域的運営推進機関が策定する積⽴⾦管理業務の業務規程について、差別的取扱いの禁⽌や認定事業者の
利益を不当に害するおそれのないことに係る基準を満たすかどうかを国が認可することとしています。
　また、積⽴⾦の運⽤については、適切に使途を限定するため、法律上、国債等の有価証券の保有、銀⾏等の⾦融機関への預⾦⼜は信託業務を営む⾦融機関への⾦銭信託のいずれかの⽅法のみより⾏うことができるもの
とされています。

114
廃棄費⽤もきちんと⾒込み、⼿堅く運⽤しながら準備しよとしていた⾃分としては本施策は残念ではあるが、全事業者の廃棄を確実に担保するためには致し⽅ない制度と感
じる。
積⽴⾦を単にプールするだけでなく、⼿堅くきちんと運⽤して欲しい。

　積⽴⾦は、推進機関において、積⽴⾦管理業務規程に則り、多数の事業者の資⾦を⼀括して管理することになります。御意⾒のとおり、積⽴⾦は、それを運⽤することによる運⽤益を活⽤することが効果的とも考えられる⼀
⽅、運⽤によっては原資を損なうリスクもあるため、適切に使途を限定することが必要です。
　具体的には、積⽴⾦の運⽤⽅法については、2022年4⽉施⾏予定の改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に関する特別措置法）第15条の15において、以下のとおり定められております。
①　国債その他経済産業⼤⾂の指定する有価証券の保有
②　銀⾏その他経済産業⼤⾂の指定する⾦融機関への預⾦
③　信託業務を営む⾦融機関(⾦融機関の信託業務の兼営等に関する法律(昭和⼗⼋年法律第四⼗三号)第⼀条第⼀項の認可を受けた⾦融機関をいう。)への⾦銭信託

115 強制的な積⽴てを求めるのであれば、徴収された積⽴⾦を、減ることなくきちんと運⽤していただきたい。
　外部積⽴てされた解体等積⽴⾦の管理に関する業務は、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法に基づき、既に電気事業法上に基づいて認可法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになって
おります。法律上、電⼒広域的運営推進機関は、解体等積⽴⾦の管理業務の経理を、他の業務の経理と区分しなければならない義務があり、また、解体等積⽴⾦は法令に則った⽅法以外では運⽤してはならないこととなっ
ています。

116 運⽤損が出たらどうするのか。
　外部積⽴てされた解体等積⽴⾦の管理に関する業務は、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法に基づき、既に電気事業法上に基づいて認可法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになって
おります。法律上、電⼒広域的運営推進機関は、解体等積⽴⾦の管理業務の経理を、他の業務の経理と区分しなければならない義務があり、また、解体等積⽴⾦は法令に則った⽅法以外では運⽤してはならないこととなっ
ています。

117 積⽴ては国債または経産⼤⾂が認めた有価証券で運⽤できることになっている。損を出されても困るという⼈もいれば、せっかく預けているお⾦なんだから正しく運⽤してほしいと
いう⽅もいることから、運⽤先を選べるようにしてほしい。

　積⽴⾦は、認定事業者が推進機関に積み⽴てるものであり、推進機関において、積⽴⾦管理業務規程に則り、多数の事業者の資⾦を⼀括して管理することになります。そして、積⽴⾦は、それを運⽤することによる運⽤益
を活⽤することが効果的とも考えられる⼀⽅、運⽤によっては原資を損なうリスクもあるため、適切に使途を限定することが必要です。
　具体的には、積⽴⾦の運⽤⽅法については、2022年4⽉施⾏予定の改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に関する特別措置法）第15条の15において、以下のとおり定められております。
①　国債その他経済産業⼤⾂の指定する有価証券の保有
②　銀⾏その他経済産業⼤⾂の指定する⾦融機関への預⾦
③　信託業務を営む⾦融機関(⾦融機関の信託業務の兼営等に関する法律(昭和⼗⼋年法律第四⼗三号)第⼀条第⼀項の認可を受けた⾦融機関をいう。)への⾦銭信託

118 積⽴⽅法の多様化
⾃分の発電所の解体費⽤の積み⽴て先は、⾃分で選べるように選択肢を広く持たせないと、事業者の賛同を得ることができない。

　多数の認定事業者の解体等積⽴⾦の管理に関する業務を⾏う主体においては、適正な積⽴⾦の管理、業務運営が確実に実施されることが必要であり、かつ、積⽴⾦管理業務に関する事務費は国⺠負担である賦課⾦
によって⼿当されることが想定されていることも踏まえると効率的に実施されることも必要です。
　また、積⽴⾦管理業務に加え、FIT制度やFIP制度の納⾦徴収や交付⾦交付等、再⽣可能エネルギーの拡⼤に向けて重要かつ⻑期的な実施が必要とされる業務について、効率的かつ⼀体的に実施することにより安定的
な法執⾏を担保するとともに、多様化する業務の全体に対して⼗分なガバナンスを効かせる観点から、既に電気事業法上において認可法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関に⼀括して担わせることが適当であ
るという内容が、再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会中間取りまとめにおいて、パブリックコメントを経た上で取りまとめられました。この中間取りまとめの内容を受けて成⽴した、2022年4⽉に施⾏される改正再
エネ特措法により、積⽴⾦管理業務は、電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになっています。
　なお、電⼒広域的運営推進機関には、積⽴⾦管理業務の経理を、他の業務の経理と区別しなければならない義務があり、また、その設⽴、事業計画等の作成・変更等には経済産業⼤⾂の認可や許可等が必要であるほ
か、その業務等に関しては経済産業⼤⾂に監督権限があります。
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再エネ事業者の多くは、再エネ投資によって資本を投資運⽤しているものであり、その回収資本を強制的に積み⽴てる⾏為は再エネ事業者の投資運⽤を妨げ、損失を与え
る。この損失に対し、どのように対処するのか。また、強制的に積み⽴てる⾏為は、再⽣可能エネルギーを促進する観点、30年などの⻑期運転をする観点、社会経済に資本
を流通させ経済を発展させる観点からも、間違っている。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。太陽光発電設備は発電事業終了後に排出者が廃棄処理する責任があり、廃棄等費⽤は、調達価格
を算定する際に考慮されていて発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドラインにより、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴て
を求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめ
のパブリックコメントを経た上で、本制度を導⼊する⽅針となりました。
　太陽光発電事業が⻑期安定的に発電事業を⾏い主⼒電源となっていくために地域理解が必要であること、積⽴ての⽔準も調達価格において当初から考慮されている範囲であることから、本制度が再⽣可能エネルギーを促
進する観点等から間違っているとの御指摘は当たらないと考えております。なお、⻑期安定発電の責任・能⼒があり、かつ、外部積⽴てを⾏う場合以上に確実に廃棄等費⽤が確保されると認められる場合には、内部積⽴てを
認めることとしています。

６－６．廃棄費⽤に関する御意⾒（積⽴⾦の管理に関するもの）



120 解体等積⽴⾦について、その資⾦を管理する天下り財団を増やしたいだけではないか。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　多数の認定事業者の解体等積⽴⾦の管理に関する業務を⾏う主体においては、適正な積⽴⾦の管理、業務運営が確実に実施されることが必要であり、かつ、積⽴⾦管理業務に関する事務費は国⺠負担である賦課⾦
によって⼿当されることが想定されていることも踏まえると効率的に実施されることも必要です。また、積⽴⾦管理業務に加え、FIT制度やFIP制度の納⾦徴収や交付⾦交付等、再⽣可能エネルギーの拡⼤に向けて重要かつ⻑
期的な実施が必要とされる業務について、効率的かつ⼀体的に実施することにより安定的な法執⾏を担保するとともに、多様化する業務の全体に対して⼗分なガバナンスを効かせる観点から、既に電気事業法上において認可
法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関に⼀括して担わせることが適当であるという内容が、再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会中間取りまとめにおいて、パブリックコメントを経た上で取りまとめら
れました。この中間取りまとめの内容を受けて成⽴した、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法により、積⽴⾦管理業務は、電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになっています。電⼒広域的運営推進機関は、前述の
とおり、既に設⽴されており、本制度のために新設するものではありません。
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今回の廃棄物処理費⽤の積み⽴てが、年間約10万円で総額低圧⼀基当たり100万円もの⼤⾦をなぜ、信⽤の置けない天下り機関に預けなければならないか理解できな
い、⽬的は廃棄されない太陽光設備の抑制なら、電⼒会社から直接その太陽光発電事業者の別の銀⾏⼝座（引き出しできない）に積み⽴てる形でいいのではないか。
それならその事業者の資産となり、更に廃棄費⽤の担保になるのではないか。
実際、太陽光発電事業者は利益がなくても、売上に対して数%の税⾦（県税）も⽀払っており、その制度もまだ、⾒直されていない。税⾦は利益から⽀払うのではないか。
利益がなく総括原価⽅式でもないのに売上に対して税⾦を払っている。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　多数の認定事業者の解体等積⽴⾦の管理に関する業務を⾏う主体においては、適正な積⽴⾦の管理、業務運営が確実に、かつ、効率的に実施されることが必要です。また、積⽴⾦管理業務に加え、FIT制度やFIP制度
の納⾦徴収や交付⾦交付等、再⽣可能エネルギーの拡⼤に向けて重要かつ⻑期的な実施が必要とされる業務について、効率的かつ⼀体的に実施することにより安定的な法執⾏を担保するとともに、多様化する業務の全体
に対して⼗分なガバナンスを効かせる観点から、既に電気事業法上において認可法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関に⼀括して担わせることが適当であるという内容が、再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度
改⾰⼩委員会中間取りまとめにおいて、パブリックコメントを経た上で取りまとめられました。この中間取りまとめの内容を受けて成⽴した、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法により、積⽴⾦管理業務は、電⼒広域的運
営推進機関が⾏うものと規定しています。なお、電⼒広域的運営推進機関には、積⽴⾦管理業務の経理を、他の業務の経理と区別しなければならない義務があり、また、その設⽴、事業計画等の作成・変更等には経済産
業⼤⾂の認可や許可等が必要であるほか、その業務等に関しては経済産業⼤⾂に監督権限があります。
　なお、太陽光発電事業⾃体の租税制度についてのご意⾒は、本意⾒公募の対象外と考えますが、今後の執務の参考とさせていただきます。

122 積⽴先である推進機関に関しての説明が皆無である。他⼈からお⾦を預かるということに対しての保証や責任が何もない。本当に積⽴⾦は解体時に返ってくるのか。推進機
関のHPには2022年から積⽴⾦の管理、運⽤が業務として追加されると既にあるが、これが既成事実なのであれば、この意⾒募集とは⼀体何なのか。

　多数の認定事業者の解体等積⽴⾦の管理に関する業務を⾏う主体においては、適正な積⽴⾦の管理、業務運営が確実に実施されることが必要であり、かつ、積⽴⾦管理業務に関する事務費は国⺠負担である賦課⾦
によって⼿当されることが想定されていることも踏まえると効率的に実施されることも必要です。また、積⽴⾦管理業務に加え、FIT制度やFIP制度の納⾦徴収や交付⾦交付等、再⽣可能エネルギーの拡⼤に向けて重要かつ⻑
期的な実施が必要とされる業務について、効率的かつ⼀体的に実施することにより安定的な法執⾏を担保するとともに、多様化する業務の全体に対して⼗分なガバナンスを効かせる観点から、既に電気事業法上において認可
法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関に⼀括して担わせることが適当であるという内容が、再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会中間取りまとめにおいて、パブリックコメントを経た上で取りまとめら
れました。この中間取りまとめの内容を受けて成⽴した、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法により、積⽴⾦管理業務は、電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになっています。
　電⼒広域的運営推進機関には、積⽴⾦管理業務の経理を、他の業務の経理と区別しなければならない義務があり、また、その設⽴、事業計画等の作成・変更等には経済産業⼤⾂の認可や許可等が必要であるほか、そ
の業務等に関しては経済産業⼤⾂に監督権限があります。具体的には、再エネ特措法において、電⼒広域的運営推進機関が策定する積⽴⾦管理業務の業務規程について、差別的取扱いの禁⽌や認定事業者の利益を
不当に害するおそれのないことに係る基準を満たすかどうかを国が認可することとしています。
　なお、再エネ特措法の改正に係る法律（エネルギー供給強靱化法）は、国会での審議等を経て、2020年6⽉に成⽴しており、本意⾒公募の対象ではありません。

123 ⾦融機関は信⽤できるが推進機関は海の物とも⼭の物とも分からない。積⽴⾦の管理業務を⾏う推進機関には⾦融機関と同等の監査を要求する。また、⾦融機関が発⾏
する残⾼証明のように年1回積み⽴て⾦額を各事業者へ報告する義務を求める。

　多数の認定事業者の解体等積⽴⾦の管理に関する業務を⾏う主体においては、適正な積⽴⾦の管理、業務運営が確実に実施されることが必要であり、かつ、積⽴⾦管理業務に関する事務費は国⺠負担である賦課⾦
によって⼿当されることが想定されていることも踏まえると効率的に実施されることも必要です。また、積⽴⾦管理業務に加え、FIT制度やFIP制度の納⾦徴収や交付⾦交付等、再⽣可能エネルギーの拡⼤に向けて重要かつ⻑
期的な実施が必要とされる業務について、効率的かつ⼀体的に実施することにより安定的な法執⾏を担保するとともに、多様化する業務の全体に対して⼗分なガバナンスを効かせる観点から、既に電気事業法上において認可
法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関に⼀括して担わせることが適当であるという内容が、再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会中間取りまとめにおいて、パブリックコメントを経た上で取りまとめら
れました。この中間取りまとめの内容を受けて成⽴した、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法により、積⽴⾦管理業務は、電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになっています。
　電⼒広域的運営推進機関には、積⽴⾦管理業務の経理を、他の業務の経理と区別しなければならない義務があり、また、その設⽴、事業計画等の作成・変更等には経済産業⼤⾂の認可や許可等が必要であるほか、そ
の業務等に関しては経済産業⼤⾂に監督権限があります。具体的には、再エネ特措法において、電⼒広域的運営推進機関が策定する積⽴⾦管理業務の業務規程について、差別的取扱いの禁⽌や認定事業者の利益を
不当に害するおそれのないことに係る基準を満たすかどうかを国が認可することとしています。
　積⽴⾦に関する推進機関の具体的業務等については、本意⾒公募の対象ではありませんが、ご意⾒は今後の執務の参考とさせていただきます。
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どのような機関がどのように管理運営するのか、年度毎に明確に全事業者に開⽰、報告し、万が⼀にも同管理組織（の担当者等）による不正利⽤等が起きないようなガバ
ナンス体制を構築すべきである。加えて、撤去費⽤を管理する機関が、この積⽴⾦から機関の事務費、⼈件費その他⼀切の費⽤を計上することは禁⽌しなければないない。
この積⽴⾦は、あくまで撤去の積⽴費⽤であり、国の機関に事業者が⽀払うようなことがあれば、本来の趣旨と合致しない。

　多数の認定事業者の解体等積⽴⾦の管理に関する業務を⾏う主体においては、適正な積⽴⾦の管理、業務運営が確実に実施されることが必要であり、かつ、積⽴⾦管理業務に関する事務費は国⺠負担である賦課⾦
によって⼿当されることが想定されていることも踏まえると効率的に実施されることも必要です。また、積⽴⾦管理業務に加え、FIT制度やFIP制度の納⾦徴収や交付⾦交付等、再⽣可能エネルギーの拡⼤に向けて重要かつ⻑
期的な実施が必要とされる業務について、効率的かつ⼀体的に実施することにより安定的な法執⾏を担保するとともに、多様化する業務の全体に対して⼗分なガバナンスを効かせる観点から、既に電気事業法上において認可
法⼈として設⽴されている電⼒広域的運営推進機関に⼀括して担わせることが適当であるという内容が、再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会中間取りまとめにおいて、パブリックコメントを経た上で取りまとめら
れました。この中間取りまとめの内容を受けて成⽴した、2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法により、積⽴⾦管理業務は、電⼒広域的運営推進機関が⾏うことになっています。
　電⼒広域的運営推進機関には、積⽴⾦管理業務の経理を、他の業務の経理と区別しなければならない義務があり、また、その設⽴、事業計画等の作成・変更等には経済産業⼤⾂の認可や許可等が必要であるほか、そ
の業務等に関しては経済産業⼤⾂に監督権限があります。具体的には、再エネ特措法において、電⼒広域的運営推進機関が策定する積⽴⾦管理業務の業務規程について、差別的取扱いの禁⽌や認定事業者の利益を
不当に害するおそれのないことに係る基準を満たすかどうかを国が認可することとしています。
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・該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギーの調達に関する特別措置法施⾏規則の⼀部を改正に伴う施⾏規則(平成２４年経済産業省令第４６号)の⼀部改正（第⼆条
関係）の内、第１３条の４〜７の改正

・意⾒内容・理由
第１３条４〜７の改正は、その運⽤⽅法がまだ⼗分に詰められていない。⼿続きが煩雑で、事業者との関係に負担を強いるもの。今回の改正には反対。運⽤⽅法を詳細
に検討、討議して決めるべき。

　本制度の具体的内容については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメン
トを経て、取りまとめられてきています。今回の意⾒公募を実施している内容に加え、更なる詳細については、今後、別途定める廃棄等費⽤の積⽴てに関するガイドラインに定めていく予定です。
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過去の⾮効率な低圧と現在を同じ制度で縛るのも違和感がある。
材料費のコストダウンで表⾯利回りは維持されているが、その他のあまり変わったいないコストは新規参⼊にとっては負担が⼤きく、これに今回の負担が増えますと、事業として成
り⽴たないと思われる。
積⽴で負担ではないといわれるかもしれませんが、廃棄するまで使⽤できず、また利⼦もつかない積⽴は事業者にとっては負担にしかならない。
再⽣エネルギーをより発展させるために制度の⾒直しを懇願する。

　本制度において積⽴てを義務付ける廃棄等費⽤は、FIT制度の開始当初から、売電に対して⽀払われる国⺠負担で⽀えられている調達価格の中で算定されており、事業者⾃⾝が積み⽴てることを期待されるものです。加
えて、本制度では、外部機関における積⽴⾦の管理業務に必要な事務費は、国⺠負担である賦課⾦によって⼿当されることが想定されています。そのため、本制度では、積⽴⾦を運⽤することも想定されているものの、積⽴
⾦の原資となる調達価格が国⺠負担によって⽀えられていることを踏まえ、積⽴⾦の利息については、国⺠負担を軽減するため、積⽴⾦の管理業務費⽤に充てることが適切と考えます。
　なお、積⽴⾦の運⽤益（利息）を積⽴⾦の管理業務費⽤に充てる⼀⽅で、別途、事業者からは積⽴⾦の管理業務費⽤を徴収しない扱いとする予定であり、このような取扱いには合理性が認められると考えております。

127 強制的に積⽴てを⾏うのであれば、その間の⾦額に対して⼀定（法定利息、３〜５％、10％、25％など）以上の利⼦、利息、運⽤益を付して返⾦すべきである。
仮に利息を付さないのであれば、財産権侵害ではないか。

　本制度において積⽴てを義務付ける廃棄等費⽤は、FIT制度の開始当初から、売電に対して⽀払われる国⺠負担で⽀えられている調達価格の算定において想定されており、事業者⾃⾝が積み⽴てることを期待されるもの
です。加えて、本制度では、外部機関における積⽴⾦の管理業務に必要な事務費は、国⺠負担である賦課⾦によって⼿当されることが想定されています。そのため、本制度では、積⽴⾦を運⽤することも想定されているもの
の、積⽴⾦の原資となる調達価格が国⺠負担によって⽀えられていることを踏まえ、積⽴⾦の利息については、国⺠負担を軽減するため、積⽴⾦の管理業務費⽤に充てることが適切と考えます。
　加えて、積⽴⾦の運⽤益（利息）を積⽴⾦の管理業務費⽤に充てる⼀⽅で、別途、事業者からは積⽴⾦の管理業務費⽤を徴収しない扱いとする予定であり、このような取扱いには合理性が認められると考えております。
そのため、積⽴⾦に利息を付なさい扱いをすることは、財産権を不当に侵害するものではないと考えております。

128 積⽴⾦については、例えば、⼀般的な理解として原発廃炉費⽤やマンションの修繕積⽴⾦等は損⾦扱いとなっているのと同様に、強制的に積⽴てを強いられる本積⽴⾦も、
損⾦や経費、事業利益からの控除といった扱いとするのが妥当と考える。税務当局と調整の上、そのようにすべきである。

　積⽴⾦は、事業者が将来取り戻すことができる資産として、預⾦と同様に取り扱われるため、毎年度、積⽴額を含む収⼊の全額が課税対象となるのが原則です。また、FIT制度により国⺠負担による価格⽀援を受けている
事業者に税制上の優遇措置を講じることで、⼆重の国⺠負担が発⽣することにも留意が必要です。こうした観点を踏まえ、税制上の優遇措置を講じることなく、FIT制度の⼀環として実施する廃棄等費⽤の積⽴て制度の着
実な実施により、太陽光発電設備の適切な廃棄処理を促していくことが重要であると考えております。

129 内部積⽴てについて、FIT調達期間が終了する10年も前から積⽴てを求めることに反対。

　本制度が、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するためのものであるという観点からは、できるだけ早期に積⽴てを開始
すべきという意⾒もあります。他⽅で、太陽光発電は⼤きな初期投資を⻑期間で回収するビジネスモデルであるため、事業の初期からの積⽴てを求めると事業者への財務的負担が⼤きくなるという憂いがあります。以上のような
点に加え、⼿続のタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同制度による義務
的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とします。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委
員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。

６－７．廃棄費⽤に関する御意⾒（内部積⽴てに関するもの）
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○該当箇所︓
「電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施⾏規則の⼀部を改正する省令案等の概要」第６条の２関係
　「解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭として積み⽴てる額の総額が解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に通常要する費⽤の額を上回るものであるこ
と」

○意⾒内容︓
内部積⽴ての場合、解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に通常要する費⽤の額とは、P.13の表中に⽰されたkWhあたりの「解体等積⽴基準額」に発電
量を乗じたもの（kWhベースの⾦額）となるのか、あるいは、調達委にて想定する資本費に5%を乗じた額（kWベースの⾦額）なのかを確認したい。
もしも前者だった場合は、事業者としては年間によって発電量には変動が⽣じることから、積み⽴てるべき額に予⾒性を保つことができないことから、後者の取扱いとしていただき
たい。
また、kWベースの場合、パネル容量ではなく連系容量ベースと考えてよいか、併せて確認したい。
（2019年の中間整理では、『内部積⽴ての対象案件は、調達価格に応じて、「調達価格の算定において想定された廃棄等費⽤（円 /kW）」（表中「廃棄等費⽤総
額」）に「認定容量（kW）」を乗じた額以上を、調達期間終了までに積み⽴てなければならない。また、調達期間終了前 10 年間は、毎年、当該積⽴て総額を10 年間
で均等に分割して積み⽴てる場合に当該時点で積み⽴てておくべき額以上の額を、積み⽴てておかなければならない。』とあることから、kWベースでの課⾦が求められるところ
とは理解しているものの、念のため確認させていただいた。）

　内部積⽴てが認められた事業に関しては、計画的かつ適切な⽔準の廃棄等費⽤の積⽴てを促すとともに、積⽴計画を客観的に把握する観点から、外部積⽴てにおいて積み⽴てられるべき⽔準、具体的には、調達価格に
応じて、「調達価格の算定において想定された廃棄等費⽤（円/kW）」に「認定容量（kW）」を乗じた額以上の積⽴てを求める⽅針です。これは、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整
理で取りまとめられたものになります。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）第6条の2（認定基準）
○意⾒内容
「解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭として積み⽴てる額の総額が解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に通常要する費⽤の額を上回るものであること
」の確認は、年1回の定期報告で徴される報告に基づき実施されるとの理解でよいか。

　御指摘の点の確認は、内部積⽴ての認定申請における積⽴予定総額により確認されることとなり、当該条件を満たしている必要があります。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）第6条の2（認定基準）
○意⾒内容
太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理のP25脚注にておいて、「調達期間終了前10年間は、毎年、脚注19に記載した廃棄等費⽤
の総額を10年間で均等に分割して積み⽴てる場合に当該時点で積み⽴てておくべき額以上の額を、積み⽴てておく必要がある」とあるが、これは、年1回の定期報告におい
て、事業開始以降の累積の積⽴額を報告し、当該⾦額が「廃棄等費⽤の総額を10年間で均等に分割して積み⽴てる場合に当該時点で積み⽴てておくべき額以上」、す
なわち基準となる累積積⽴額以上となっていれば基準を満たすという理解でよいか。

　御指摘のとおり、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理に沿った表現に修正し、外部積⽴てにより解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合と同じ時期⼜はそれよりも早期に当該再⽣可能エネ
ルギー発電設備の解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられることを、内部積⽴ての要件として求める旨規定することといたします。すなわち、例えば、解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に
通常要する費⽤の額を積⽴予定総額とする場合、積⽴計画が、調達期間の終了前10年間で均等に分割して積み⽴てる場合に毎年の報告時点で積み⽴てておくべき額以上の額を積み⽴てる内容となっていることが求めら
れます。
　当該要件については、まず、内部積⽴ての認定申請における積⽴計画が、上記の条件を満たしている必要があります。その上で、実際に積み⽴てられているかの確認については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関
するワーキンググループ中間整理にもあるとおり、定期報告（年１回）のタイミングにおいて求める報告により実施する⽅針です。
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○保証・保険を活⽤する場合の要件について
　保証や保険が認められるための要件１では、保証⼈⼜は保険者が、推進機関に対し、上記効⼒の消滅時点までの解体等積⽴⾦の総額に相当する額について、連帯保
証債務⼜は保険⾦⽀払債務を負うことが必要とされているが、実際にこのような債務を負ってまで保険や保証を提供する⾦融機関や保険会社が⾒つかっておらず、事実上
制度の利⽤可能性が⼤変制限されている。資⾦効率の点で保険や保証の活⽤は⾮常に有⽤なものであり、海外でも広く活⽤されていると理解しているため、わが国でもこれ
らの仕組みが広く活⽤されるよう要件の⾒直しをお願いしたい。
また、もし要件の⾒直しが難しいということであれば、積⽴に必要な額の⼀部を積⽴て、⼀部を保険や保証でカバーするというような取り組みなど、要件を維持しつつも積⽴⽅
法に関して事業者に柔軟な設計が認められるような制度設計としていただきたい。

　内部積⽴ての要件として許容される保証・保険については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいて審議された結果を踏まえ、今後、ガイドラインにおいて明確化することを検討しており、い
ただいた御意⾒は、今後の執務の参考とさせていただきます。
　なお、確実な廃棄等のための資⾦確保を実現しつつ、事業者の混乱を抑制するシンプルな制度設計、対象案件数が多いなかでの管理運営コストの抑制といった観点から、外部積⽴てにおいては、⼀律、電気供給量に解体
等積⽴基準額を乗じた額の積⽴てを求めることとします。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）第6条の2（認定基準）
○意⾒内容
太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理（以下、「中間整理」）のP25脚注19において、「積⽴⽔準の判断に⽤いる「積み⽴てる額の
総額が解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に通常要する費⽤の額」について、「「調達価格において想定している廃棄等費⽤」のとおり、例えば、調達価格
が40円の案件については1.7万円/kW、14円の案件については1.0万円/kW が積み⽴てるべき廃棄等費⽤の総額として想定されており、これに認定容量（kW）を乗じ
た額以上の積⽴て計画を作成する必要がある。ただし、有効数字の桁数については運⽤に向けて調整の可能性あり。」との記載があるが、内部積み⽴てにおける積⽴額の基
準適合性を判断するための、各事業の基準額（積み⽴てるべき総額や各年に積み⽴てておくべき累積積⽴額）は、どのように決定・通知等が⾏われるのか。また、 「中間
整理」 P11脚注3にも、「内部積⽴ての対象案件は、調達価格に応じて、「調達価格の算定において想定された廃棄等費⽤（円/kW）」（表中「廃棄等費⽤総額」）に
「認定容量（kW）」を乗じた額以上を、調達期間終了までに積み⽴てなければならない」とあるが、調達期間終了までに積み⽴てなければならない額（総額）について、
左記⽂中に「額以上」とあるとおり、 「 「調達価格の算定において想定された廃棄等費⽤（円/kW）」（表中「廃棄等費⽤総額」）に「認定容量（kW）」を乗じた額」と
同額を含むという理解でよいか。

　内部積⽴てによる積⽴てを希望する認定事業者は、内部積⽴てをすることについて認定を受ける必要があり、当該認定を受けるためには、各認定事業者において、事業計画ごとに、「外部積⽴てにおいて積み⽴てられるべき
額」の⽔準以上の積⽴予定総額等を⽰した認定申請を⾏う必要があります。なお、「外部積⽴てにおいて積み⽴てられるべき額」の⽔準の算定⽅法については、今後、ガイドラインで明確化することを検討しております。
　また、御指摘を踏まえ、内部積⽴てにおいて積み⽴てるべき額については、外部積⽴てにおける解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした当該再⽣可能エネルギー発電設備の解体等に通常要する費⽤の額「以上」であ
る旨を規定することといたします。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）第6条の2（認定基準）
○意⾒内容
「改正法第15条の６第４項の規定により解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合よりも早期に解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられること」の確認は、年1
回の定期報告で徴される報告に基づき実施されるとの理解でよいか。

　まず、内部積⽴ての認定申請における積⽴計画が、当該条件を満たしている必要があります。
　その上で、実際に積み⽴てられているかの確認については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理にもあるとおり、定期報告（年１回）のタイミングにおいて求める報告により実施する⽅
針です。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）第6条の2（認定基準）
○意⾒内容
「改正法第15条の６第４項の規定により解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合よりも早期に解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられること」とあるところ、
「改正法第15条の６第４項の規定により解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合」は解体等積⽴基準額に基づくkWhベースでの積み⽴てが求められ、内部積み⽴ての基準とな
る 「廃棄等費⽤の想定額」に認定容量を乗じたkWベースの⾦額と異なる⾦額になると考えられるが、当該条件は、解体等積⽴基準額に基づくkWhベースを上回る⾦額の
積み⽴てを求めるという趣旨ではなく、上記「kWベースの⾦額以上の額」が、「改正法第15条の６第４項の規定により解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合」に認められる期間
よりも早期に積み⽴てが完了すればよい（積⽴期間の点のみに着⽬した条件）との趣旨であるという理解でよいか。

　御指摘のとおり、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理に沿った表現に修正し、外部積⽴てにより解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合と同じ時期⼜はそれよりも早期に当該再⽣可能エネ
ルギー発電設備の解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられることを、内部積⽴ての要件として求める旨規定することといたします。すなわち、例えば、解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に
通常要する費⽤の額を積⽴予定総額とする場合、積⽴計画が、調達期間の終了前10年間で均等に分割して積み⽴てる場合に毎年の報告時点で積み⽴てておくべき額以上の額を積み⽴てる内容となっていることが求めら
れます。
　当該要件については、まず、内部積⽴ての認定申請における積⽴計画が、上記の条件を満たしている必要があります。その上で、実際に積み⽴てられているかの確認については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関
するワーキンググループ中間整理にもあるとおり、定期報告（年１回）のタイミングにおいて求める報告により実施する⽅針です。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）第6条の2（認定基準）
○意⾒内容
「改正法第15条の６第４項の規定により解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合よりも早期に」という条件について、審議会資料等では「外部積⽴てと同じか、より早い時期」と
なっているところ、改正法第15条の６第４項の規定による外部積み⽴ての場合に認められる「調達期間/交付期間の終了前10年間」での積⽴完了でも、条件を満たすとの
理解でよいか。さらに、最終的な積⽴額が、「 改正法第15条の６第４項の規定により解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合」、すなわち、「調達期間終了」よりも実質的に1⽇
でも早く積み⽴てが完了（⼝座等への⼊⾦時点など）していることが確認されれば条件を満たすのか、もしくは、定期報告時点を基準として1年単位で早期であること、すな
わち9年以下での積み⽴てが求められるのかなど、条件の詳細を明らかにされたい。

　御指摘のとおり、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理に沿った表現に修正し、外部積⽴てにより解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合と同じ時期⼜はそれよりも早期に当該再⽣可能エネ
ルギー発電設備の解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられることを、内部積⽴ての要件として求める旨規定することといたします。すなわち、例えば、解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に
通常要する費⽤の額を積⽴予定総額とする場合、積⽴計画が、調達期間の終了前10年間で均等に分割して積み⽴てる場合に毎年の報告時点で積み⽴てておくべき額以上の額を積み⽴てる内容となっていることが求めら
れます。
　当該要件については、まず、内部積⽴ての認定申請における積⽴計画が、上記の条件を満たしている必要があります。その上で、実際に積み⽴てられているかの確認については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関
するワーキンググループ中間整理にもあるとおり、定期報告（年１回）のタイミングにおいて求める報告により実施する⽅針です。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）第6条の2（認定基準）
○意⾒内容
「改正法第１５条の６第４項の規定により解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合よりも早期」であることは、積⽴完了に要する期間、すなわち最終的な積⽴完了時点が早期で
あることを求める条件と考えるが、その理解でよいか。仮に異なる場合は、条件の詳細を明らかにされたい。

　御指摘のとおり、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理に沿った表現に修正し、外部積⽴てにより解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合と同じ時期⼜はそれよりも早期に当該再⽣可能エネ
ルギー発電設備の解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられることを、内部積⽴ての要件として求める旨規定することといたします。すなわち、例えば、解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に
通常要する費⽤の額を積⽴予定総額とする場合、積⽴計画が、調達期間の終了前10年間で均等に分割して積み⽴てる場合に毎年の報告時点で積み⽴てておくべき額以上の額を積み⽴てる内容となっていることが求めら
れます。
　当該要件については、まず、内部積⽴ての認定申請における積⽴計画が、上記の条件を満たしている必要があります。その上で、実際に積み⽴てられているかの確認については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関
するワーキンググループ中間整理にもあるとおり、定期報告（年１回）のタイミングにおいて求める報告により実施する⽅針です。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）第6条の2（認定基準）
○意⾒内容
「内部積⽴てに係る上記各要件を満たさなくなった場合について、以下の事項に同意すること。当該時点において積み⽴てられているべき積⽴⾦に相当する額の⾦銭を、遅
滞なく電気事業法第２８条の４に規定する広域的運営推進機関（以下「推進機関」という。）に積み⽴てること。当該時点以降は、改正法第１５条の６及び第１５
条の７の規定により解体等積⽴⾦を推進機関に積み⽴てること」とあるが、外部積み⽴てに移⾏した場合、当該積⽴⾦等に対して、⾦融機関等による担保権等の設定は
可能という理解でよいか。

○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）第13条の７（解体等積⽴⾦の取戻し）
○意⾒内容
「認定事業者等が内部積⽴てにより解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭を積み⽴てている場合」の取戻し可能額として「推進機関に積み⽴てられた解体等積⽴⾦の全
額」とあるが、これは具体的にはどのような場合を想定した規定か御教⽰願いたい。また、関連して、「（解体等の完了の確認前にその⼀部の取戻しが⾏われた場合にあって
は、その残額） 」との記載が無い理由を教⽰願いたい。

・１つ⽬について
　外部積⽴ての場合、積⽴⾦の取戻しは、解体等の実施に要する費⽤に充てる場合等の⼀定の条件を満たす場合に認められるため、取戻し条件を満たさなければ積⽴⾦を取り戻すことはできません。その前提のもとで、例え
ば、事業者が倒産した場合にそれまでの積⽴⾦の累積額が解体等の実施に要する費⽤を上回ることを想定し、認定事業者との関係において積⽴⾦の取戻請求権に担保権を設定することも考え得るところです。この場合、原
則として、余剰の積⽴⾦は認定事業者の財産として返還されるため、通常の倒産時の法的整理に従って処理されるものと考えられます。

・２つ⽬について
　　「認定事業者等が内部積⽴てにより解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭を積み⽴てている場合」としては、外部積⽴てをしていた事業者が内部積⽴てに移⾏した場合を想定しています。
　また、「認定事業者等が内部積⽴てにより解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭を積み⽴てている場合」における取戻し可能額も、「推進機関に積み⽴てられた解体等積⽴⾦の全額（解体等の完了の確認前にその⼀
部の取戻しが⾏われた場合にあっては、その残額）」となります。このため、御指摘をふまえ、「（解体等の完了の確認前にその⼀部の取戻しが⾏われた場合にあっては、その残額） 」の旨追記することとします。
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○契約内容の公表について
　保証や保険が認められるための要件２では、保険・保証のいずれについても、適切な情報提供の観点から、契約内容等の公表を条件とすることとされているが、すでにワーキ
ンググループの中でも指摘があった通り、⾦融機関や保険会社から情報公開の程度について懸念が伝えられている。制度の⽬的を達成する上で必要最⼩限となるよう配慮を
いただきたい。

いただいたご意⾒も参考にしつつ、適切な制度の運⽤に努めてまいります。
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○該当箇所
概要5⾴　「第6条の2　認定基準」　2つ⽬の⽮⽻根（「改正法第15条の6第4項の規定により解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合よりも早期に解体等に通常要する費⽤に
充てるための⾦銭が積み⽴てられること」）

○意⾒内容
ワーキンググループ「中間整理」25⾴脚注20では、「調達期間終了前10年間は、毎年、脚注19に記載した廃棄等費⽤の総額を10年間で均等に分割して積み⽴てる場
合に当該時点で積み⽴てておくべき額以上の額を、積み⽴てておく必要がある」との記載があり、また、2020年10⽉19⽇付資源エネルギー庁「太陽光発電設備の廃棄等
費⽤の積⽴てを担保する制度に関する詳細検討丸4」4⾴では、「定期報告（年1回）により廃棄等費⽤の積⽴て状況を確認」との記載がある。これらの記載からすると、
年1回の定期報告のタイミングで、最終的に必要となる廃棄等費⽤総額の10分の1ずつが毎年積み⽴てることを確認できる場合には、上記該当箇所の認定基準を充⾜す
るものと理解されるが（すなわち、特定契約上の対価が⽀払われる毎⽉のタイミングで、外部積⽴てにおける積⽴額との⽐較を⾏う必要はない理解。）、かかる理解でよい
か。

○理由
概要の記載からは明らかでないため。

　御指摘のとおり、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理に沿った表現に修正し、外部積⽴てにより解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合と同じ時期⼜はそれよりも早期に当該再⽣可能エネ
ルギー発電設備の解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられることを、内部積⽴ての要件として求める旨規定することといたします。すなわち、例えば、解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に
通常要する費⽤の額を積⽴予定総額とする場合、積⽴計画が、調達期間の終了前10年間で均等に分割して積み⽴てる場合に毎年の報告時点で積み⽴てておくべき額以上の額を積み⽴てる内容となっていることが求めら
れます。
　当該要件については、まず、内部積⽴ての認定申請における積⽴計画が、上記の条件を満たしている必要があります。その上で、実際に積み⽴てられているかの確認については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関
するワーキンググループ中間整理にもあるとおり、定期報告（年１回）のタイミングにおいて求める報告により実施する⽅針です。
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○該当箇所
概要5⾴　「第6条の2　認定基準」　3つ⽬の⽮⽻根の1つ⽬のー

○意⾒内容
1．「⾦融機関との契約において…定められ、当該積⽴⾦が他の⽤途に⽤いられないことが確保されていること」とあるが、2019年10⽉29⽇付「太陽光発電設備の廃棄費
⽤の積み⽴てを担保する制度に関する詳細設計丸3」18⾴にも記載のように、プロジェクトファイナンス案件において「撤去費⽤積⽴⼝座」等として積⽴⾦をプールする⼝座を
定めている場合に、⼀時的に当該⼝座への積⽴てよりも⽀払順位が上位の⼝座への振込・積⽴等の原資が不⾜したときに、当該⼝座内の⾦銭を取り崩して上位⼝座への
振込・積⽴等に充当する旨が規定されていたとしても、定期報告（年1回）のタイミングで、外部積⽴の場合に当該時点において積⽴てが必要となる⾦額（解体等積⽴基
準額）以上の⾦額が当該⼝座に積⽴てられている限り問題ないとの理解でよいか。
2．定期報告（年1回）のタイミングで、仮に⼀時的に当該⼝座内の⾦銭が外部積⽴の場合に当該時点において積⽴てが必要となる⾦額を下回ったとしても、原則1年以
内に（すなわち、次回の定期報告のタイミングまでに）、解体等積⽴基準額の⽔準まで戻せていれば問題ないとの理解でよいか。
3．「原則」1年以内という点については、具体的にどのような場合に例外が認められるのか、⽰してほしい。

（理由）
概要の記載からは明らかでないため。

１について
　御認識のとおりです。なお、ご指摘を踏まえ、解体等に要する費⽤が当該契約において定められた事項以外の⽤途に⽤いられないことが確保されていることを求める旨を規定することといたしました。
２について
　御認識のとおりです。
３について
　１年以内に、外部積⽴てにより解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合の⽔準以上に積⽴額を戻せないことについて、やむを得ない事情があり、かつ、将来的に確実に回復することが⾒込まれる場合等が考えられます。
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○該当箇所
概要5⾴　「第6条の2　認定基準」　4つ⽬の⽮⽻根（「上記のとおりの⾦銭の積⽴ての⽅法以外の⽅法によって資⾦を確保する場合においては、当該再⽣可能エネルギー
発電事業の終了時において確実に解体等に通常要する費⽤の確保が可能であること」）

○意⾒内容
1. 2020年10⽉19⽇付資源エネルギー庁「太陽光発電設備の廃棄等費⽤の積⽴てを担保する制度に関する詳細検討丸4」23⾴に記載されていた上場インフラファンド
の取扱いについて、上場インフラファンド投資法⼈における内部積⽴てが認められるための具体的要件とともに明確化していただきたい。
2. 2020年10⽉19⽇付資源エネルギー庁「太陽光発電設備の廃棄等費⽤の積⽴てを担保する制度に関する詳細検討丸4」23⾴の最後の⽩丸に記載された「両者が
同⼀の売電収⼊を原資に事業を⾏っていることを⽰す資⾦の流れ、賃借⼈からの契約の解除の制限、発電設備や設置された⼟地の他⽬的使⽤の制限など」は、「財務的・
組織的⼀体性を⽰す条項」を例⽰したものであり、⼀つ⼀つが絶対的な要件ではない、という理解でよいか。具体的には、少なくない投資法⼈と賃借⼈SPCとの間の設備の
賃貸借契約において、原則的には賃借⼈SPCからの解除や更新拒絶は制限しつつも、当該契約に基づく賃貸借がファイナンスリースではなくオペレーティングリースに該当する
ことを確保するために、⼀定期間（例えば10年）ごとに賃借⼈SPCから解除や更新拒絶できる仕組みとしていることがあり、このことのみを以って、賃借⼈からの契約の解除
の制限」がなされていないと判断されれば、⼤半の投資法⼈が内部積⽴ての要件を充たさないこととになるのではないかと懸念される。

○理由
概要の記載からは明らかでないため。

　内部積⽴てにおける上場インフラファンド投資法⼈の取扱いについては、御指摘の太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループでの議論を踏まえ、今後、ガイドラインにおいて明確化することを検討してお
ります。いただいた御意⾒は、今後の執務の参考とさせていただきます。
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○該当箇所
概要5⾴　「第6条の2　認定基準」　4つ⽬の⽮⽻根（「上記のとおりの⾦銭の積⽴ての⽅法以外の⽅法によって資⾦を確保する場合においては、当該再⽣可能エネルギー
発電事業の終了時において確実に解体等に通常要する費⽤の確保が可能であること」）

○意⾒内容
2020年10⽉19⽇付資源エネルギー庁「太陽光発電設備の廃棄等費⽤の積⽴てを担保する制度に関する詳細検討丸4」22⾴において⾔及のあった「保険・保証」が内
部積⽴ての⽅法として認められることを、認められるための具体的要件とともに明確化していただきたい。

○理由
概要の記載からは明らかでないため。

　内部積⽴ての要件として許容される保証・保険については、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいて審議された結果を踏まえ、今後、ガイドラインにおいて明確化することを検討しておりま
す。

145

（該当箇所）
概要4⾴　「第5条　認定基準」

（意⾒内容）
これらの要件は、改正法第9条第4項第1号による認定基準ではなく、改正法第9条第4項第7号の認定基準として定めるべき。

（理由）
改正法第9条第4項第1号は、同法第9条第4項第7号と異なり、改正法第15条第2号において、認定計画が同法第9条第4項第1号に適合しなくなったときは、認定の取
消事由に当たるものとされている。概要4⾴「第5条　認定基準」は、あくまで内部積⽴が認められるための要件であり、これらに適合しなくなった場合に、内部積⽴が認められ
なくなる（外部積⽴への移⾏が必要となる）のは当然としても、これに留まらずFIT認定・FIP認定そのものを取り消す（つまり、FIT制度やFIP制度の適⽤を受けられなくす
る）ことは、内部積⽴を利⽤しようとする事業者に対し、不当な追加的不利益を課すものと⾔わざるを得ないように思われる（例えば、適法に変更認定の⼿続を経て、事後
的に太陽光発電設備の出⼒を1,000kW未満に下げたことにより、電気事業法上の発電事業者に該当しなくなった場合に、それだけで認定取消事由に該当することになっ
てしまう。）。太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいても、こうした不利益まで課すという議論はなされていなかったと認識している。
なお、仮に、改正法第9条第3項の事項を発電事業計画に追加する改正法第10条第1項の追加認定のみを取り消し可能とするという趣旨であるならば、概要5⾴「第6条
の2　認定基準」の要件に適合しなくなった場合にも同様の措置が必要となり、また、改正法第15条の規定⾃体の改正も必要となるはずである。
したがって、上記のような趣旨と解することも難しいものと思われるため、やはり、改正法第9条第4項第1号による認定基準として定めることは、適切でないと考える。

　内部積⽴てにより廃棄等のための資⾦を確保していた認定事業者が、内部積⽴てを認める条件を満たさなくなった場合には、外部積⽴てへの移⾏⼿続をとっていただく必要があり、適切に⼿続が⾏われる限り、内部積⽴てを
認める条件を満たさなくなったことだけをもって取消事由には該当することにはなません。
　なお、内部積⽴てを認める条件として、上記外部積⽴てへの移⾏時の取扱いについて同意していることを求めることは、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理においても取りまとめられて
います。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第４６号）の⼀部改正（第⼆条関
係）
　第６条の２　認定基準
　毎年、確保されている解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭の額（⾦銭の積⽴て以外の⽅法によって資⾦を確保する場合にあっては、当該⾦銭の確保の⽅法）を公
表することに同意すること

○意⾒内容
　第６条の２認定基準に「毎年、確保されている解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭の額（⾦銭の積⽴て以外の⽅法によって資⾦を確保する場合にあっては、当該
⾦銭の確保の⽅法）を公表することに同意すること」と規定されているが、廃棄処理は、委託契約業務に基づき実施されるものである。
　毎年、積⽴額を公表することは実際の廃棄費⽤を事前に固定化することとなり、委託業務契約内容をゆがめる恐れがあるので、公表ではなく報告義務とされたい。

　国において積⽴⾦の基準額を決めても、実際に積み⽴てる積⽴⾦の額は供給電気量により異なること、実際に廃棄等に要した費⽤が積⽴⾦を下回ればその差額についても取り戻せること、解体等を依頼する事業者を選択
することができることを踏まえると、⼀定の競争原理が働くと考えられ、事前に固定化するという御指摘は必ずしも当たらないものと考えます。
　太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいても、コストや廃棄等の最⼩化は、イノベーション等による廃棄等の効率化や、基礎・架台のリユース等による将来の低減ポテンシャルを⾒据えて未来
志向で検討すべきと整理されています。将来、廃棄等費⽤が想定と著しくずれることが明確になった場合には、積⽴⾦の基準額⾒直しも含めた検討をしていきます。
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○該当箇所
再エネ特措法施⾏規則の⼀部改正（第⼆条関係）
　第6条の2　認定基準
　内部積⽴による事業計画認定を受けるための要件に係る認定基準のうち、以下の部分
　解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭の積⽴ての⽅法が、次のいずれかに該当するものであること
　-（略）
　-⾦融機関との契約において、再⽣可能エネルギー発電事業における収⽀計画及び積⽴⾦の管理に係る事項が定められ、当該積⽴⾦が他の⽤途に⽤いられないことが確
保されていること」

○意⾒内容
解体等の費⽤の積⽴⾦を管理するための専⽤⼝座（以下「解体費⽤積⽴⼝座」という。）に関して、⾦融機関が元利⾦債権等を被担保債権とする担保権（預⾦返還
請求権に対する質権等）を設定することは認められることを念のため確認されたい。

○理由
プロジェクトファイナンスによる資⾦調達を⾏っている案件では、原則として借⼊⼈である発電事業者の資産の全てに、⾦融機関のための担保権が設定される。かかる担保権
は、⾦融機関の元利⾦債権等を担保するものではあるが、同時に、担保対象の資産が発電事業者の⼀般債権者に対する債務の引当てとなることを防⽌し、事業の継続を
図ることも⽬的としている。（なお、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループの「中間整理」（2019年12⽉）の脚注23においても、⾦融機関が
解体費⽤の積⽴⾦に対して担保設定することが想定されている。）
したがって、解体費⽤積⽴⼝座に関して、⾦融機関が担保権を設定することは、内部積⽴のための認定基準を受ける上で問題とならないことを確認していただきたい。

　御理解のとおり、内部積⽴てが認められる場合の解体等の費⽤の積⽴⾦を管理するための専⽤⼝座（以下「解体費⽤積⽴⼝座」という。）に関して、⾦融機関が元利⾦債権等を被担保債権とする担保権（預⾦返還
請求権に対する質権等）を設定していたとしても、そのことだけをもって、今回定める内部積⽴ての要件を⽋くことにはなりません。
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○該当箇所
「第5条　認定基準」　2つ⽬の⽮⽻根（「当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組を講ずるものであり、当該取組の状況を
公表すること」）

○意⾒内容
「当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組」として、具体的にどのような取組が必要となるのか、ご教⽰ください。

○理由
概要の記載からは明らかでないため。

当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組として、例えば、以下のようなものが現時点で考えられます。
・ 事業の理解促進等を⽬的とした取組
・ 事業実施地域等における環境教育等の活動への協⼒
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○該当箇所
再エネ特措法施⾏規則の⼀部改正（第⼆条関係）
　第6条の2　認定基準
　内部積⽴による事業計画認定を受けるための要件に係る認定基準のうち、以下の部分

　解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭の積⽴ての⽅法が、次のいずれかに該当するものであること
　-（略）
　-⾦融機関との契約において、再⽣可能エネルギー発電事業における収⽀計画及び積⽴⾦の管理に係る事項が定められ、当該積⽴⾦が他の⽤途に⽤いられないことが確
保されていること

○意⾒内容
⾦融機関との間の契約において、借⼊⼈たる発電事業者に期限の利益喪失事由が発⽣した場合、⾦融機関が解体費⽤積⽴⼝座について充当の順位や条件を変更する
ことができる旨の規定を定めることは、認定基準における「積⽴⾦が他の⽤途に⽤いられないことが確保されている」という部分に反することなく可能であると解してよいか。

○理由
プロジェクトファイナンスにおける資⾦管理のルールにおいては、借⼊⼈に期限利益喪失事由が発⽣した場合、借⼊⼈の資⾦管理のための各⼝座について、⼝座間の充当順
位を貸付⼈が変更できるという規定が⼀般的に盛り込まれている。かかる規定により解体費⽤積⽴⼝座への積⽴ての順位を変更することは、認定基準における「積⽴⾦が他
の⽤途に⽤いられないことが確保されている」という部分に反することなく可能であると解してよいか。

　御理解のとおり、⾦融機関との間の契約において、借⼊⼈たる発電事業者に期限の利益喪失事由が発⽣した場合に⾦融機関が解体費⽤積⽴⼝座について充当の順位や条件を変更することができる旨の規定を定めたと
しても、そのことだけをもって、今回定める内部積⽴ての要件を⽋くことにはなりません。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第４６号）の⼀部改正（第⼆条関
係）
　第６条の２　認定基準

○意⾒内容
　ある発電所に関し、⼟地所有者と賃貸借契約を締結し、⼟地を借り受けて発電事業を⾏っている。当該賃貸借契約上、契約期間中に保証⾦を⼟地所有者に納めること
が求められているため、融資を受けている⾦融機関に⼿数料を払って銀⾏保証状を発⾏してもらい、⼟地所有者に提出した。融資契約により、銀⾏からの融資期間が終了
する時期（調達期間終了より前）に保証状額⾯相当額に達するように、その数年前から専⽤の銀⾏⼝座に積み⽴てを⾏うこととなっている。融資契約終了時に、銀⾏保
証状を⼟地所有者から回収し、代わりに積⽴てを取り崩して現⾦を⼟地所有者に納付することになる。
　内部積⽴の場合、積⽴⽅法は現⾦によらず別の⼿段、例えば銀⾏保証状等も可能としていただきたい。
　あるいは、このような詳細な点は、規定でなく別途ガイドライン等での記載を検討されるのか。

　内部積⽴てについては、⼀定の要件を満たす⾦融機関との保証により廃棄等費⽤に充てる資⾦を確保することを認める⽅針が、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいて、まとめられました。
同ワーキンググループで審議された結果を踏まえ、今後、ガイドラインにおいて明確化することを検討しております。
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〇該当箇所
　電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第４６号）の⼀部改正（第⼆条関
係）
　・第６条の２　認定基準

〇意⾒内容
　第６条の２認定基準の中に、「認定の申請をした者⼜はその親会社等若しくは⼦会社等（⾦商法上の⾦融取引所またはこれに準ずる取引所において株式を上場してい
る場合に限る）」という規定（第6条の２認定基準）があるが、この記述の中の（⾦商法上の・・・場合に限る）という記述は、その解釈としては
　１．認定を申請をした者⼜はその親会社等若しくは⼦会社等、にかかる
　２．親会社等若しくは⼦会社等、にかかる
　３．⼦会社等、にかかる
のいずれになるのか。
　また、その記述の⽅法についても誤解のないように明確にしてほしい。

ご指摘の「（⾦商法上の⾦融取引所またはこれに準ずる取引所において株式を上場している場合に限る）」は、「認定を申請をした者⼜はその親会社等若しくは⼦会社等」にかかっています。また、正しく理解されるよう、適切
な周知⽅法等を検討していきます。
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○積⽴⾦の積⽴て⽅法について︓
上場企業にのみ内部積⽴を認めていることは公平では無い。
地⽅銀⾏でローンを組んでいる場合、定期預⾦や⽣命保険⾦を担保に出している場合が多く、また補修⽤の別途強制積⽴てを⾏っている事も多く、⼆重積⽴てでキャッシュ
フローが⾚字になる状況が想定される。
償却資産税を⽀払っていない発電所、管理体制がなされていない発電所が多数ある状況であり、それらの対応及びより簡便な報告体制・内部留保申告（⾦融機関の残
⾼報告等）・システム構築が優先すべき案件だと思料する。

　内部積⽴ては、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能と認められる場合に、例外的に認められるものです。具体的な内部積⽴てが認めら
れ得る要件としては、会計⼠により監査された財務諸表の開⽰及び上場審査が⾏われている場合だけでなく、⾦融機関との契約による厳格な資⾦管理がされている場合⼜は⼀定の要件を満たす保険若しくは保証により資
⾦確保が担保されている場合も含めることとしています。
　なお、ご意⾒をいただいた対応⽅法を導⼊したとしても、廃棄等費⽤の⼯⾯がされずに設備が放置・不法投棄されるという事態を未然に防⽌することは困難と考えられます。そのため、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相
当する額を差し引くことで源泉徴収的に外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。

153 内部積み⽴ての認定基準は、明らかに⼤企業を除外する意図が⾒える。⼤企業といえど、他の⽬的で使⽤することは可能で、公平性を⽋く。
　内部積⽴ては、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能と認められる場合に、例外的に認められるものです。具体的な内部積⽴てが認めら
れ得る要件として、⼀定規模以上の企業であることを必須要件とはしておりません。なお、これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委
員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第４６号）の⼀部改正（第⼆条関
係）
　第５条　認定基準
　当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当該措置を公表すること
○意⾒内容
　第５条認定基準に「当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当該措置を公表するこ
と」と規定されているが、調達期間終了後の事業継続の可否は、⼩売電気事業者との卸供給契約内容、電⼒市場の動向、出費者の継続意思、発電設備の稼働状況等
から調達期間終了前近傍の適切な時期に総合的に判断されるものであり、調達期間終了後の継続性について現時点で判断することは、事業運営上困難である。
　発電設備を適切に保守点検していくことは基本であるが、調達期間終了後の事業継続するための措置を、現時点であらかじめ講ずることは事業運営上不合理であり、認
定基準からの削除を要望したい。

　内部積⽴ては、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能と認められる場合に、例外的に認められるものです。⻑期安定発電の責任・能⼒を
担うことが可能と認められるための要件として、調達期間終了後における再投資や発電事業継続に関する事項等を内容とする⻑期安定的な発電事業の実施に向けた事業計画等を作成し、これを公表することを求めることと
します。なお、これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経
た上での⽅針となっています。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第４６号）の⼀部改正（第⼆条関
係）
　第５条　認定基準
　当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当該措置を公表すること
○意⾒内容
　第５条認定基準に「当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当該措置を公表するこ
と」と規定されているが発電設備を適切に保守点検していくことは極めて重要であるが、保守点検は調達期間終了後の事業継続を前提として実施されるものではない。このた
め、調達期間終了後も継続するために要求されている必要な措置が、何を求めているのか不明瞭である。
　調達期間終了後の事業継続するための措置にかかわらず、発電設備を適切に保守点検していくことは極めて重要である。そのうえで、「調達期間終了後も継続するために
必要な措置」として、具体的どのような措置を想定しているかを具体的に⽰されたい。

当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置として、例えば、以下のようなものが現時点で考えられます。
・ 調達期間終了後の売電⽅法等に関する検討状況等を事業計画等に記載する
・ 調達期間終了後の発電所の⽤地確保等に関する取組状況を事業計画等に記載する
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〇該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第４６号）の⼀部改正（第⼆条関
係）
　第５条　認定基準
・当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組を講ずるものであり、当該取組の状況を公表すること
〇意⾒内容
　第５条認定基準に「当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組を講ずるものであり、当該取組の状況を公表すること」と規定
されているが、地域社会との共⽣に向けた活動は、共⽣の相⼿⽅、すなわち地域社会との協議、理解の上に実施されるものと考えられる。また、運転開始前の実施の他、運
転開始後にも継続的に実施される活動もある。したがって、地域社会との共⽣に向けた活動は、すべての事業活動に必要なものであり、認定基準ではなく、努⼒義務または
推奨事項に変更されたい。

　内部積⽴ては、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能と認められる場合に、例外的に認められるものです。⻑期安定発電の責任・能⼒を
担うことが可能と認められるための要件として、発電事業の継続に向けた地域との共⽣に向けた取組に関する事項等を内容とする⻑期安定的な発電事業の実施に向けた事業計画等を作成し、これを公表することを求めること
とします。なお、これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経
た上での⽅針となっています。

157 内部積⽴ては⼤⼿のみという発想を含め、⾮常に公平性にかけた法令である。⽇本国⼟でも再エネ１００％は可能、電⼒会社の変電所単位に⼤型蓄電池を設置すれば
良い。その費⽤こそ電気代にのせて国⺠から徴収すべきであり、⼤⼿⼀般電⼒会社だけを守るだけの費⽤を賦課⾦で回収することはやめるべきだ。

　内部積⽴ては、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能と認められる場合に、例外的に認められるものです。具体的な内部積⽴てが認めら
れる要件について、⼀定規模以上の企業であることを必須要件とはしておりません。また、⼤⼿電⼒会社を守るための費⽤を賦課⾦で回収するという御指摘も当たりません。なお、これらの要件については、太陽光発電設備の
廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
　その他いただいた御意⾒は、今後の執務の参考とさせていただきます。
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○第６条の２ 認定基準
（意⾒）
「改正法第１５条の６第４項の規定…よりも早期に…⾦銭が積み⽴てられること」の「早期」について、その定義を分かりやすく⽰して頂きたい。

太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ中間整理に沿った表現に修正し、外部積⽴てにより解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合と同じ時期⼜はそれよりも早期に当該再⽣可能エネルギー発電設備の
解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられることを、内部積⽴ての要件として求める旨規定することといたします。

159

○「第６条の２ 認定基準」関係
廃棄費⽤の積⽴について、内部積⽴の場合、プロジェクトファイナンス案件等ではレンダーとのローン契約等に基づき、⽉次で積⽴する運⽤が⼀般的と思われる。
中間整理では積⽴総額を10 年間で均等に分割した⾦額の積⽴が求められているところだが、運転費⽤報告を提出するタイミング（運転開始⽉またはその翌⽉）では、当
該年次に積⽴する予定の額が積⽴しきれない場合なども想定される。
積⽴総額を10 年間で均等に分割した⾦額を更に⽉割した⾦額が積み⽴てされていれば良いとするなど、柔軟に運⽤することを検討していただけないか。

　内部積⽴ての場合、外部積⽴てにより解体等積⽴⾦を積み⽴てる場合と同じ時期⼜はそれよりも早期に当該再⽣可能エネルギー発電設備の解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられることが、要件と
して求められます。
　本制度による義務的な積⽴ての開始は、調達期間終了時から10年前の⽇であり、それ以降、毎年の定期報告（発電設備が運転開始した⽉⼜はその翌⽉に、毎年1回報告）のタイミングにおいて、解体等積⽴⾦の額の
算定において基礎とした解体等に通常要する費⽤を調達期間の終了前10年間で均等に分割して積み⽴てる場合に、毎年の報告時点で積み⽴てておくべき額以上の額を積み⽴てていることが求められます。
　毎年の定期報告は、発電設備が運転開始した前⽉までの内容について報告が求められるものであるため、例えば、調達期間終了時から９年前の⽇以降直近の報告では、上記の10年間での均等分割のうち１年分が積み
⽴てられていることが求められます。そのため、ご質問のような問題は⽣じないものと考えております。



160
内部積⽴の⽅法も多種多様でなければ、再⽣可能エネルギー設備の運⽤維持を適正に⾏っている事業者を淘汰することに繋がりかねない。
設備の保守点検を適正に⾏っている事業者ほど、毎⽉の収⽀は厳しい状況かと思われる。
どうか適切なご判断により、今回の法改正を中⽌いただくか、適正な法改正が⾏われることを切に願う。

　本制度は、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めこととしていますが、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑期安定発電の責任・能⼒を担う
ことが可能と認められる場合には、例外的に内部積⽴てが認められることとしています。
　上記の趣旨をふまえると、内部積⽴てが認められる事業については、⼀定の条件を満たしていただく必要があります。このことは、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒
電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
　また、具体的な内部積⽴てが認められ得る要件としては、会計⼠により監査された財務諸表の開⽰及び上場審査が⾏われている場合だけでなく、⾦融機関との契約による厳格な資⾦管理がされている場合⼜は⼀定の要
件を満たす保険若しくは保証により資⾦確保が担保されている場合も含めることとしています。
　なお、再エネ特措法の改正に係る法律（エネルギー供給強靱化法）は、国会での審議等を経て、2020年6⽉に成⽴しており、再エネ特措法施⾏規則の⼀部を改正する省令案等を対象にした本意⾒公募の対象ではあ
りません。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）（以下、規則案） 第5条（認定基準）

○意⾒内容
「当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当該措置を公表すること」に関して、当該
「必要な措置」として、例えば次に挙げるような内容等が想定されるが、理解に相違ないか。また、これ以外にどのような措置が要件を満たすと考え得るか、例⽰頂きたい。
・ FIT買取期間終了後の売電⽅法等の検討状況等を事業計画等に記載する
・ 調達期間終了後の発電所⽤地の確保等に関する取組み状況を事業計画等に記載する

　当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置として、現時点での基準において、御意⾒いただいた内容等は想定される具体例として相違ありません。なお、その内
容等は事業によって様々であると考えられるため、追加での例⽰はいたしません。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）（以下、規則案） 第5条（認定基準）

○意⾒内容
「調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当該措置を公表すること」とあるが、当該「公表」の⽅法につき教⽰願いたい。例えば、事業計画に記
載（事業計画のフォーマットが改訂された場合）し、当該記載事項を貴庁Website等で公表するのか、各事業者が個別に何らかの⽅法で公表するのかなど。

　公表の⽅法については、各事業者が各事業者のウェブサイト等で措置内容を公表し、当該ウェブサイトのURL等を「事業計画認定情報　公表⽤ウェブサイト」にて公表するなどの⽅法を検討しています。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）（以下、規則案） 第5条（認定基準）

○意⾒内容
「当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組を講ずるものであり、当該取組の状況を公表すること」に関して、当該「発電事業と
地域社会との共⽣に向けた取組」として、例えば次に挙げるような内容等が想定されるが、理解に相違ないか。また、これ以外にどのような措置が要件を満たすと考え得るか、
例⽰頂きたい。
・　地域の活動等への協賛・参加
・　事業の理解促進等を⽬的とした施設の⾒学受け⼊れや関連する設備の整備
・　発電所⽴地地域等における環境教育等の活動への協⼒

　当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組として、現時点での基準において、御意⾒いただいた内容等は想定される具体例として相違ありません。なお、その内容等は事業に
よって様々であると考えられるため、追加での例⽰はいたしません。
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○該当箇所
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成24年経済産業省令第46号）の⼀部改正案（第⼆条関
係）（以下、規則案） 第5条（認定基準）

○意⾒内容
「地域社会との共⽣に向けた取組を講ずるものであり、当該取組の状況を公表すること」とあるが、当該「公表」の⽅法につき教⽰願いたい。例えば、事業計画に記載（事業
計画のフォーマットが改訂された場合）し、当該記載事項を貴庁Website等で公表するのか、各事業者が個別に何らかの⽅法で公表するのかなど。

　公表の⽅法については、各事業者が各事業者のウェブサイト等で措置内容を公表し、当該ウェブサイトのURL等を「事業計画認定情報　公表⽤ウェブサイト」にて公表するなどの⽅法を検討しています。

165 ⼤企業の運営する発電所は内部積⽴が可能で、零細発電事業者は強制積⽴というのは、⼤企業の外圧を意識しているのではないか。⼩さな会社は安⼼して任せられない
ということか。

　内部積⽴ては、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能と認められる場合に、例外的に認められるものです。具体的な内部積⽴てが認めら
れる要件について、⼀定規模以上の企業であることを必須要件とはしておりません。なお、これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委
員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
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・「第５条 認定基準」関係
『当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当該措置を公表すること 』とは、新規の認定
案件のみを対象としたもので、既認定案件は対象としない理解でよいか確認したい。

　御指摘の規定は、内部積⽴てが認められるための要件を定めるものです。内部積⽴てによる積⽴てを希望する認定事業者は、内部積⽴てをすることについて認定を受ける必要があり、当該認定を受けるためには、令和４年
４⽉１⽇以降にFIT認定を受けようとする事業だけでなく、同⽇時点で既にFIT認定を受けている事業についても、等しく充⾜を求めることとしております。
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○該当箇所︓
4ページ「電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法施⾏規則の⼀部を改正する省令案等の概要」
・ 当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当該措置を公表すること
・ 当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組を講ずるものであり、当該取組の状況を公表すること

○意⾒内容︓
意⾒
・「調達期間の終了後も継続するために必要な措置」や「地域社会との共⽣に向けた取組」について、報告フォーマットや報告すべき事項が明⽰されていない。
・また、左記の措置や取り組みの状況を外部に公表することには違和感がある。

○理由︓
現⾏の事業計画のフォーマットには、「調達期間の終了後も継続するために必要な措置」や「地域社会との共⽣に向けた取組」の報告欄などは存在しないものと理解してい
る。改正省令等が施⾏された後は、定期報告を通じて左記の措置や取り組みの状況の報告が求められる理解で正しいか確認したい。
併せて、どのような事項について報告が求められるのか確認したい。
なお、国や⾃治体など、然るべき公的機関に対して左記の措置や取り組みの状況を報告することへの異論はないが、当該措置や取組について、外部に公表することには違和
感がある。
調達期間終了後も運転を継続するためには、アグリゲーションビジネス等の制度環境が整い、調達期間終了後の事業スキームを精緻に整理できた状況下で地元地権者を
含む地域社会との合意形成を図る必要がある。
左記のような事業スキームの整理や地域社会との合意形成が伴わないまま、調達期間終了後に運転継続の意思の有無が外部に公表されることによって、却って地域社会と
の軋轢を⽣じる可能性もあることから、左記の措置や取り組みを外部に公表することについては反対する。

　ご理解のとおり、事業計画の認定申請様式等についても、改正を⾏います。

　当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置として、例えば、以下のようなものが現時点で考えられます。
・ 調達期間終了後の売電⽅法等に関する検討状況等を事業計画等に記載する
・ 調達期間終了後の発電所の⽤地確保等に関する取組状況を事業計画等に記載する

　当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組として、例えば、以下のようなものが現時点で考えられます。
・ 事業の理解促進等を⽬的とした取組
・ 事業実施地域等における環境教育等の活動への協⼒

　また、内部積⽴ては、発電事業終了後、太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念が⾼まっているなかで、原則として源泉徴収的な外部積⽴てが求められる⼀⽅、確実な資⾦確保と⻑期安
定発電の責任・能⼒を担うことが可能と認められる場合に例外的に認められるものです。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
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〇対象省令
電気事業者による再⽣可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法の⼀部改正に伴う施⾏規則（平成２４年経済産業省令第４６号）の⼀部改正（第⼆条関
係）

○意⾒箇所
第５条 認定基準

○意⾒
「調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当該措置を公表すること」及び「地域社会との共⽣に向けた取組を講ずるものであり、当該取組の状
況を公表すること」に関し、どのような対応ならびに情報開⽰が求められるのか、具体的な例⽰などその要件を明確にして頂きたい。

　当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置として、例えば、以下のようなものが現時点で考えられます。
・ 調達期間終了後の売電⽅法等に関する検討状況等を事業計画等に記載する
・ 調達期間終了後の発電所の⽤地確保等に関する取組状況を事業計画等に記載する

　当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業と地域社会との共⽣に向けた取組として、例えば、以下のようなものが現時点で考えられます。
・ 事業の理解促進等を⽬的とした取組
・ 事業実施地域等における環境教育等の活動への協⼒
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○該当箇所
「第5条　認定基準」　1つ⽬の⽮⽻根（「当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置を講ずるものであり、当
該措置を公表すること」）

○意⾒内容
「当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置」として具体的にどのような措置が必要となるのか、ご教⽰くださ
い。

○理由
概要の記載からは明らかでないため。

　当該認定の申請に係る再⽣可能エネルギー発電事業を調達期間の終了後も継続するために必要な措置として、例えば、以下のようなものが現時点で考えられます。
・ 調達期間終了後の売電⽅法等に関する検討状況等を事業計画等に記載する
・ 調達期間終了後の発電所の⽤地確保等に関する取組状況を事業計画等に記載する

170 「再⽣可能エネルギー発電設備の解体及びその解体により⽣ずる廃棄物の撤去その他の処理」について、内部積⽴と源泉徴収型を選択できるのは⼀定規模以上の発電所
であることは、法の下の平等に反していないか。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。また、内部積⽴ては、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑
期安定発電の責任・能⼒を担うことが可能と認められる場合に、例外的に認められるものです。具体的な内部積⽴てが認められる要件として、事業計画における再エネ発電設備が電気事業法上の事業⽤電気⼯作物である
ことなどを求めることとしていますが、これらについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめ
のパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
　上記のとおり、内部積⽴てが認められるかどうかに関し、⼀定の要件を満たす事業計画とそうでない事業計画で取扱いに差異を設けることは、本制度の趣旨を踏まえた合理的区別であり、法の下の平等に反するものではない
と考えています。

171 ○第４条の２　認定⼿続について
内部認定の認定基準を満たしていると思われる事業者であっても、ＩＤによっては内部認定を申請せず、外部積み⽴てとすることは可能か。

　内部積⽴ては、事業計画ごとに認められます。このため、内部認定の認定基準を満たしていると思われる事業者であっても、事業計画ごとに内部積⽴ての認定申請を⾏っていただくことになります。したがって、IDによっては内
部積⽴ての認定申請を⾏わず、外部積⽴てとすることも可能です。
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○該当箇所
再エネ特措法施⾏規則の⼀部改正（第⼆条関係）
　第6条の2　認定基準
　内部積⽴による事業計画認定を受けるための要件に係る認定基準のうち、以下の部分
　「解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭の積⽴ての⽅法が、次のいずれかに該当するものであること
　-（略）
　-⾦融機関との契約において、再⽣可能エネルギー発電事業における収⽀計画及び積⽴⾦の管理に係る事項が定められ、当該積⽴⾦が他の⽤途に⽤いられないことが確
保されていること」

○意⾒内容
　解体費⽤積⽴⼝座よりも上位の⼝座（元利⾦返済の⼝座を含む）に資⾦不⾜が⽣じる場合、解体費⽤積⽴⼝座内の資⾦を⼀時的に当該上位の⼝座に振り替え
て、解体以外の⽬的で使⽤することは許容されるか。

○理由
　プロジェクトファイナンスにおける資⾦調達を⾏っている案件では、各種⽀払のための専⽤⼝座を設け、各⼝座間の充当順位や条件を定める厳格な資⾦管理のルールが定
められることが⼀般的である。かかる規定においては、⼀般的に、上位の⼝座において資⾦不⾜が⽣じる場合、下位の⼝座内の資⾦を当該上位の⼝座に振り替えて、当該
上位の⼝座の資⾦不⾜を解消するという仕組みが⼀般的に盛り込まれている。（なお、「中間整理」の脚注21においても「例えば、⾦融機関が関与して各費⽤等の⽀払の
ための専⽤⼝座を開設し貸付契約時に定めた充当順位や条件に従った資⾦管理をしている案件では、何らかのトラブルにより発電できない状況が続いた場合、充当順位や
条件に従って、廃棄等のための積⽴⾦を管理している専⽤⼝座から元利返済の費⽤を充当するケースも想定される。」との記載があり、解体費⽤積⽴⼝座内の資⾦が元利
返済に充当されることを想定しているようである。）
　このような上位⼝座の資⾦不⾜時の振替えの仕組みと、認定基準における「当該積⽴⾦が他の⽤途に⽤いられないことが確保されていること」という部分との関係が不明確
である。
　解体費⽤積⽴⼝座については、かかる上位⼝座への振替えの仕組みが認められないのか、あるいは、⼀定の範囲内で（たとえば、当該時点において外部積⽴てを⾏ってい
た場合と同等の⾦額を解体費⽤積⽴⼝座に残したうえで、かかる⾦額を上回る分について）上位⼝座への振替は許容されるか、ルールを明確にしていただきたい。

　ご理解のとおり、プロジェクトファイナンスにおける資⾦調達を⾏っている案件において、解体費⽤積⽴⼝座よりも上位の⼝座（元利⾦返済の⼝座を含む。）に資⾦不⾜が⽣じる場合、解体費⽤積⽴⼝座内の資⾦を⼀時
的に当該上位の⼝座に振り替えて、解体等以外の⽬的で使⽤したとしても、そのことだけをもって、今回定める内部積⽴ての要件を⽋くことにはなりません。
　上記の点を明確化するため、解体等に要する費⽤が当該契約において定められた事項以外の⽤途に⽤いられないことが確保されていることを求めることといたします。
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⾼単価FITの太陽光と低単価FITの太陽光の状況が違うように、営農型太陽光と⼀般的な野⽴て太陽光とも区別していただきたい。

（営農型太陽光についての意⾒）
農業委員会による農地⼀時転⽤の許可要件に、営農に問題がある場合は遅滞なく撤去すること、撤去費⽤の明⽰がなければ受理されないこと、既に農業委員会が正しい
営農型太陽光の運営について監督責任を果たしていることといったものに加え、毎年の定期報告時に項⽬を増やし、撤去費⽤の積み⽴て状況を提⽰できれば⼗分ではない
か。
また、営農型太陽光の架台は、直射⽇光を和らげる遮光棚として機能している⾯もあり、農作物の品質向上に役⽴っている。
⼀般的な野⽴て太陽光と異なり、営農を続ける限り、管理放棄され草で覆われるといったことも起こらない。
万が⼀、20年後に電⼒会社が電⼒買取拒否した場合でも充電に対応した農業機械、農業⽤⽔を取り⼊れるポンプ等、活⽤できるため撤去するメリットは皆無。
撤去前提の制度導⼊により⽇本の農家をこれ以上苦しめることの無いよう再検討をお願いしたい。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に外部積⽴てする制度を適⽤
することとしています。
　その際、10kW以上の太陽光発電については、それが営農型太陽光であっても、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に廃棄等費⽤が考慮されてきています。このため、事業者にとって公正かつ公平な制度とすると
いう観点から、10kW以上全ての太陽光発電を本制度の対象とすることとしました。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会に
おける審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。

174 営農型は簡易設計であり、制度の対象から除外すべき。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むといった状況のため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　本制度は、こうした地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されてきている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するためのものです。当該発電設備の設計が簡易であるかに
よらず、こうした取組を⾏うことで、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律の確保しながら⻑期安定的に事業実施される主⼒電源となるよう、努めてまいります。
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営農型太陽光については、次に挙げる事情等から、その撤去は農業の事業性で判断するのが⾃然であり、内部積⽴てにより撤去を実施することが実態にあっている。そのた
め、営農型太陽光であることを、内部積⽴てを認める場合の条件に含めていただきたい。
①　農業委員会による農地⼀時転⽤の許可要件に、営農に問題がある場合は遅滞なく撤去することがうたわれており、撤去費⽤の明⽰がなければ受理されず、農業委員
会が正しい営農型太陽光設備の運営管理について監督の機能を果たしていること
②　毎年営農状況を報告することになっており、ここで撤去費⽤の状況を報告することで撤去に対する備えが確認できること
③　営農型架台は売電と同時に農業施設（ex.遮光棚）としても機能しているため、発電の役⽬を終えても設備はそのまま活⽤することが想定されること

　本制度は、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めこととしていますが、外部積⽴てでなくても廃棄処理のための確実な資⾦確保が可能であり、かつ、⻑期安定発電の責任・能⼒を担う
ことが可能と認められる場合には、例外的に内部積⽴てが認められることとしています。
　上記の趣旨をふまえると、内部積⽴てが認められる事業については、⼀定の条件を満たしていただく必要があります。このことは、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒
電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
　このため、営農型太陽光発電設備であることだけをもって内部積⽴てを認めることはできませんが、営農型太陽光発電であっても、内部積⽴てが認められる要件を満たせば、内部積⽴てによる廃棄等のための資⾦確保をする
ことが認められます。

176 住宅の場合、パネルを屋根材として設置するケースがあり、基本的に住宅は、３０年や４０年住み続ける。
パネルは、３０年ぐらいの耐久性は普通にあるため、住宅を取り壊すまで使⽤すると思われる。１０kW以上でも住宅の屋根に乗せているものに関しては、廃棄費⽤の徴収
は、やめていただきたい。

　10kW以上の太陽光発電については、それが住宅の屋根に設置される場合であっても、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に廃棄等費⽤が考慮されてきています。このため、事業者にとって公正かつ公平な制度
とするという観点から、10kW以上全ての太陽光発電を本制度の対象とすることとしました。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委
員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。

177 住宅やカーポートなどに付随する太陽光発電設備についても廃棄積⽴⾦を徴収すべき。
　本制度では、太陽光発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念に対応するため、10kW以上の全ての太陽光発電事業（ただし、複数太陽光発電設備事業を含む）を対象
に、当該事業の調達価格の決定の際に想定されていた廃棄等費⽤について、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めることとしております。
　10kW未満の案件については、家屋解体時に適切に廃棄されると想定され、また、10kW未満の調達価格においては廃棄等費⽤を想定して決定されていないことも踏まえ、本制度の対象外としています。
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現状の案だと発電事業を継続することが難しくなることも考えられ、継続する意味もなくなりそうである。ボランティアで始めているわけではなく、ある程度の利益を⾒込んでの事
業開始である。
個⼈的には、現実的かどうか分からないが、放置されたような発電所などを対象にし、しっかり管理している発電所は除外すべきではないかと考える。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。
　積⽴時期や積⽴ペースについては、FIT 制度では太陽光発電（10kW 以上）に対して調達期間 20年間にわたって固定の調達価格で⽀援しており、国内外の多くのパネルメーカーは 20〜25 年程度の性能保証を提
供しているところ、通常は FIT 制度による調達期間 20 年の途中で事業を廃⽌するのではなく20 年を超えて事業が継続されると考えられることを念頭に、運転維持費に対して初期にかかる資本費が⼤きいという電源特性も
ふまえた事業者の負担、⼿続きのタイミングに関する事業者間の公平性、事業者の混乱を抑制するためのシンプルな制度設計、対象案件数が多い中でのシステム⾯や契約⾯での管理運営コストの抑制といった観点から、同
制度による義務的な積⽴ては⼀律に調達期間終了前 10年間とすることとしています。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律の確保しながら⻑期安定的に事業実施される主⼒電源となるよう、努めてまいります。

179 今回の撤去費⽤の積み⽴てに対して、事業者は相応の利益を失うものであり、これに対して国は異なる形で、同等のメリットを事業者にあたえなければいけない。買取単価を
数円でもあげ、その分を撤去費⽤として徴収するべきである。

　本制度において積⽴てを義務付ける廃棄等費⽤は、FIT制度の開始当初から、売電に対して⽀払われる国⺠負担で⽀えられている調達価格の算定において想定されており、事業者⾃⾝が積み⽴てることを期待されるもの
です。加えて、本制度では、外部機関における積⽴⾦の管理業務に必要な事務費は、国⺠負担である賦課⾦によって⼿当されることが想定されています。そのため、本制度では、積⽴⾦を運⽤することも想定されているもの
の、積⽴⾦の原資となる調達価格が国⺠負担によって⽀えられていることを踏まえ、積⽴⾦の利息については、国⺠負担を軽減するため、積⽴⾦の管理業務費⽤に充てることが適切と考えます。
　なお、積⽴⾦の運⽤益（利息）を積⽴⾦の管理業務費⽤に充てる⼀⽅で、別途、事業者からは積⽴⾦の管理業務費⽤を徴収しない扱いとする予定であり、このような取扱いには合理性が認められると考えております。

６－８．廃棄費⽤に関する御意⾒（その他に関するもの）
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（該当箇所）
概要8⾴　「経過措置」

（意⾒内容）
本経過措置が設けられた趣旨をご教⽰ください。

（理由）
「この省令の様式」が⽰されておらず、概要の記載からは明らかでないため。

　2022年4⽉施⾏される改正再エネ特措法では、事業計画に解体等の⽅法に関する事項の記載を求めるなどしています。御指摘いただいた経過措置規定は、上記法改正に関し、既にFIT認定を受けている案件について
は、内部積⽴てによる積⽴てを希望する場合を除いて、追加された事業計画の項⽬について、事業者において特別の申請をする必要がないことを明確にする趣旨の規定です。

181 積⽴を法案化するのであれば、同時にFIT終了後でも継続使⽤する施策も法案化すべきではないか。 　いただいた御意⾒は、今後の執務の参考とさせていただきます。

182 積⽴制度によって10年後以降の発電所の売買（セカンダリーマーケット）に⼤きな影響が出る。この積⽴制度によって売りにくくなり、買いずらくなるのは明⽩。セカンダリーマー
ケットがFIT終了後も継続使⽤する⽅向性を⽰しいているため、その妨げになることを認識すべき。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　FIT 制度においては、調達期間終了後であっても、発電事業を譲渡する場合には事業計画の変更が必要であるところ、発電事業の譲渡に伴い積⽴⾦も譲渡先の認定事業者に承継されることとなります。積⽴⾦を取り戻
せる主体は、2022年4⽉施⾏の改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に関する特別措置法）第15条の9に基づき、原則として認定事業者等とされているため、譲渡により認定事業者の地位が承継
された場合には、承継後の認定事業者が、積⽴⾦を取り戻すことができます。
　また、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換し
て発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律の確保しながら⻑期安定的に事業実施される主⼒電源となるよう、努めてまいります。

183 買取期間20年を終えた後も、即解体ということではなく、なるべく⻑く電⼒供給に寄与してもらう⽅が、国⺠の利益につながる。
　本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換して発
電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律の確保しながら⻑期安定的に事業実施される主⼒電源となるよう、努めてまいります。

184 当⽅はFIT終了後も10年間は既存の架台等で発電事業を継続できるような設備を構築しているため、20年経過時ではまだ⼤概の設備は廃棄等を⾏う可能性が低い、こ
のことから20年経過後に廃棄せず、そのまま発電事業を継続する事業者のことも考慮した制度設計とすべきである。

　本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換して発
電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律の確保しながら⻑期安定的に事業実施される主⼒電源となるよう、努めてまいります。
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これから更に再⽣可能エネルギーの徹底的な活⽤が必要になるにもかかわらず廃棄ありきの制度には違和感を感じる。
FIT終了してからが社会に還元できる安い再⽣可能エネルギーとしての価値が⽣まれるのに廃棄を促すようなことはやめていただきたい。２０年後に売電しない⾝元不明の発
電所がどれだけ発⽣するのか、証拠をもとに制度を決定していただきたい。しっかりとした事業者がより活躍できる仕組みを構築してほしい。廃棄せずに既存の設備を最⼤限活
⽤する継続運⽤政策をお願いする。

　本制度は、太陽光発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されて
きている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものであり、廃棄を促すための制度ではありません。
　また、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換し
て発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。
　こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギーが、適正な事業規律の確保しながら⻑期安定的に事業実施される主⼒電源となるよう、努めてまいります。

186 太陽光発電事業者は、これからの⽇本のグリーンエネルギーの発展にリスクを取って参加しており、そうした⽴場に⽴った制度を考えるべき。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。他⽅、FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業
者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのではないかといった地域からの懸念があります。本制度は、こうした地域の懸念に対応するため、
FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮されてきている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求めるものです。こうした取組を通じて、再⽣可能エネルギー
が、適正な事業規律を確保しながら⻑期安定的に事業実施される主⼒電源となるよう図っていくことが必要です。
　ただし、廃棄等費⽤を外部機関へ積み⽴てることを義務付けた場合、既存の融資における返済計画等に影響を与える可能性があることから、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確実な確保に関するワーキンググループでは、
⾦融分野の有識者も含む委員を構成し、慎重に御議論いただきました。同ワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上
で、廃棄等費⽤の積⽴てについては、調達価格の算定において廃棄等費⽤として想定されている額を、調達期間終了前の10年間で積み⽴てることとなりました。
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再⽣可能エネルギーは地球温暖化対策として国も導⼊を促進したものであり、FIT終了後もいかにして事業存続させるかこそ今から考えておくべき課題である。例えば、
  * 優良・⼤規模事業者が⼩規模事業者から設備を引継ぐ⼿続きの簡素化
  * 隣接する⼩規模設備を集約する制度、技術の確⽴
  * 蓄電技術の開発加速と導⼊促進

　いただいた御意⾒は、今回の意⾒公募の対象ではないと考えますが、ご意⾒として承り、今後の執務の参考とさせていただきます。

188 廃棄を前提とするのではなく、再⽣エネルギーの割合を増やすため安価な蓄電池を増やす施策を⾏い、太陽光発電を20年以降も続けていけるよう努⼒すべき。 　いただいた御意⾒は、今後の執務の参考とさせていただきます。

189 「解体等積⽴⾦」ではなく、「解体積⽴⾦」と⽬的を明確にしてほしい。
　2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に関する特別措置法）第9条第2項第7号において、「解体及びその解体により⽣ずる廃棄等の撤去その他の処理」を「解体等」と定
義しており、同法第15条の6第2項において、「当該再⽣可能エネルギー発電設備の解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭を解体等積⽴⾦として積み⽴てなければならない。」とされています。今般の省令改正は、再エネ
特措法改正に伴うものであるため、これらと異なる⽤語を⽤いることはできません。

190 積⽴てを始めた事業者については、売電限度を撤廃してほしい。要するに、ピークカットをなくしてほしい。

　電気は常に需要と供給を⼀致させる必要があります。再⽣可能エネルギーが⾼出⼒となる場合、⽕⼒発電の出⼒を最低まで下げ、さらに、揚⽔式⽔⼒の揚⽔運転等により、需給バランスを調整しますが、それでもなお余剰と
なる場合、停電等を避けるため再⽣可能エネルギーの出⼒制御を⾏うことが必要となります。このため、太陽光発電事業者は、送配電事業者から出⼒制御その他の協⼒を求められた場合には、これに協⼒することが必要で
す。
　⼀⽅、廃棄等費⽤の積⽴てを担保する制度は、発電設備の放置・不法投棄への対策であり、積⽴てを開始しても、電気の需給⼀致が促進されるわけではありません。このため、積⽴てを開始した事業者も含め、出⼒制御
を求められた場合には、これに協⼒することが必要です。



191

○内部積⽴の資⾦確保要件について
　ワーキンググループにおける議論では、『外部積⽴てにおいて積み⽴てられるべき額の⽔準以上の廃棄等費⽤の積⽴てが予定されており、その公表に同意すること』となってい
たのに対し、施⾏規則改正案では、積⽴てるべき⾦額は、解体等積⽴⾦の額の算定において基礎とした解体等に通常要する費⽤の額を『上回る』ものであることが必要とさ
れ、また、外部積⽴により積⽴てを⾏う場合よりも『早期』に解体等に通常要する費⽤に充てるための⾦銭が積み⽴てられることが要件となっており、明らかに加重されている。
　内部積⽴の資⾦確保要件は、ワーキンググループで資⾦の確保のために必要⼗分なものとして合意されたはずであるのにそれをさらに加重することは、内部積⽴の利⽤可能
性を不当に狭めるものであると考える。当初の要件に修正されることを要望する。

○制度の詳細設計について
　⾦銭の積⽴て以外の⽅法により必要な資⾦を確保する⽅法（保証や保険）に関する詳細や積⽴期間中の積⽴⽅法の変更の可否など、発電事業者が資⾦効率を追
求するために検討したいと考える点について、いまだ詳細が明らかになっていない。制度開始が来年に迫っており、すぐにでも検討しなければならない状況であるため、早期のガ
イドラインを策定・公表をお願いしたい。
　また、今後ガイドライン等を策定するにあたっては、必ずパブリックコメントの対象としていただきたい。

○将来の制度の運⽤について
　今後太陽光発電所の解体・撤去が各地で⾏われるようになると、リサイクルや廃棄等に関連するサービスも拡⼤し、実際に廃棄に要する費⽤の⽔準が、現在想定している
費⽤の⽔準を⼤幅に下回るということも可能性として考えられる。そのような場合には、過度の⽔準での積⽴が⻑期間維持されるということがないよう、積⽴⾦額の⽔準につい
て柔軟に⾒直すことを検討いただきたい。

○内部積⽴ての資⾦確保要件について
　御指摘のとおり修正し、解体等に通常要する費⽤の額以上の額の⾦銭の積⽴てを求める旨規定することといたします。

○制度の詳細設計について
　いただいた御意⾒については、今後の執務の参考とさせていただき、適切な制度の運⽤に努めてまいります。

○将来の制度の運⽤について
　太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループにおいても、コストや廃棄等の最⼩化は、イノベーション等による廃棄等の効率化や、基礎・架台のリユース等による将来の低減ポテンシャルを⾒据えて未来
志向で検討すべきと整理されています。将来、廃棄等費⽤が想定と著しくずれることが明確になった場合には、積⽴⾦の基準額⾒直しも含めた検討をしていきます。

192 勝⼿に資⾦を積⽴⾦として拘束する法的根拠を明確にしてほしい。

　2022年4⽉に施⾏される改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に関する特別措置法）第15条の6により、経済産業⼤⾂が指定した積⽴対象区分等に該当する再エネ発電設備を⽤いて発電した
再エネ電気を供給する認定事業者は、経済産業省令で定める期間にわたり、再エネ発電設備の解体等に要する費⽤に充てるための⾦銭を解体等積⽴⾦として積み⽴てなければならないとされています。
　太陽光発電については、発電事業終了後、廃棄等のための資⾦不⾜により太陽光発電設備が放置・不法投棄されるのではないかという地域の懸念に対応するため、FIT制度開始当初から調達価格を算定する際に考慮さ
れてきている廃棄等費⽤について、確実な積⽴てを実施するために、今般、原則として源泉徴収的な外部積⽴てを求める、すなわち、積⽴対象区分等に指定することとしました。これについては、太陽光発電設備の廃棄等費
⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上での⽅針となっています。
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太陽光発電事業はFITを通じた事業投資のおかげで増加した。慈善活動で⾏うものはいない。投資家は、投資である以上リターンとともに⼤きなリスクを背負っている。エネル
ギーは社会インフラであり事業活動中は適切に運営しなければなりらない。その反⾯、電⼒会社はその再エネ事業化より接続負担⾦と称する⾃社インフラへの強制寄付をさ
せ、再エネ賦課⾦という再エネを悪とした、半分原発費⽤に当てられる費⽤を広く徴収している。であるならば、FIT終了後、廃棄ではなく、電⼒会社が適切な価格で買い取
るのが筋ではないか。

　ネットワーク側の送配電等設備の増強等に係る⼯事費負担⾦については、系統連系希望者が受益している場合には、受益の範囲に応じて「特定負担」となります。したがって、電⼒会社のインフラのために強制寄付をさせて
いるという御指摘は当たりません。
　また、再エネ賦課⾦は、再エネ特措法にもとづき、FIT制度で買い取られる再エネ電気の買取りに要する費⽤等に充てるために電気の使⽤者から広く集めるものであり、「半分原発費⽤に当てられる費⽤を広く徴収している」と
いう御指摘は事実誤認です。
　なお、本制度は、FIT制度の調達期間の終了後も発電事業が⻑期安定的に⾏われることを促すことを原則の⼀つとして検討が進められ、その結果、調達期間終了後に発電事業を終了・縮⼩もしくは太陽光パネルを交換し
て発電事業を継続する場合については、⼀定の条件下で積⽴⾦の取戻しを認めることとしました。

194 制度策定にあたり、業界団体と協議したのか。

　太陽光発電という個別の実態を踏まえた専⾨的視点から具体的な制度設計を⾏うため、「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会」の下に設置される「新エネルギー⼩委員会」の下部機関として「太
陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ」を設置しました。同ワーキンググループでは、2019年4⽉以降、FIT制度の下で廃棄等費⽤の積⽴てを確実に担保する制度について、太陽光発電に関わる
様々な⽴場の関係者（発電事業者、解体・廃棄物処理事業者、⾦融機関、地⽅⾃治体、買取義務者）に対するヒアリングを実施した上で、外部積⽴てにおける積⽴⾦の⾦額⽔準や取戻し条件、例外的な内部積⽴て
が認められる場合の条件といった論点について、実効的な制度とするために具体的な検討を⾏ってまいりました。このワーキンググループの委員は、⼀般社団法⼈太陽光発電協会に所属する委員を含むかたちで構成されていま
す。

195 制度策定にあたり、法の専⾨家に意⾒を聞いたのか、その専⾨家の名前等を公表すべきである。

　太陽光発電という個別の実態を踏まえた専⾨的視点から具体的な制度設計を⾏うため、「総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会」の下に設置される「新エネルギー⼩委員会」の下部機関として「太
陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループ」を設置しました。同ワーキンググループでは、2019年4⽉以降、FIT制度の下で廃棄等費⽤の積⽴てを確実に担保する制度について、太陽光発電に関わる
様々な⽴場の関係者（発電事業者、解体・廃棄物処理事業者、⾦融機関、地⽅⾃治体、買取義務者）に対するヒアリングを実施した上で、外部積⽴てにおける積⽴⾦の⾦額⽔準や取戻し条件、例外的な内部積⽴て
が認められる場合の条件といった論点について、実効的な制度とするために具体的な検討を⾏ってまいりました。このワーキンググループは、法律、会計、⾦融といった分野の有識者を含む委員で構成されており、委員等名簿や
資料、議事録等については、経済産業省HPにて公開しております。

196 今後、発電所の事業者間の売買が進んでいくと考えられるが、売買した際は積⽴⾦はどのように扱われるか。
　FIT 制度においては、調達期間終了後であっても、発電事業を譲渡する場合には事業計画の変更が必要であるところ、発電事業の譲渡に伴い積⽴⾦も譲渡先の認定事業者に承継されることとなります。積⽴⾦を取り戻
せる主体は、2022年4⽉施⾏の改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に関する特別措置法）第15条の9に基づき、原則として認定事業者等とされているため、譲渡により認定事業者の地位が承継
された場合には、承継後の認定事業者が、積⽴⾦を取り戻すことができます。

197 太陽光設備の分譲案件で購⼊し、２０年経過後には購⼊した業者に現況で引き渡す契約をしている。
このような案件では、解体費⽤の負担者は分譲業者であり、発電事業者が解体等積⽴⾦を積み⽴てるのはおかしいと思う。

　FIT 制度の導⼊に伴い急速に拡⼤してきた太陽光発電は、参⼊障壁が低く、様々な事業者が取り組むことに加え、事業主体の変更が⾏われやすくなっているため、発電事業の終了後、設備が放置・不法投棄されるのでは
ないかといった地域からの懸念があります。
　廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴てについては低い実施率となっていました。このため、事業計画策定ガイドライン
により、廃棄等費⽤の認定事業者による積⽴てを求めたものの、なお積⽴ての実施率が低かったため、太陽光発電設備の廃棄等費⽤の確保に関するワーキンググループや再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員
会における審議、及び同⼩委員会中間取りまとめのパブリックコメントを経た上で、10kW以上の全ての太陽光発電事業を対象に、原則として、認定事業者の売電収⼊から積⽴⾦に相当する額を差し引くことで源泉徴収的に
外部積⽴てする制度を適⽤することとしています。
　FIT 制度においては、調達期間終了後であっても、発電事業を譲渡する場合には事業計画の変更が必要であるところ、積⽴⾦を取り戻せる主体は、2022年4⽉施⾏の改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利
⽤の促進に関する特別措置法）第15条の9に基づき、原則として認定事業者等とされているため、譲渡により認定事業者の地位が承継された場合には、承継後の認定事業者が、積⽴⾦を取り戻すことができます。すなわ
ち、発電事業の譲渡に伴い積⽴⾦も譲渡先の認定事業者に承継されることとなります。

198 売電開始から20年間の賃借権で運営している発電所では、設備をそのままで貸主に戻す契約になっている（賃借権の物件では⼀般的）。このような賃借権で運転している
売電者が積み⽴てた資⾦は、何をもって積⽴者に戻すことができるのかが考慮されていない。⼟地所有者が撤去するまで資⾦が戻ってこないのではないか。

　太陽光発電について、発電事業の終了後は、廃棄物処理法等に基づき、事業者が適正に廃棄処理する必要があります。そして、廃棄等費⽤について、FIT制度では調達価格を算定する際に考慮されており、発電事業者
が⾃主的に積み⽴てることが期待されるものの、積⽴ての実施率が低かったことを踏まえ、本積⽴て制度では、認定事業者に対し、原則的に源泉徴収的に外部積⽴てを求めることとしています。
　そのため、積⽴⾦を取り戻せる主体は、法律上、原則として、認定事業者等に限られます（2022年4⽉施⾏予定の改正再エネ特措法（再⽣可能エネルギー電気の利⽤の促進に関する特別措置法）第15条の9）。そ
のため、ある者が発電設備を賃借して認定事業者として発電事業を営んでいる事例において、調達期間終了後の事業譲渡により、認定事業者が発電設備の賃借⼈から発電設備の賃貸⼈に変更された場合には、発電設
備の賃貸⼈が認定事業者として積⽴⾦を取り戻すことになります。
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本改正案は放置発電所を防⽌することを主⽬的にしたものであると思われるが、地元⾃治体等が⾏政代執⾏を⾏った際に本積⽴⾦を流⽤できるよう制度設計されていない
ため、この部分の第三者取り崩し要件を予めルールとして組み込んでおかなければ「絵に描いたモチ」になってしまい、地元⾃治体と放置発電所の所有者(の相続⼈など)との
間で、全国的に訴訟が⾏われることが容易に予想される。

　太陽光発電設備が放置・不法投棄され、廃棄物に該当する場合等には、⼀定の要件の下、廃棄物処理法等の法律により⾃治体等が⾏政代執⾏によって処理することができます。この際の費⽤は、⾃治体等が⼀旦負担
した上で事後的に事業者に求償することになります。本制度では、こうした他法令に基づき、⾏政代執⾏が実⾏された場合に⾃治体等が積⽴⾦を取り戻せる規定を設けており、積⽴⾦から適切に費⽤回収できる制度となって
います。


